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第１章　調査の概要

１－１　要請背景・目的

　中米地域は、ハリケーン、洪水、地震、火山、旱魃など共通した自然現象に対して非常に脆弱

であり、あらゆるセクターにおける自然災害対策の強化は地域共通の課題となっている。近年に

おいては1998年のハリケーン・ミッチ（計２万人の死者・行方不明者）や2001年のエルサルバ

ドル大震災（計1,000 人もの死者・行方不明者）が発生し壊滅的なダメージをもたらした。また

雨期に発生する洪水被害は中米各地で頻繁に発生、その発生回数及び被害総額は増加傾向にある。

　かかる状況下、1999年中米６か国大統領批准による「災害に強い社会づくり（グアテマラ宣言Ⅱ）」

が中米統合機構（SICA）にて採択された。また同宣言を基に中米防災センター（CEPREDENAC）

にて「中米防災５か年計画」（2000-2004）が策定され、地域開発における優先課題のひとつとし

て自然災害対策に地域をあげて取り組んできた。

　また日本・中米フォーラムにおいても、我が国が「防災」分野で同地域に協力を実施すること

が合意・確認されており、長期専門家「中米広域防災実施体制強化」（2003.2-2006.2）が派遣さ

れていた。

　これまでの協力実施を通じ、中米地域における自然災害として大きく２つの原因が明らかにさ

れている。第一は、主に域内における後発開発途上国にて顕著にみられる、貧困による社会脆弱

性に起因するもの（急斜面や河原の不法住居等）、第二は、域内における中進国に顕著にみられ

る、防災を考慮せずに社会経済開発を行った結果増加する洪水等、開発行為に起因するものであ

る。またこれら課題に関連する諸原因（経済要因、自然環境要因、技術的要因、関係アクターの

機能要因等）についても分析されつつある状況下にある。

　これら問題分析を通じ、現在CEPREDENACは長期専門家の支援を得て、「中米防災10か年計

画」を策定中であり、同計画は 2006 年内に有効となる予定である。

　ハリケーン・ミッチ以降、各種援助活動により各国中央政府防災体制は整備されつつあること

から、今後の防災分野の協力課題としては、同中央政府防災体制を地方自治体へ活用する、ある

いは行政機関等実施体制強化から地域住民へのエンパワーメントへと協力対象を広げていくこと

が必要である。真に防災力強化が必要とされているのは地方部・貧困地域であり、同10か年計画

も踏まえると、今後は地方居住者や貧困地域住民を裨益者とした自然災害犠牲者軽減・防災力向

上が課題となっている。

　現時点における同課題解決に向けた投入としては、本邦研修「中米防災対策フェーズⅡ」や現

地パイロット事業「中米コミュニティ防災マネジメント」「中米防災ATLAS整備事業」などが実

施されている。既に実施中の二国間協力（エルサルバドル国技術協力プロジェクト「耐震普及住

宅の建築普及技術改善」等）の成果の共有を含め、要請中広域防災協力案件（技術協力プロジェ

クト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト（仮称）」やメキシコ第三

国研修「市民防災と災害対策」）等については、それらを有機連携させ、現地における防災力強

化に資する総合的な地域防災協力のプログラムデザインが検討されている状況にある。

　今般のプロジェクト形成調査団は、同中米広域防災体制強化プログラム（付属資料１－１）の

妥当性を検証するとともに、同プログラムに位置づけられる案件（中米５か国から要請があがっ

ている新規中米広域防災案件：付属資料１－２、メキシコ第三国研修：付属資料１－３）につい

てプロジェクト内容や実施体制を確認することによりプロジェクト実施の妥当性を確認すること



－ 2－

を目的として派遣した。

１－２　団員構成

〈調査団員主要担当事項〉

（1）総括：「中米広域防災体制強化プログラム（仮称）」「コミュニティの経験を活用した自然

災害被害予防プロジェクト（仮称）」構想の妥当性を総合的な視点より調査・確認する。

（2）防災計画（人と防災未来センター）：本邦研修事業「中米防災対策（フェーズⅠ及びフェー

ズⅡ）」からみた「プログラム」の評価、及び「プロジェクト」については技術的視点からみ

た分析・提言を行う。

（3）組織連携（アジア防災センター）：アジア広域防災の経験を踏まえた「プログラム」「プ

ロジェクト」の必要性やCEPREDENACと関係各国機関の各々の役割、連携のあり方、同妥

当性について分析・提言を行う。

（4）広域協力計画（地域部）：「プログラム」については「東京宣言」等関連政策や JICA の

地域事業戦略との整合性について、また「プロジェクト」については要請内容について調査・

確認する。

（5）協力計画（課題部）：｢プログラム｣「プロジェクト」について、JICA の防災協力戦略との

整合性、及び新規広域協力の JICA 事業としての実施可能性について調査・確認する。

No 担当分野 氏　名 所　　　属 派遣期間

１ 総　括 大井　英臣 JICA地球環境部 課題アドバイザー（防災）
06/01/21-

06/02/05

２ 防災計画 大野　淳　
阪神・淡路大震災記念人と防災未来センター　 06/01/21-

副センター長 06/01/28

３ 組織連携 荒木田　勝
財団法人都市防災研究所アジア防災センター 06/01/21-

主任研究員 06/02/04

４ 広域協力計画 中根　卓　 JICA中南米部　中米・カリブチーム
06/01/21-

06/02/05

５ 協力計画 藤原　真吾 JICA地球環境部第三グループ　防災チーム
06/01/21-

06/02/05

６
（現地参団）

堀　恒喜　 パナマ「中米防災実施体制強化」専門家
06/01/21-

プログラム計画 　 06/02/05

７
（現地参団）

大場　三穂 メキシコ「南南協力」企画調査員
06/01/25-

南南協力 06/01/28

８
（現地参団）

八木　優子
06/01/22-

通　訳 06/02/02



－ 3－

（6）プログラム計画（堀専門家「中米防災実施体制強化」）：中米広域防災関連情報、

CEPREDENAC に係る情報等について取りまとめ、各調査団員に適宜情報提供する。

（7）南南協力（大場企画調査員「南南協力」）：日墨パートナーシッププログラム（JMPP）の

枠組みからみた「プログラム」構想（特にメキシコ第三国研修コンポーネント）の妥当性に

ついて調査・確認する。

１－３　調査日程

日順 月　日 曜

１ １月21日 土

２ １月22日 日

３ １月23日 月

４ １月24日 火

５ １月25日 水

６ １月26日 木

７ １月27日 金

日　　　程

出発（NH006：ロサンジェルス経由）

07:35 グアテマラ共和国に到着（LR641）

10:00 JICAグアテマラ事務所表敬

11:30 在グアテマラ日本国大使館表敬

14:00 CEPREDENAC事務局表敬及び協議

08:00 コミュニティ防災プロジェクトサイト

（フェゴ火山周辺地区）視察

16:00　コミュニティ防災実施メンバーとの討議

（CONRED）　

09:00 ①　コスタリカ共和国関係者との協議

　　大澤企画調査員、モンテロ職員

　　サンホセ市ロメロ職員

　　CNE：ピカド職員、サルガード職員

　　OVSICORI：アラウス研究員

②　ホンジュラス共和国関係者との協議

　　中村職員、ルイス職員

　　コマヤグア市：マルティネス職員

　　SOPTRAVI：バスケス職員

　　COPECO：アレバロ職員

午後 CEPREDENAC事務局での協議

（メキシコ第三国集団研修に関する協議

を含む）

午前 エルサルバドル共和国へ（TA589、7:10

グアテマラ発、8:00エルサルバドル着）

10:00 総務省表敬、COEN、SNET協議

15:30 UCA耐震プロジェクト（ラボ）視察

09:00 PPP事務局

10:00 SNET訪問

12:30 GTZとの意見交換

15:00 SG-SICA（国際協力部）SICA環境総局

（CCAD）

16:30 在エルサルバドル日本国大使館表敬

調査目的、討議内容

中米防災プログラム構想説明、防災分野

協力状況確認

中米防災10か年計画確認、JICA協力の

必要性・妥当性確認

新規支援事業に係る情報収集と連携の可

能性に係る協議

現地視察

実施状況及び将来構想確認、要請案件内

容確認

実施状況及び将来構想確認、要請案件内

容確認

実施状況及び将来構想確認、要請案件内

容確認

現地視察・各国ヒアリングを踏まえたプ

ログラム構想内容確認

防災分野協力状況確認

現地視察、プログラムとの関連性に係る

協議

中米防災プログラム構想説明、防災分野

協力状況確認

協力実施状況確認、将来連携可能性に係

る協議

表敬及び広域防災プログラム説明・意見

交換、EU関連協力概要ヒアリング

表敬及び広域防災プログラム説明・意見

交換

調査団員
日程

大場団員

到着

大野団員

帰国
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CONRED：グアテマラ国家災害軽減委員会／国家防災調整局
CNE：コスタリカ国家災害対策緊急委員会／国家緊急委員会
OVSICORI：コスタリカ火山・地震観測所
SOPTRAVI：ホンジュラス公共事業・運輸・住宅省
COPECO：ホンジュラス災害対策常設委員会
COEN：エルサルバドル国家緊急委員会
SNET：エルサルバドル国家国土研究所
UCA：中米大学
PPP：プエブラ・パナマ計画
GTZ：ドイツ技術協力公社
SG-SICA：SICA 事務局
SINAPROC：パナマ内務省防災局
ISDR：国際防災戦略
IDB：米州開発銀行
USAID：米国国際開発庁

日順 月　日 曜

８ １月28日 土

９ １月29日 日

10 １月30日 月

11 １月31日 火

12 ２月１日 水

13 ２月２日 木

14 ２月３日 金

15 ２月４日 土

16 ２月５日 日

日　　　程

コミュニティ防災サイト視察（サンタテクラ

市）、プロジェクト関係者からのヒアリング

GTZ　プロジェクトサイト訪問

パナマ共和国へ移動（CM411、14:25エルサルバ

ドル発→18:10パナマ着）

09:30 JICAパナマ事務所表敬

11:00 在パナマ日本国大使館表敬

14:00 パナマSINAPROC

（長官表敬、活動内容確認）

09:00 PPP防災イニシアティブ（IMPMDN）

事務局

10:00　パナマ市役所

12:00　コミュニティ防災実施メンバーとの討議

（パナマ市、SINAPROC技術者・関係者）

13:00 コミュニティ防災プロジェクトサイト視

察（パナマ市パルケ・レフェルベ地区）、

プロジェクト地区関係者との協議

09:00　ISDR（Harisラテンアメリカ事務局長）と

の協議

11:00　国際赤十字（Guevaraラテンアメリカ事

務局長）との協議

15:00 ラップアップに向けた最終協議

（CEPREDENAC事務局長及び参加可能

な関係国CEPREDENAC関係者）

19:30 ラップアップ会合、ミニッツ署名

パナマ→ワシントンへ移動（DL498、8:30パナマ

→15:41ワシントン)

09:30 IDB、世界銀行協議　　　　　　　　　

15:00 USAID訪問

16:30 JICAアメリカ合衆国事務所報告

帰国（NH001、11:10ワシントン→

成田着（15:15）

調査目的、討議内容

現地視察、実施状況及び将来構想確認、

要請案件内容確認

調査概要報告

中米防災プログラム構想説明

組織概要、活動内容、計画、JICA協力

メソアメリカ防災イニシアティブ、

CEPREDENACとの協働体系確認

現地視察

実施状況及び将来構想確認、要請案件内

容確認

協力実施状況確認、将来連携可能性に係

る協議

JICA協力プログラム、新規広域協力に

係る最終協議

ミニッツ署名

防災分野協力における連携のあり方に係

る意見交換

調査団員
日程

大場団員

帰国

八木団員

帰国

荒木田

団員帰国
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１－４　 調査内容

（1）「中米広域防災体制強化プログラム」

1） プログラム基本構想の妥当性

①　現況分析の妥当性

②　プログラムデザインの妥当性

③　プログラム基本計画の妥当性

2） 実施体制の確認

3） その他

①　他事業との連携

②　他ドナー協力との調整

③　「人間の安全保障」及び「キャパシティー・ディベロップメント（CD）」の視点との整

合性

④　広域協力の必要性

（2）広域技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェク

ト（仮称）」

1） プロジェクト基本計画の妥当性

2） 実施体制の確認

3） 今後の実施スケジュールの確認

（3）メキシコ第三国集団研修「市民防災と災害対策」

1） プログラムコンポーネントとしての妥当性

2） 今後のスケジュールの確認

１－５　主要面談者

１－５－１　グアテマラ共和国

（1）グアテマラ側関係機関

1） 中米防災センター（Centro de coordinación para la prevención y mitigación de Desastres

Naturales：CEPREDENAC）

Ms. Leticia Álvarez Echeverría Directora de Cooperación Internacional y Proyectos

Mr. David A. Smith Wiltshire Secretario Ejecutivo

Mr. Rafael Bonilla Coordinador Proyecto PRRD
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2） グアテマラ国家災害軽減委員会／国家防災調整局（Coordinadora Nacional para la

Reducción de Desastres：CONRED）

Mr. Hugo Rene Hernandez Secretario Ejecutivo

Mr. Miguel E. Cotero Q. Subsecretario Ejecutivo

Mr. Eber O. Garcia Gerente de Educacion

Mr. (Ing.) Otto Rene Galicia Gerente de Riesgo

Mr. Ovidio Garcia Gerente de Operaciones

（2）日本側関係機関

1） 在グアテマラ日本国大使館

四之宮　平祐 特命全権大使

山内　隆弘 二等書記官

2） JICA グアテマラ駐在員事務所

三澤　吉孝 首席駐在員

坪井　創 駐在員

服部　敏子 企画調査員

Mr. Antonio Ovalle Asesor de Cooperación Técnica

１－５－２　コスタリカ共和国

（1）コスタリカ側関係機関

1）ナショナル大学コスタリカ火山・地震観測所（Observatorio Vulcanológico y Sismológico

de Costa Rica - Universidad Nacional）

Ms. Jeannette Arauz Muñoz Académica

2）コスタリカ国家災害対策緊急委員会／国家緊急委員会（Comisión Nacional de (Prevención

de Riesgos y Atención de) Emergencias：CNE）

Mr. Douglas Salgado Coordinador del Sistema de Información para

Emergencias

Mr. Carlos Picado Jefe de Planificación

3） サンホセ市役所（Municipalidad de San José）

Ms. Lorena Romero Vargas Encargada de Oficina de Prevención y Atención de

Emergencias y Desastres

（2）日本側関係機関

1） JICA コスタリカ駐在員事務所

大澤　正喜 企画調査員

Mr. Ricardo Montero López Asistente de Cooperación Técnica
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１－５－３　ホンジュラス共和国

（1）ホンジュラス側関係機関

1） Municipalidad de Comayagua

Mr. Fernando Ramon Martinez コマヤグア市市会議員（Regidor Munincipal de

Comayagua)／緊急委員会委員長（Presidente del

Comite de Emergencia)

2）ホンジュラス公共事業・運輸・住宅省（Secretaría de Obras Pública Transporte y Vivienda：

SOPTRAVI）

Mr. Favio Cesar Vasquez 道路局プロジェクトコーディネーター（Coordinador

de　Proyecto de Departamento de Carretera）

3） ホンジュラス災害対策常設委員会（Comisión Permanente de Contingencias：COPECO）

Mr. Hugo Alevaro 副委員長（Sub Comisionado）

（2）日本側関係機関

1） JICA ホンジュラス事務所

中村　義次 所　員

Ms. Ada Ruiz 所　員

１－５－４　エルサルバドル共和国

（1）エルサルバドル側関係機関

1） 総務省

Mr. René Figueroa 総務大臣

Mr. Astor Escalante 市民安全担当副大臣

Ms. Silvia Aguilar 総務担当副大臣

Dr. Mauricio Ferrer 市民防災局長

2） プエブラ・パナマ計画（Plan Puebra-Panamá：PPP）事務局

杉村　麻衣子 PPP円借款アドバイザー

Ms. María Teresa O. de Rendón Directora Ejecutiva

Ms. Angie B. Casper Coordinadora Ejecutiva Desarrollo Humano

3） エルサルバドル国家国土研究所（Servicio Nacional de Estudios Territoriales：SNET）

Mr. Antonio Arenas 所　長

Ms. Ana Deisy López Ramos Directora Servicio Hidrológico Nacional

Ms. Sandra Carranza Coordinadora de Unidad de Comunicaciones

Mr. Francisco Delgado Coordinador de Unidad de Servicio / Proyecto Atlas

Mr. Luis Menjivar Técnico en SIG y Desarrollo / Proyecto Atlas

Ms. Nora Palacios Consultora / Proyecto Atlas



－ 8－

Ms. Lily Massis Consultora / Proyecto Atlas

Mr. Mauricio Martínez Coordinador del Centro de Pronostico Hidrologico

（2）援助機関等

1） ドイツ技術協力公社（GTZ）

Ms. Regina Bauerochse-Barbosa Directora

Ms. Joczabeth Guerrero Coordinadora de Proyecto en La Palma

Dr. Winfried Schneider Senior Management Consultant

2） SICA（SG- Sistema de Integración Centroamericana）

Mr. Aníbal Quiñónez Secretario General

Mr. Rubén Omar Orozco Director de Unidad de Cooperación

Mr. Oscar Toledo Asistente Unidad de Cooperación

3） SICA 環境総局（Comisión Centroamericana de Ambiente y Desarrollo：CCAD）

Mr. Marco González Secretario Ejecutivo

Mr. Rafael Guillén Especialista del SIG

（3）日本側関係機関

1） 在エルサルバドル日本国大使館

細野　昭雄 大　使

吉本　準 参事官

清水　一良 一等書記官

2） JICA エルサルバドル駐在員事務所

高橋　政行 首席駐在員

細川　幸成 駐在員

Ms. Sandra Viana Coordinadora de Programa

１－５－５　パナマ共和国

（1）パナマ側関係機関

1） パナマ内務省／国防省防災局（Sistema Nacional de Protección Civil：SINAPROC）

Dr. Roberto Velás quez Abood Director General

Mr. Eberto E. Anguizola M. Director Nacional de Prevención y Mitigación

2） プエブラ・パナマ計画（Plan Puebra-Panamá：PPP）

Mr. Neils CASTRO 防災対策イニシアティブ委員長

ハビエルボラーナ 防災担当副議長

Ms. Gloria Maduro Arosemena Coordinadora Nacional
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3） パナマ市（Alcadía de Panamá）

Mr. Iván Arrocha Ch. Alcalde Primer Suplente

Mr. Hugo Morgado Valenzuela Gerente Social

Mrs. Dalila Batista 災害リスク管理・防災課長

（2）援助機関等

1） Estrategía Internacional para la Reducción de Desastres：EIRD

Mr. Haris E. Sanahuja Asesor Regional de Políticas

2） 国際赤十字（Federación Internacional de Sociedades de la Cruz Roja y de la Media Luna

Roja）

Ms. Anna Dobai Coordinadora de Programas Mexico, Centroamérica

y El Caribe

Mr. Roy Venegas Coordinador Regional de Preparación para Desastres

Mexico, Centroamérica y El Caribe

（3）日本側関係機関

1） 在パナマ日本国大使館

近藤　猛 参事官

畠田　繁実 二等書記官

2） JICA パナマ事務所

甲斐　直樹 所　長

高田　宏仁 次　長

勝又　明則 企画調査員

Mr. Ezequiel de la Espriella 職　員

１－５－６　アメリカ合衆国関係機関

（1）米州開発銀行（Inter-American Development Bank：IDB）

高橋　毅 理　事

Mr. Kazuki Watanabe Senior Counselor

Mr. Kazuteru Sato Operations Specialist / Financial Support Services

Subdepartment

Mr. Robert N. Kaplan Chief / Environment and Natural Resources Division

Mr. Alvaro Llosa Chief / Environment and Natural Resources

Management Division

Mr. Kleber B. Machado Economist / Environmental and Natural Resources

 Management Division
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（2）世界銀行（The World Bank）

Mr. Manuel Sevilla Sector Leader / Financing, Private Sector, and

Infrastructure Central America Department

Ms. Tova Solo Latin America and Caribbean Department

（3）米国国際開発庁海外災害援助局〔USAID / OFDA (Office of U.S. Foreign Disaster Assistance)〕

Mr. Rob Thayer Regional Coordinator for Asia, Latin America,

and Caribbean

Mr. Michael Maxey Desk Officer / Office of Central America and Mexico

（4）JICA アメリカ合衆国事務所

熊代　輝義 所　長

Mr. Debra Jewell Saito Program Officer / Advisor on Latin America &

Caribbean
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第２章　中米地域での防災分野の現状と課題

２－１　ハリケーン・ミッチの被害状況と当時の教訓

２－１－１　中米地域におけるハリケーン・ミッチの位置づけ

　中米地域は、ハリケーン、洪水、地震、火山、旱魃など共通した自然現象に対して非常に脆

弱であり、あらゆるセクターにおける自然災害対策の強化は地域共通の課題となっている。同

地域における 1990 年代の自然災害による犠牲者数（死者・行方不明者）は 10 万人以上におよ

ぶ。これは、同年代に内戦や犯罪などいわゆる人的災害による犠牲者数のおよそ 13 倍に相当

する（ISDR、2003）。

　過去中米地域で発生した様々な自然災害のうち最も象徴的といえるのは、1998 年 11 月にホ

ンジュラス、ニカラグア、エルサルバドル、グアテマラを襲ったハリケーン・ミッチであろう。

その被害状況を改めて振り返ると、死者・行方不明者は中米地域６か国（上記４か国、コスタ

リカ、パナマ）あわせて２万 1,000 人以上、経済損失は 60億米ドル以上であった。これだけで

もハリケーン・ミッチは 1990 年代に全世界で発生した自然災害のなかで最も激甚であったも

のの１つであることが分かる。特にホンジュラスではハリケーン・ミッチ襲来７日間だけで、

国内 GDP の年額 40％を損失したと報告されている（世界銀行、2005）。

　ハリケーン・ミッチによる激甚被害は政治、経済などあらゆるレベルで重く受け止められる

こととなった。例えば1999年10月（被害より約１年後）、グアテマラで中米サミット（Cumbre

Centroamericano）が開催された際、地域の自然災害対策が議題の１つとなった。その結果、中

米各国大統領レベルにより採択されたのが「災害に強い社会づくり」（＝グアテマラ宣言Ⅱ

〈Marco Estratégico ＝政策枠組み〉）である。さらにグアテマラ宣言Ⅱ採択のあと、同宣言がよ

り具現化されることを目的に、中米防災センター（Centro de coordinación para la prevención

y mitigación de desastres naturales：CEPREDENAC）により、「中米防災５か年計画」（Plan

Regional de Reducción de Desastre：PRRD 2000-2004）が策定された。CEPREDENAC は 2006

年３月現在、PRRDの次期フェーズを策定中であり、2006年末に「中米防災10か年計画（2006-

2015）」として発表する予定である。

　中米地域で発生した自然災害はハリケーン・ミッチ以前にも数多く存在するが、その教訓が

「グアテマラ宣言Ⅱ」のように「地域の安定的な発展を阻む要因」「地域発展のために取り組ま

れるべき課題」として各国首脳レベルにより取り上げられたことはそれまでにない。ハリケー

ン・ミッチとその教訓の現れである「グアテマラ宣言Ⅱ」や「中米防災５か年計画（2000-

2004）」はその意味からは画期的であり、また現在の中米地域における自然災害対策の起点で

あるといえる。

２－１－２　ハリケーン・ミッチによる教訓（社会脆弱性について）

　中米地域では過去、ハリケーン・ミッチにも劣らない激甚災害が多発している。例えば1972

年、ニカラグアで発生した地震では、首都マナグアが壊滅的な被害を受け死者・行方不明者は

２万3,000人以上にのぼっている。また1974年のハリケーン・フィフィ襲来時にはホンジュラ

スで 8,000 人以上の人々が犠牲となった。しかしそれらの災害発生後、いわゆる現在あるよう

な「中米防災計画」のような機運には結びついていない。ではなぜ、ハリケーン・ミッチは地

域自然災害対策の起点として政治的意思や地域計画の具現化につながったのであろうか？
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　その理由をPRRDの記載のなかに見つけることができる。ハリケーン・ミッチによる被害拡

大の中心課題は、自然現象としてのハリケーンそのものの勢力の大きさではなく、社会的な問

題、例えば「貧困」にあり、「貧困」が自然災害に係るいくつかの社会的脆弱性を生みだし、

その結果被害の拡大につながったものと分析されている。

　それでは中米地域における、自然災害に係る社会脆弱性とは何だろうか。ここではPRRDを

基に、社会脆弱性の原因と考えられる２つの課題；「災害危険地域における人口の増加」「権

利などへのアクセスの制限」について近年の状況をもかんがみたうえで、以下のように考察し

た。

（1）災害危険地域における人口の増加

　中米地域の最近（2002年）の人口は約3,600万人である。これは1950年当時（1,500万人）

から比較すると 2.4 倍に増加している。特に 1990 年代は増加の割合が顕著であり、10 年間

に50％以上増加している（CEPREDENAC、2001）。こうした人口増加は都市部の中・上流階

級よりは、それ以下の貧困層に顕著である。

　地方における貧困層の人口の増加は、必然的に急斜面や河川沿いの低地など災害危険地域

の人口を増加させるが、さらに、森林伐採等により環境破壊を促進させ、土地の生産能力が

低下し、その結果、多くの貧困農民の生活が成り立たなくなり他の地域へ移住する。その行

き先は首都や地方都市、国外など様々である。しかしいずれの場合も初めから安全性・居住

性の高い地域に住めることはなく、災害危険地域であったり社会状態の悪いスラム地区であ

る。例えばホンジュラス、テグシガルパ市郊外あるいはグアテマラの首都グアテマラ市郊外

を上空から見るだけで一目瞭然である。こうした地区にはひと目で危険だと分かる急斜面一

面に、いかにも脆弱かつ簡素な住居が張り付くように存在している。ハリケーン・ミッチに

より被害が拡大したホンジュラスのコマヤグエラ地区もその一例である。こうして災害危険

地域における人口が増加を続けている。

　なお自然災害危険地域などへの立ち入り規制は、土地利用規制法により一部の国・地方自

治体では存在するが、大抵は遵守されていない。例えばカルタゴ市（コスタリカ）では、か

つて土石流で被災し（1964年）堤防を建設したが、溶岩台地から川の中一帯（行政により居

住が禁止されている区域）にニカラグア国からの移民（不法移民を含む）が無認可で居住区

を形成している。土石流が発生すれば再度大災害になることが憂慮されている。

　このように中米での人口増加は貧困層の増加、自然災害危険地域における人口の増加と相

関関係にある。

　

（2）権利へのアクセスの制限

　中米各国の貧困層（１日当たり１ドル以下の収入）の割合が多いのはニカラグア（69％）、

ホンジュラス（73％）、グアテマラ（75％）、エルサルバドル（51％）であり、比較的少な

いのはコスタリカ（21％）、パナマ（30％）などである（CEPAL、1994）。

　貧困問題はあらゆる開発途上国における中心課題といえるが、こと自然災害に関して

は、権利へのアクセスの制限が脆弱性を測るうえで重要となる（Wisner など、1996）。な

おここでの権利とは、（予防意識の喚起に必要な）教育・情報、（避難誘導に必要な）交通

インフラ・移動手段、（被災後の復興に必要な）資金などへアクセスする権利のことを指
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す。事実、ハリケーン・ミッチによる犠牲者の大半は貧困層であり、情報、交通、資金な

どへのアクセスが制限されているため被害拡大につながった。以下具体的に見ていくと；

・　教育へのアクセス：貧困層は教育にアクセスする機会が制限されている場合が多い。

我が国でもそうだが、防災意識の喚起にはフォーマル、ノンフォーマルに限らず教育

セクターが果たす役割が大きい。そのため教育へのアクセスが十分でないと自然災害

そのものへの関心や予防に関する意識を喚起することが難しい。かかる事例は、例え

ば 2003 年にホンジュラス国コマヤグア市で発生した自然災害にみられるような、

ちょっとした集中豪雨で氾濫した小川の濁流にのまれ犠牲となる例や、2004年９月に

パナマ市東部で発生した自然災害にみられるような、豪雨時にもかかわらず氾濫寸前

の河川で魚釣りをする漁業従事者の犠牲者の例により象徴化される。

　これら自然現象を前にした「無謀さ」は教育へのアクセス拡大により確実に減少す

るものと考えられる。

・　情報へのアクセス：貧困層は早期警報情報が発令されていてもその情報を入手する

手段（テレビやラジオなどによるメディア、又は消防団など地方自治体を通じた情報

伝達手段）がないか、あるいは制限されている場合が多い。そのため早期警報が発令

されても、かかる情報を速やかに伝達し避難活動に有効活用することができない場合

が多い。例えば 2005 年６月、グアテマラ北部セナウ（SENAHU）地区で発生した地

滑りでは、地滑り発生の前に CONREDより大雨警報が発令されており、テレビ等メ

ディアを通じて警戒が促されていたにもかかわらず、実際にはそれら情報は住民側に

十分に伝達されておらず、その結果被害が拡大した経緯がある。Shaw（2004）は「防

災力を高めるうえで最も重要なのはラストワンマイル、つまりエンドユーザーである

住民の活動である」と述べている。いくら災害警報システムや情報網を整備しても、

それが住民まで伝達されなければ予防型防災は実現されない。その際、情報の受け手

として情報そのものが制限されている貧困層は大きなハンディキャップを負っており、

これが彼らの脆弱性につながっていると考えられる。またそれはハリケーン・ミッチ

の被害が拡大してしまった根本的な原因であるともいえる。

・　交通インフラ・移動手段へのアクセス：災害発生により橋梁等交通網が寸断されコ

ミュニティが孤立した結果、十分な救助活動が実現できずに被害が拡大してしまう可

能性は、一般的には首都より地方、また富裕な居住区域よりは貧困地域の方が高い。

例えばコスタリカの北部グアナカステに2005年６月に発生した洪水では道路が寸断さ

れた結果、カーニャス市など比較的貧しい地域への救助活動が遅れてしまった事例が

ある。また孤立したコミュニティを救助するためには移動手段としてヘリコプターな

どの空輸手段が必要となるが、それらを保有しない可能性は経済的に裕福な国より、

開発途上国の方が圧倒的に高い。

・　資金へのアクセス：貧困層と裕福層の間に最も顕著にみられる脆弱度の差が復興段

階にみられることは JICA/CEPREDENACによる調査結果（2004）を見ても明らかで

ある。当然ながら貧困層の富のストックは限られており、一度被害に遭うと財政的に

再建が難しく、その結果、その日の生活を取り戻すことさえ容易でなくなる場合があ

る。そのため貧困層が災害に遭ってしまった場合、外助が投入されなければ彼らが持

続的に被災前と同じレベルの生活の質を維持することは難しく、その結果、更なる貧
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背　景

　PRRDは中米統合機構（SICA）を通じ、地域及び各国の防災政策を策定し、その実施を促進

するためのメカニズムである。PRRDはCEPREDENACを中心に実施される。PRRDは1999年

10 月のグアテマラ宣言Ⅱを基に、同月に作成された。

現状問題

　自然災害とは自然現象と同義ではない。もちろん、中米地域では毎年のように各地で大小

様々な地震、ハリケーン、台風、火山噴火などの自然現象が発生している。それらは記録とし

ては残るが、そのすべてが災害を巻き起こしているとは限らない。自然災害とは、それら自然

現象により犠牲者が発生し、インフラ等の構造物が破壊され、日常生活に支障を来すことをい

う。自然現象により誘発される災害はある意味では人的災害ともいえる。

　自然災害の問題は、その犠牲者の多くが社会的弱者、すなわち貧困と相関関係があることで

ある。例えば 1971 年のサンフランシスコ大地震（M＝ 6.6）では死者は 65人であったにもか

かわらず、翌年のニカラグア地震（M＝ 6.2）では１万 1,000 人もの死者が発生した。これよ

り、自然災害規模は自然現象規模と必ずしも正比例の関係にはないことが分かる。

　自然災害による損失は、あらゆる社会・経済分野に影響を及ぼす。また甚大な自然災害は国

家開発プロセスそのものに影響を及ぼす。雇用を衰退させ、投資を減速させ、生産効率を悪化

させ、貧困、衛生、市民安全などあらゆるネガティブな側面を助長する。

　PRRDでは中心的問題を貧困に起因する「社会脆弱性」とする。これを解決するためには、

中米各国において共通である、以下の２つの対策が必要となる。

１．恒常的かつ正確に災害警告を実現するためのシステム構築。災害予防に対する信頼性を得

るための高い技術の習得と普及。

２．住民を守るという視点からの社会開発や貧困削減。

社会脆弱性とは？

　中米地域では1980年代の内戦や経済危機により貧困問題が他の地域よりも顕著にみられる。

グアテマラ、ホンジュラス、エルサルバドル、ニカラグアでは 1980 年代末、全人口の 70％が

貧困といった状態にあった。貧困層には日常生活そのものに余裕がなく、エネルギーや資金、

人的リソースも不足している。そのため貧困地域では自治権が限られており、中央政府に従属

しなければ立ちゆかない状態にある。そのため、いざというとき、例えば災害発生時にはその

脆弱性が露呈されてしまう。

　社会経済の持続的な発展にとって、自然災害対策が重要であることは、各国政府とも理解し

ている。しかしそれを実現するための技術力が不足している。予防型防災を実現するための早

期警報が実現できない。地震による被害を抑止するための建設構造計算や土地利用の規定が存

在しない。これらに立ち向かうことが今、中米では求められている。

BOX２－２　「中米防災５か年計画（PRRD）」概要（抜粋、抄訳）
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ではSamala丘陵における洪水ハザード調査、コスタリカではカーニャス地区における

防災地図の活用推進など）。本プロジェクトの目的は各国における防災力強化のみなら

ず、CEPREDENAC事務局の広域プロジェクト運営管理能力強化としても成果を収め

たとされている。

・　世界銀行・IDBジャパンファンド：無償資金協力として 2001年から 2003 年の間実

施された。CEPREDENAC事務局強化が主題であり、活動として「技術ノウハウ共有

ネットワーク構築」「各国防災機関強化」「地域ネットワークの運用」「CEPREDENAC

機能強化」などが行われた。具体的にはCEPREDENAC事務局の機材購入や小規模調

査の実施、データベース構築などが成果であるとされる。

・　災害救助支援プログラム（HAP）：米国南方軍（スペイン語ではComando Sur）支

援により1999年から2003年の間実施された。HAPはCEPREDENACメンバー国のみ

ならず南米３か国及びドミニカ共和国でも実施されている。協力テーマは災害時の緊

急対応であり主に災害救助手法、緊急時オペレーション、緊急時医療などに係るハー

ド面の整備とソフト面の強化が行われた。HAPの成果として、例えばパナマでは国家

緊急オペレーションセンターが国防省防災局（SINAPROC）内に新設された。

（2）2003 ～ 2004 年（各種事業実施評価）

　各種プロジェクトの実施が一段落し、2003年後半よりそれまでの事業の成果や進捗を確

認する目的でいくつかのワークショップ等イベントが行われている。

・　フォーラム「Mitch+5」が2003年12月にホンジュラス（テグシガルパ市）にて開催

された（CEPREDENAC事務局主催。UNDP、ISDR、JICAなど共催）。「Mitch+5」に

は域内・域外から 4 0 0 名以上が参加した、比較的大規模のイベントであった

（「Mitch+5」の成果である、中米６か国による合意文書「テグシガルパ宣言」の概要

をBOX２－４に示す）。

・　「Mitch+5」のあと、「テグシガルパ宣言」を実際の活動レベルとして具現化するこ

とを目的に「Mitch+5フォローアップ」ワークショップが2004年３月パナマ市にて開

催された。

・　さらに「Mitch+5 フォローアップ」から導き出された提言（BOX２－５）を基に、

ハリケーン・ミッチから５か年経過後の被災者の状態（復興状態、生活状態）を調査

した「被災者の声」事業が実施された（「Mitch+5 フォローアップ」と「被災者の声」

は JICA 協力の下CEPREDENAC事務局により実施された事業である）。
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１．グアテマラ宣言Ⅱ（政策枠組み）に係る、防災の重要性、災害に強い社会づくりの必要性は

認識されつつあり、そのために必要な人材強化、技術向上、財源確保は進みつつある。ハリケー

ン・ミッチからの復興と新たな中米の発展は実現しつつある（Reconocen）。

２．防災に係る政策、プログラム、プロジェクトはそれぞれに進捗している。分野としてはリス

クモニタリング、コミュニティ防災、緊急体制整備、脆弱性軽減に向けたプランニングなどが

進捗している。しかしこれらのイニシアティブは今後更にグアテマラ宣言Ⅱ（政策枠組み）に

整合したものとしていく必要性がある（Reconocen）。

３．上述の進捗の一方、高い脆弱性がいまだ多くの域内各地に存在する。特に、貧困、社会不安、

天然資源の乱開発、自然環境の減少、居住地域の無秩序な土地利用などが深刻である

（Reconocen）。

４．地方、国家、中米地域いずれのレベルでの公・民による開発や投資において、自然災害リス

クが更に考慮されるようになるためには、政策・戦略策定への防災考慮の定着や、更には民主

化への努力も必要とされる （Consideran）。

５．公共投資や開発計画、国際機関による開発援助計画において自然災害リスクが更に考慮され

る必要がある（Consideran）。

６．防災や開発に関連するあらゆる機関が協働し、自然災害対策や進捗をモニタリングするよう

な地域全体の努力が必要である（Consideran）。

７．自然災害対策にかかわるあらゆるアクターが自然災害脆弱性の要因分析に参加し、また開発

計画や開発行為をモニタリングできるような開かれたメカニズムの構築が今後重要となる

（Consideran）。

８．市民団体・組織が自然災害対策の諸事業に参加することが求められる（estiman necesario）。

９．新たな脆弱性をこれ以上助長しないような、適切な土地利用計画と、そのために必要な、中

央から地方への権限委譲が勧められる（Recomendado）。

10．中米各国政府の 2004 年度の各国開発計画のなかに本フォーラムの分析結果を反映し、有効

に活用することが勧められる（Recomendado）。

11．本フォーラムの結果を次期中米防災計画にフィードバックすることが重要であり、そのため

には中米大統領レベルの会合の開催が、CEPREDENACの調整により実現されることが勧めら

れる（Recomendado）。

12．域内各国の防災力を一層強化するため、CEPREDENACを中心とした、各国政府、援助機関、

市民組織、国際機関などによる協働やサポートを依頼する（Solicitan）。

13．各種援助機関（二国間援助機関、国際機関、地域機関、市民組織）がこれまでに行った数多

くの事業を再認識する（Reconocen）。

14．中米各国政府に対し、本フォーラムの成果、及び結果を、2005年に開催される、第２回防災

世界会議にて発表するよう要請する（Solicitan）。

15．2008年に再度地域フォーラムを開催し、地域における自然災害対策の進捗を改めてモニタリ

ングすることを約束する（Se Comprometen）。

16．本フォーラム開催地のホンジュラス政府に感謝する（Agradecen）。

注）Reconocen：再認識、Consideran：考慮、estiman necesario：必要、Recomendado：提唱、Solicitan：

要請、Se Comprometen：約束、Agradecen：感謝

BOX２－４　テグシガルパ宣言（抄訳）
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　本ワークショップは、中米地域の防災事業実施の進捗状況、現状の課題や今後の取り組み

テーマなどを踏まえ、今後何に取り組んでいくべきか、中米関係者と共に協議・検討し、具体

的な方向性を見出す手がかりへとつなげることを目的に、2004年３月23、24日の２日間の日

程でパナマシティにて開催されました。

　このワークショップのために中米６か国のほかにもメキシコ、ペルー、カリブ地域２か国な

どから、計70名もの地域代表者に参加していただくことができました。また参加者の構成も、

国立機関の局長から、技術者、行政担当者、国際機関、援助機関、NGO、大学等様々な立場や

身分の方々に集まっていただきました。

　見たところ、中米の防災力はこの５年間でかなり強化されているように思われます。ハリ

ケーン・ミッチ以降、各国における災害犠牲者の数が激減しているからです。またこの間、中

米諸国では和平が一層強固なものとなり、様々な投資が行われ、所得も向上し経済は安定成長

を遂げています。

　しかしながら、依然として貧困問題は存在しています。残念ながら災害による犠牲者の大半

は都市部よりも地方、それも洪水など防ぐことのできる可能性が高い場合が大半です。一方、

開発行為そのものが自然災害脆弱性を増加させる要因になることも忘れてはなりません。この

ことは1995年の阪神大震災における、高層ビルの倒壊、高架橋による交通システムの崩壊など

からも明らかです。

　中米においても同様で、これまでに培った防災力をベースに、今後の更なる課題「貧困によ

る災害犠牲克服へのチャレンジと開発行為による脆弱性を増加させないためのチャレンジ」に

一層取り組んでいかなければならないことが確認されました。

　すなわち、以下のようなことがいえます。

　防災（Prevention）とは概念的で、レスポンス活動より成果が見えにくく、多くの資金が必

要で、さらに多機関にわたる調整が必要とされる非常に難しい取り組みですが、中米ではPre-

ventionという概念は既に存在していることが本フォーラムにより再確認されました。これらは

SINAPROCのラファエル氏、ホンジュラスのアンヘレス氏などの発表より明らかです。

　「コミュニティ防災」については中米各国で予想以上のイニシアティブが存在することが再

認識されました。パナマのダリエン、コスタリカのカーニャス、ニカラグアのチナンデガ等で

プロジェクトが継続的に実施されていますし、また経験が蓄積されているようです。

　「防災教育」に関してもユニークなイニシアティブが存在することが再確認されました。コ

スタリカOVSICORI の取り組みは世界的にも注目に値する貴重な経験だと考えられます。

　「貧困」「社会脆弱性」と「自然災害」の関係については数多くの指摘がなされました。また

コスタリカのDavid氏の経験によれば、自然災害が貧困の起点になるとの指摘もなされていま

す。ただしこれらへの取り組みは「防災」を視点としたものではなく、「開発」を主体とし防

災という視点を考慮することが重要です。いずれにせよ根気のいる、非常に長期的に取り組ん

でいく必要のあるテーマだといえます。

BOX２－５　「Mitch+5 フォローアップフォーラム」による提言（抄訳）
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２－３　各国・地域の課題

２－３－１　中米防災の進捗状況

　２－２－１で示したとおり、ハリケーン・ミッチ以降、中米地域では様々な事業が実施され

ている。これら様々な事業により、中米地域での自然災害対策の進捗は、防災法整備、防災関

連機関の設立、各種観測機材の導入、リスク分析など各種調査の実施、人材育成など、多くの

面で成果を確認することができる。

　表２－１は「テグシガルパ宣言」のような中米自らによる評価と併せ、本プロジェクト形成

調査も踏まえたうえで、中米地域におけるハリケーン・ミッチ以降の自然災害対策の進捗状況

やこれまでの成果について概観するものである。

　　日本の経験、阪神大震災のレッスンは、開発が進んだ状態における自然災害ハザードを知

るうえで非常に参考になります。またメキシコやペルー等、ラテンアメリカ地域内における震

災の経験も非常に参考となることが分かりました。中米は今後10年間ですさまじい発展を遂げ

ることでしょう。その開発プロセスにおいては日本、メキシコ、ペルー等からの発表のとおり、

開発行為と自然災害との因果関係は何であるか、今後更に考察することがポイントとなると思

われます。

　科学技術分野に関しては世界標準レベルの技術が備わりつつあるといえます。コンピュータ

の急速な進歩と世界各国からの中米に対する支援がそれを可能にしているのでしょう。ニカラ

グア領土研究所（INETER）やエルサルバドルSNETなどは今後中米の科学技術の中核となる

ことが期待されます。

　大変高度な科学技術者が活躍するのと同様に、中米の現状に目を向け、身の丈に合った応用

研究が行われていることも大変印象的です。グアテマラVillatekではコミュニティを対象にし

た大変効果的な簡易早期警報システムの普及に貢献しています。またエルサルバドルUCAは

歴史的なアドベ構造物強化という、現実的なテーマを扱っています。これらの地道な活動が

あってこそ、中米の安定的な発展が実現しているのだと思われます。

　ペルーにおける地震工学の研究、メキシコにおける災害情報システムは、中米の近未来の姿

として大変参考になるでしょうし、またペルー、メキシコの技術者の経験は、今後の中米にお

ける防災技術強化に向けて大変参考となるでしょう。

　日本を含め、世界の防災技術は残念ながらまだまだ多くの課題が残されています。これだけ

防災に多くの予算を割いておきながら、世界中で災害犠牲者、被害額が加速度的に増加してい

るというUNDPの報告は驚きであり、また大変参考となるものです。今後の防災技術向上に向

けては、単に中米のみならず、世界が１つとなって努力し、自然ハザードと共に今後人類がど

のように地球上で生活を営んでいくか、災害のない社会の実現に向けて努力していく必要があ

るでしょう。

BOX ２－５続き
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　そのほか、インフラ整備、資金協力、コンピュータ等小型機材の供与、域内での研修事業、

ボランティア事業等、有形、無形、あらゆる取り組みを踏まえれば、中米地域には自然災害対

策事業の成果と呼べるものが無数に存在しているといえる。

　これらの成果を総合的にみると、中米地域の自然災害対策は、特に各国中央政府の体制強化

を中心に、確実に強化されているといえる。これら成果は例えば、2005年５月のエルサルバド

ル、2004 年９月のパナマなどの事例からも裏づけることができる（BOX ２－６）。

テーマ

防災法

防災関連機関の設立

観測機材整備

リスク分析等調査

人材育成

進捗状況

ニカラグアでは防災法が新たに策定された（Ley337、2001年）。またグア

テマラ、パナマ、コスタリカ、エルサルバドルなどでは防災法の改定が

行われた。改定により、従来主眼とされていた災害時の救助だけでなく、

予防型防災活動にも積極的に取り組むことが明文化された。なおこれら

防災法の改定に関してはCEPREDENAC事務局が各国に対する政策的・

技術的な支援を行っている。

中米地域ではハリケーン・ミッチ以降に設立された防災関連機関が２つ

ある。１つはエルサルバドル国家国土研究所（SNET）であり、もう１つ

はニカラグア国家防災委員会常設事務局（SINAPRED）である。SNETは

今回プロジェクト形成調査でも訪問が実現したが、設立後３年と短期間

にもかかわらず、今や中米防災ATLASのシステム管理を行うなど域内に

おける代表的な機関へと成長を遂げている。またSINAPREDは今やス

タッフ数100名以上を抱える大きな機関へと成長した。

観測機材の導入についてはハリケーン・ミッチ直後からの国際協力によ

り非常に多くの導入実績がある。一例では、エルサルバドルでの地震観

測機材（Acelerógrafo）約30台や無人火山観測器３台、ニカラグアでの無

人気象観測器57台などがある。

各種調査についても観測機材と同様、多くの実績があり、例えばリスク・

ハザードマップ整備などはJICA協力（グアテマラハザードマップ整備、

ホンジュラス首都圏洪水・地滑り対策緊急計画調査）を含めこれまでに

域内で多数実施されている。

主に先進各国で実施される研修コースを中心に多くの実施がある。過去

５年間に研修コースに参加した域内の行政官や技術者は延べ500名程度に

わたる。なおそのうち80名程度は我が国実施による研修事業への参加で

ある。

表２－１　中米地域での自然災害対策の進捗状況（2006 年３月現在）



－ 22 －

２－３－２　中米防災の現況課題

（1）中央から地方への技術の浸透

　中米地域の災害対策は各国中央政府で強化されてきており全体的には進捗がみられるも

のの、強化された防災体制は地方部まで浸透していないことも事実である。例えばグアテ

マラ（地滑り、2005 年 10 月）、コスタリカ（洪水、2005 年６月、９月）、ニカラグア（洪

水、2004 年７月）などは、災害発生時、地方部にまで適確な情報提供が行われていない、

あるいは、情報提供が行われても、情報を基にした住民の避難初動につながらなかった結

果として被害が拡大した事例である。中米ではここ数年、大規模な自然災害は発生してい

ない半面、集中豪雨による洪水に代表される、小規模災害の発生頻度がむしろ高まってい

る。そのため、今後の中米災害対策には、これら各地で発生する小規模災害をいかに予防・

抑止していくかが課題となる。かかる状況より、「中央から地方への技術移転」「地方部の

自然災害の予防・抑止」などは、今後の中米防災をより確実なものとしていくうえで、現

時点での課題であるといえる。

エルサルバドル

　2005年５月、ハリケーン（熱帯低気圧Adrian）が接近した際、SNETは国民に対し直ちに警

報を発信した。またCOENは緊急体制を敷き、官公庁や学校を休みとし、そのかわり住民の避

難所への避難誘導を促した。その結果、住民の避難は速やかに行われ、被害はほとんど発生し

なかった。もっとも、Adrianは上陸しなかったので、緊急体制が敷かれずとも被害はさほどで

なかったかもしれない。しかし重要なのは、災害を未然に防ぐ初動が政府により誘導され、ま

た国民もそれに従い予防型の防災活動（行動）が実現された点にある。エルサルバドルの事例

からは①まず情報が存在し、②情報に基づき決定が下され、それが発令され、③それを住民が

受け止め防災活動につなげる、という基本体制が整いつつあることが分かる。実際、COEN職

員など関係者は、「Adrian の経験は、国家規模の大規模な防災訓練であった。その結果、国の

防災体制が進捗していることを確認することができた」と述べている。

パナマ

　2004年９月、パナマ市東部にて、２時間程度の大雨によりカブラ川などが決壊し洪水が発生

した。残念ながら洪水や地滑りにより17人の死者・行方不明者が発生し、また5,000人程度の

人々が避難生活を余儀なくされた。この事例からは、パナマではいまだ、緊急性の高い早期警

報発令のシステムに問題があることが分かる。しかしその一方で成果も認められる。洪水当日、

パナマ政府は金曜日（洪水発生日）夕刻から週末にかけ、迅速に避難所を開設し、また国民に

向けて食料や衣類を避難民に提供するよう呼びかけた。また、避難所の運営には、多くの一般

市民がボランティアとして協力した。その結果、パナマの事例からは、災害時の初動として重

要である、自助（住民自身の避難行動）、相助（ボランティアを含む避難所の運営）、公助（国

民への必要生活物資提供の呼びかけと、それらの避難民への提供）、それぞれが体系的に機能

していることを確認することができた。

BOX２－６　ハリケーン・ミッチ以降の中米地域における自然災害対策の進捗に係る具体的事例
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（2）成果や情報の体系化と更なる活用

　ハリケーン・ミッチ以降、域内各国の中央政府においては災害リスク分析やハザード

マップ（いわゆる「防災関連情報」）に代表される、各種情報や調査成果品が蓄積されつつ

ある。しかしそれらの成果品は各実施機関により個別に管理されており、情報がどこに存

在するのか全体像がつかめない状況にある。またかかる成果品は技術的に高度であるた

め、各国開発企画庁や地方自治体などで的確な自然災害対策を施すための参考情報として

十分活用されていない状況にある。これを解決するには防災を考慮した開発の実現、また

はそれに必要な経験やノウハウが必要となるが、中米地域ではそれらを十分に有してな

い。その結果、過去の協力による成果品は災害対策や開発計画に十分に活用されていない

状況下にある。　

　例えば我が国がグアテマラに対して行った開発調査事業「ハザードマップ・GIS 整備調

査」では成果品として国内西部地域の火山や洪水等ハザードマップが整備されており、カ

ウンターパート（C/P）機関であるメソアメリカ自然災害予防・軽減イニシアティブ

（INSIVUMEH）やCONREDでは保管されている。しかし該当する地方自治体において、

それらハザードマップを活用し、域内の災害軽減や災害予防に実際に活用するところには

結びついていない。
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第３章　我が国の協力の可能性と具体的提案

３－１　これまでの協力（進捗状況、成果、課題）

３－１－１　二国間協力の実施経緯

　ここで今一度、ハリケーン・ミッチ直後から現在までの各援助機関の動向について振り返っ

てみたい。まず被害直後であるが、1998 年 12 月に対中米緊急支援国会合（第１回 CG 会合）

がワシントンにて、また1999年５月に第２回CG会合がストックホルムにて開催された。この

２回のCG会合より、各ドナーのミッチ復興を目的とした長期的な方針が確立された。この長

期的方針と前述の「中米防災５か年計画」を基に、各援助機関はこれまでに①ハリケーン・ミッ

チ直後の復旧に係る協力、②主に1999年～2000年の間に数多く実施された復旧に係る協力、

③それ以降の防災力強化に係る協力などに取り組んできたわけである。

　この流れのなか、我が国はハリケーン・ミッチ直後より①緊急援助隊活動に代表される応急

対応支援、②復旧・復興に係る支援、③防災力強化（被害抑止・被害軽減）に係る活動支援な

どについて多くの協力を実施してきた（表３－１）。
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本邦研修「中米防災対策」

ホンジュラス

緊急援助隊（20名）。被

災者の治療活動、衛生状

況改善活動

また援助物資として簡

易水槽22個、発電器35

基、浄水器15基等を供与

インフラ復旧支援

イラマ橋及びデモクラ

シア橋建設計画：36億円

テグシガルパ地域橋梁

架け替え計画：23億円

チョルテカ・バイパス橋

梁建設計画：23億円

チョロマ川洪水対策：25

億円

計：107億円

「砂防及び洪水防止」

（1998年）

個別専門家「下水道清

掃」「地滑り警報」「地滑

り対策」「橋梁点検」「鉱

山鉱害」（1999年）

開発調査「首都圏洪水・

地滑り対策緊急計画調

査」

エルサルバドル

援助物資（テント18基、医

療器材等）

インフラ復旧支援（モー

ターグレーダーやブル

ドーザーなどの建設機械

と亜鉛鉄板などの公共施

設再建設用資材）3.5億円

個別専門家「洪水予警報

システム・ダム管理」「砂

防計画」「気象観測・予測」

（2000年）、「砂防・地滑り

対策」（2001年）、「耐震構

造試験ラボ設計」（2002

年）、機材「地震観測網整

備」（2001年）、個別専門

家「地震観測」（2002年）

開発調査「国土基盤情報

整備調査」

技術協力プロジェクト

「耐震普及住宅の建築普及

技術改善」

緊急支援・復旧に

係る支（1998.10-

11）

（各国ともに1,000

～ 3,000万円）

復興支援グランド

デザイン調査

（1998）

ワシントンCG会

合（1998）

復興支援

（1999-2000）

ストックホルム

CG会合（1999）

防災力強化に係る

協力：

観測体制整備、観

測技術強化

防災力強化に係る

協力：

地域災害リスク

Identification

防災力強化に係る

協力：

地方やコミュニ

ティに対する協力

グアテマラ

援助物資（テント 20

基、発電器15台等）

インフラ復旧支援（エ

クスカベーター10台、

モーターグレーダー５

台、タイヤローラー４

台、ダンプトラック８

台の建設機械のほか、

公共施設再建設用資材

として亜鉛鉄板2,338

ｔ、傘釘27ｔ）4.5億円

　

開発調査「GIS基盤地

理情報整備及びハザー

ドマップ作成計画調

査」

ニカラグア

医療チーム（16名）。首都

マナグア市より 60km ほ

ど東にあるマラカトーヤ

地区を中心とした被害者

の治療や衛生状況の悪化

に伴う感染症の防止対策。

毛布2,800枚供与

インフラ復旧支援〔主要

国道橋梁架け替え：17億

円（第２次）〕

インフラ復旧支援（ブル

ドーザー４台、ホイル

ローダー６台、モーター

グレーダー６台、振動

ローラー６台、ハンドガ

イドローラー14台などの

建設用機材等々）

個別専門家「ハリケーン

灌漑復旧」（1999年）

長期研修員「火山観測技

術」（2001年）

フォローアップ機材供与

「火山観測技術」（2003年）

開発調査３件：「ニカラグ

ア国北部太平洋岸地域防

災森林管理計画調査」「主

要道路網の自然災害に対

する脆弱性診断及び道路

防災計画」「防災地図・情

報基盤整備計画調査」

個別専門家：「防災・災害

対策」（2000年）

技術協力プロジェクト

「ビジャヌエバ市自然災害

脆弱性軽減及びコミュニ

ティ農村開発支援プロ

ジェクト」

表３－１　我が国によるハリケーン・ミッチ以降の防災関連事業実績（中米４か国）

①橋梁・道路等インフラ、②上下水道を含む保健・衛生、③小学校校舎の再建及び教育分野における協力、

④住宅及び⑤農水産分野等への協力実施（総額150～ 200億円の援助）

1999年末までの360億円復興支援継続、 Japan Fund100万ドル（→CEPREDENAC）、専門家45名派遣、復

興以降の「防災」分野技術協力
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３－１－２　我が国協力の貢献度

　ハリケーン・ミッチ以降に我が国が実施したあらゆる協力により、中米地域にて見られる成

果は２－３－１に示したとおりである。このなかで我が国協力が主体的に果たした役割とし

て、主に各種観測機材の導入、リスク分析など各種調査の実施、人材育成などに大きな貢献を

見ることができよう（表３－２）。

３－１－３　CEPREDENAC を通じた広域協力及び広域協力を通じた成果

　ハリケーン・ミッチ以降我が国が中米各国に対して行った協力は主に二国間協力によるもの

である。そのため表３－２にあげたような成果は協力対象国にとどまっている状態にある。そ

こで、これらを域内で共有し中米地域防災体制を強化する目的にて、我が国はCEPREDENAC

事務局からの要請に基づき、また 2001 年度に実施されたプロジェクト形成調査「中米地域・

防災体制強化計画」による提言を踏まえ、2003 年２月より広域協力が開始された。

　実際の広域協力による投入は個別専門家限りであり、広域協力という手法が確立しないなか

での活動であることから取り組みの間口は広く試行錯誤的ではある。なお個別専門家が取り組

んだ活動として「中米コミュニティ防災マネジメント計画（CBDM）」（BOX３－１）や「中米

防災 ATLAS 整備事業」（BOX ３－２）があげられる。

　これら実施を通じた成果は以下のとおりである。ひと言でいえば、広域協力による諸活動を

通じ、更にそれまでの二国間協力による成果を活かしつつ、JICA と中米との協働体制、ネッ

トワーク、信頼関係をより強固なものとすることができたことにあるだろう。

・　日本政府が考える、中米防災に関する問題意識、目標、解決手法は、中米防災に関係す

る多くの機関・関係者の間で広く浸透しつつあると認められる。

進捗状況

エルサルバドルにおける地震観測機材導入及び短期専門家派遣、ニカラグア

における無人火山観測機材導入及び長期研修員の受入実績がある。

グアテマラにおける開発調査「GIS基盤地理情報整備及びハザードマップ作

成計画調査」でも地理情報作成に必要な機材が導入されている。

開発調査として数多くの実績がある（ニカラグア「国北部太平洋岸地域防災

森林管理計画調査」「主要道路網の自然災害に対する脆弱性診断及び道路防

災計画」「防災地図・情報基盤整備計画調査」、ホンジュラス「首都圏洪水・

地滑り対策緊急計画調査」、エルサルバドル「国土基盤情報整備調査」、グア

テマラ「GIS基盤地理情報整備及びハザードマップ作成計画調査」など）。

中米特設地域別研修「中米防災対策」が2000年度より実施されている（2005

年度から第２フェーズが実施されている）。中米防災対策ではこれまでに約

80名の域内技術者や行政官を受け入れてきた。その他には集団研修「災害

マネジメント」に延べ約10名が、またペルーで実施されている第三国集団

研修には延べ約15名がこれまでに参加した。

パナマでは「中米防災アカデミー強化」として各種機材（コンピュータ、机

や椅子、AV機材等）が導入されている。

表３－２　我が国協力による中米防災の成果
（2006.3 時点）

テーマ

観測機材整備

リスク分析等調査

人材育成
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・　課題解決にとりかかるうえで不可欠である、機関・人材との信頼関係・ネットワークが

構築されていることが認められる。個別専門家を通じた我が国国際協力にかかわった現地

関係者は 100 機関、500 名以上を数えている。

・　中米関係者と実践を協働することで、事業の必要性や効果について、体験を通じ、共通

認識をもつことができた。他援助機関によるプロジェクトは一般的にはアウトソーシング

されアドホック事業としてコンサルタントが実施する場合が多い。そのため実施経験その

ものを中米防災関係者と共有することは難しい（一般的には中米防災に携わる行政官は事

業管理のみを担い、その実施に多くは携わらない傾向にあるといえる）。

・　基本的な考え方は、「中央から地方への技術移転」「中央政府と地方自治体との協働」「市民

やコミュニティ主体の防災力強化」などである。CBDM実施は地方の脆弱な地域に居住する住

民の防災力を高めることが目的である。そのためには、中央からの公助のほかに、コミュニ

ティへの防災啓発、住民自らのエンパワーメントが重要となる。

・　現在、パナマ市、サンホセ市、コマヤグア市、サンタテクラ市などを中心に５か国、８地方

自治体にて実施している。なお実施を主体的に担うのは、本邦研修「中米防災対策」の帰国研

修員である。

・　事業予算は研修員フォローアップ（FU）事業費と、専門家現地活動費を用いている。

・　これまでの主な成果は、①中央政府と地方自治体が連携して取り組むことで、地方レベルの

防災力強化が達成可能なこと（例えばパナマ市の防災課新設、サンタテクラ市の防災条例な

ど）、②コミュニティ防災啓発活動に必要な教材が整備されつつあること、③５か国８地方自

治体が横連携し、自ら問題を解決しようという水平協力イニシアティブがみられること（コマ

ヤグア市からサンホセ市の現場視察、パナマ市からサンタテクラ市の雨量観測計設置に関する

技術アドバイスなど）、④特に初等教育における防災教育の導入、地域社会開発と防災事業と

の融合などが Key Issue であることなどが経験により分かり始めたこと、など。

・　一方、課題として、①対象パイロットを、社会経済条件、ハザード条件などにより戦略的に

選択しなければ、域内における「中央から地方への技術移転」「市民やコミュニティ主体の防

災力強化」の体系化と定着が難しいこと（つまり単なるNGO事業化しかねないこと）、②地方

自治体の社会経済条件を動的なものととらえ、10年先を見越して事業を行わなければ、将来的

に手法そのものが役立たなくなる可能性があること、などが分かりつつある。

BOX３－１　中米コミュニティ防災マネジメント計画（CBDM）の概要
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３－１－４　我が国による協力に関する現況及び課題

　ハリケーン・ミッチを起点に取り組まれた、我が国による中米地域への防災分野の協力のう

ち、災害リスク分析に関する調査等（開発調査など）、いわゆる大型の協力は 2003 年度前後で

それぞれ終了している。なお現在CEPREDENAC事務局を通じた広域協力（個別専門家派遣）

のほかは、エルサルバドルでの住宅耐震性強化（技術協力プロジェクト）とニカラグアでのコ

ミュニティ防災（同じく技術協力プロジェクト）のみである。

　以下はCEPREDENAC事務局を通じた広域協力に焦点をあてるものであるが、その目的、協

力方針、活動内容、成果は前述のとおりである。ここではこれらを通じた課題を以下に示す。

広域協力に係る課題はひと言でいえば、中米側ニーズに応えるには事業量・質が現体制では対

応可能な範疇を超えつつあるということである。

（1）現在の広域協力は活動予算として個別専門家の現地業務費を活用し実施されている。そ

のため実施期間（単年度であること）や実施規模が、現在の中米地域における目的や活動

計画（中米防災10か年計画）など先方ニーズの実態に適合しなくなってきている。これよ

・　基本的な考え方は、「分散された防災関連情報の共有」「情報共有に必要な関係機関による防

災プラットフォームの形成」などの実現にある。現在はプロジェクト名「中米防災ATLAS整

備事業」として実施中である。ただし、考え方（情報共有）と、プロジェクト名（ATLAS）が

若干合わなくなってきている。本事業により整備される対象情報は地図情報だけではない。防

災事業にかかわる研究成果ドキュメント、コミュニティ防災に関する経験、情報を開発に活用

するためのノウハウ等、あらゆる情報が対象となる。

・　本プロジェクトは CEPREDENAC 事務局を中心に、中米６か国を対象に事業を実施中であ

る。事業コンポーネントは①データベース構築、②情報共有のための各国プラットフォーム形

成、③防災情報を投資・開発計画策定に活用するための啓発促進、などである。

・　全体調整は CEPREDENAC が担当する。なお実施そのものはコンサルタントを雇用してい

る。一方、データベースの管理は（CEPREDENAC理事会に諮り）エルサルバドルの SNETが

担当となった。このように、地域機関、民間コンサルタント、政府機関、JICAと、多様なアク

ターが協働実施するプロジェクトである。

・　実施予算は、在外基礎調査（2004 年）と専門家現地活動費（2005 年）である。

・　これまでの主な成果は、①関係者レベルで「これまでは必要な情報が域内に存在しているこ

とすら分からなかった」ことが認識され始めている点、②基本的な情報が収集され、データ

ベースが構築され、インターネット上で運用されていること、③構築されたデータベースが、

SNETにより自主的に管理されていること、④プラットフォーム会議では、各国における防災

関係者と開発行政担当者の交流の場になっていること、など。

・　一方課題は、①データベース上の情報が少ないこと、② CEPREDENAC/SNET とプラット

フォームとが、自主的に情報を更新するための決まり／協定が存在しないこと、③情報を都市

開発に活用する段階では高度な技術的指導力が必要であるもののそのような人材は希少である

こと、などがあげられる。

BOX３－２　中米防災 ATLAS整備事業の概要
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り中米防災協力事業の実施は、より長期的、戦略的かつ明確な目標値に向けた複数年の協

力が中米側より求められている。

（2）現在の広域協力では中米６か国を対象に幅広く活動が展開されている半面、投入は個別

専門家のみであり、技術の使命である技術的な指導や各種の細かいマネジメントが各国

隅々まで十分にいき届かない場合がある。中米側の細かい技術ニーズに引き続き応えるこ

とができるよう、協力実施側の体制強化が中米側より求められている。

（3）CBDMは帰国研修員フォローアップ事業として行っており、実施は地方自治体職員（帰国

研修員）が担っている。一方、CEPREDENACメンバー機関には主に各国中央の政府関係機

関が位置づけられており、地方自治体はそのなかには含まれていない。そのため、CBDMを

通じ各地方自治体で蓄積されるCBDM実施ノウハウは、CEPREDENACを通じて域内で共有

されにくいという状況にある。これまでは個別専門家による地域ワークショップ

（CEPREDENACメンバー機関、各地方自治体が参加）を通じ域内共有が推進されてきたこと

から、今後はこのようなワークショップをCEPREDENAC事務局が主体的かつ恒常的な取り

組みとして実現することが期待されている。

（4）以上、今後更なる課題解決に向け、これまでの協力成果、先方との信頼関係、機関・人

的ネットワークなどを有効活用し、中米地域にて引き続きニーズが高い「地方の自然災害

の減少」、「災害に強い地域づくり」を実現させることを目標に、またそのうえで「次期中

米地域防災計画」や「グアテマラ宣言Ⅱ」にも貢献できるような、より体系的かつ戦略的

な協力デザイン、これが以下に示す「中米広域防災力強化プログラム」（案）である。

３－２　課題を踏まえた今後の協力必要性～総論（中米広域プログラムデザイン）

　「防災」は、被害抑止、被害軽減、応急対応、復旧復興といった各種活動の総体であるが、い

ずれの分野も重要であり、その活動が同時に完成することはなく、計画、実施、レビュー、改善

のエンドレスな取り組みである。我が国が限られたリソースを有効に活用し、中米地域で効果的

に協力を実施するためには、次のような方針の下に選択的に分野・内容を特定し、協力プログラ

ムをデザインする必要がある。

①　中米地域・構成各国における課題に対処する。【第２章の課題分析結果】

②　先方からの要請に応える。【ニーズの確認】

③　継続的に実施することにより、これまでの協力を生かす。【これまでの協力の成果、先方と

の信頼関係、機関・人的ネットワーク等を最大限に活用する】

　さらに、デザインされたプログラムは、様々なイニシアティブとの整合性を検証する必要があ

る。

①　世界的潮流（防災世界会議における兵庫宣言及び兵庫行動枠組み）

②　中米防災戦略（第２次 PRRD、PPP 防災イニシアティブ）
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上位目標：コスタリカにおいて、自然災害による人的被害が軽減される。（コスタリカ）

　　コミュニティ防災手法が広く普及し成功モデルが共有される。（中米地域）

案件の目標：プロジェクトサイト（コスタリカ国グアナカステ地域）において、自然災害（地

震、洪水、火山災害、等）の予防・対策に関し、政府機関・地方自治体・コミュニティのキャ

パシティー・ディベロップメントを通じて持続・連携型防災体制が確立され社会の防災力が

向上する。

成果：１．災害の予防・対策に関し、政府機関の能力が整備・強化される。

２．災害の予防・対策に関し、地方自治体・コミュニティの能力が整備強化される。

３．地元リソースを活用しつつ政府機関・地方自治体・コミュニティの連携による持続

的・参加型の防災体制が開発される。

４．防災体制モデルが適用・確立され社会の災害に対する脆弱性が解消する。

５．全国・中米において防災体制モデルが紹介され認識される。

活動：1-1　防災・対策に関し、政府機関（教育機関、保健機関、等）を対象とした啓発・研修

　　　　用教材を作成する。

1-2　プロジェクトサイトにおいて、政府機関を対象に研修・技術移転を行う。

2-1　防災・対策に関し、地方自治体・コミュニティ（地元緊急対策委員会、市役所、コ

ミュニティ開発局、赤十字、消防署、住民、学生、等）を対象とした啓発・研修用教

材を作成する。

2-2　プロジェクトサイトにおいて、地方自治体・コミュニティを対象に研修・技術移転

を行う。

3-1　政府機関・地方自治体・コミュニティにおいて防災や地元リソースに関する情報・

データ・資料が収集・作成・蓄積・共有される。

3-2　政府機関・地方自治体・コミュニティによる連携防災体制に係る施策・手法・計画

を策定する。

4-1　持続的・参加型の連携防災体制モデルを設計する。

4-2　プロジェクトサイトにおいて、連携防災体制モデルを確立・適用し普及する。

5-1　国内において、セミナー・広報等を通じ連携防災体制モデルの紹介・認識を広める。

5-2　中米において、広域機関・広域セミナー等を通じプロジェクト経験、防災モデルを

紹介する。

日本側投入：（1）短期専門家（広域防災）

（2）JOCV（防災教育・普及、その他、状況と必要に応じて派遣）

（3）機材供与：通信機器、計測機器等

（4）現地活動費：モデル地区の基礎調査実施等に必要となるローカルコンサルタ

ント雇用費、又は、当地大学・研究機関等への委託費

※本技術協力プロジェクト以外に、パナマ及び他中米諸国にて要望のある技術協

力プロジェクトとの連携を行い、各国に配置される専門家及び各国の関係者間

を共有して実施することとする。

BOX３－３続き
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案件名：コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト

相手国機関名：国家国土研究所、国家非常事態委員会

背景：エルサルバドルは日本と同様に自然災害が多い国であり、最近の大きな自然災害として

は、1998 年 11 月のハリケーン・ミッチ、2001 年１月、２月の大地震があげられる。これら

の自然災害によって、エルサルバドルは全土にわたり膨大な被害を被った。2001年の大地震

による被害総額は当時の国内総生産の 12.1％に相当する1,600 万ドルにのぼり、自然災害が

国家開発に与える影響は非常に大きい。

　2001 年の大地震後、「国家災害軽減計画」を作成するとともに、各省に設置されていた防

災関連機関を統一し、環境庁に新しく防災を担当する国家国土研究所（Servicio Nacional de

Estudios Territoriales：SNET）が設置された。SNETは防災政策立案、科学的データの収集、

関連機関との調整等を設立目的としており、今後は組織強化及び制度の充実、観測・予報機

能の整備、防災の視点に基づく都市計画（特に人口増加が著しい首都近郊）等が求められて

いる。また、SNET は中米地域の地域防災機関中米防災センター（CEPREDENAC）のエル

サルバドルにおける代表機関である。しかしながら、実際に防災を主体的に行う機関は各市

町村及びコミュニティとなることから、中央機関と地方自治体との連携を効果的に図る必要

がある。また、同様の課題を抱える中米諸国が連携し、実効的な広域防災対策がとられるた

めには、地域防災機関であるCEPREDENACのほか、各国の防災関係機関が同様に組織強化

される必要がある。

上位目標：エルサルバドルにおいて、自然災害による人的被害が軽減される。（エルサルバドル）

　　コミュニティ防災手法が広く普及し成功モデルが共有される。（中米地域）

案件の目標：エルサルバドルにおいて、国－地方自治体－コミュニティ間の自然災害に対する

予防手法が確立し、コミュニティにおける災害への対応力が向上される。

成果：１．モデル市町村、コミュニティにおいて国レベルの防災機関－市町村－コミュニティ

　　　との間で自然災害に対する予防手法が確立・普及される。

２．コミュニティレベルで災害予防に関する知識が普及される。

３．国レベルで自然災害に関する知識が蓄積されるシステムが構築される。

４．防災に関する教育・啓発活動が国家レベル及び地方自治体レベルで共有される。

５．エルサルバドルにおける上記１．から４．までの成果が中米諸国に対して報告され

るとともに、他国の成果をエルサルバドル国内に普及する。

活動：1-1　モデル市町村、コミュニティの選定を行う。（３～５か所程度）

1-2　地域別研修「中米防災対策」の帰国研修員が中心となって、モデル地区においてコ

ミュニティ災害管理活動計画を策定する。

1-3　同活動計画を基に、既存の地図を利用した各コミュニティの防災マップの作成、及

び、実際の自然災害を想定した想定訓練を行う。

1-4　コミュニティレベルで、1-3 の手法を確立する。

2-1　国レベルでのワークショップを実施し、各市町村で行った成果の発表を行い、経験

を共有する。

2-2　各モデル地区代表者参加の下、国レベルでの予防手法マニュアルを整備する。

BOX３－４　エルサルバドル共和国
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案件名：火山活動に係る早期警報システムの導入

相手国機関名：国家防災調整局（CONRED）

背景：グアテマラは、地勢的に地震多発国であるうえ、火山、ハリケーンによる水害や土砂災

害等多くの災害要因を有している。70 年周期で大地震が発生しており、1917 年の地震では

１万人以上、また1976年には２万3,000人もの犠牲者を出した。また最近では洪水や地滑り

による被害が増加している。これら被害は都市部の無計画な開発や、禁止区域への居住者や

貧困等、様々な社会的要因が複雑に影響しあった結果である。度重なる災害は、グアテマラ

の経済･社会開発の大きな阻害要因になっているため、自然災害に対する脆弱性の克服は、

安定した成長を確保するうえで極めて重要な課題となっている。

　　国家防災調整局（CONRED）は、防災業務の実施及び関連機関の調整を主業務とする機関

である。また、中米地域の地域防災機関中米防災センター（CEPREDENAC）のグアテマラ

における代表機関である。1 9 9 6 年に防災法が改定され、それに伴い国家防災調整局

（CONRED）の業務範囲は災害予防（防災教育や市民防災啓発）から緊急対応まで大幅に拡

大された。特に地方部での防災力強化を重視しており、全国９か所の地域事務所を順次開設

中である。今後、バランスのとれた防災力強化にあたっては、行政レベルでの防災体制の整

備と、コミュニティ災害予防管理能力の向上の双方からのアプローチが重要であり、それに

係る技術協力が要請された。

上位目標：グアテマラにおいて自然災害、特に火山活動による人的被害が軽減される。（グア

テマラ）

　　中米においてコミュニティ防災手法が広く普及し、成功モデルが共有される。（中米地域）

BOX３－５　グアテマラ共和国

2-3　エルサルバドル国内において、同マニュアルの普及を行い、国レベルでの防災手法

を確立する。

3-1　エルサルバドル国内の防災関連資料や書籍を整備する。

3-2　防災関連データベースを整備し、国内及び中米諸国に対して発信する。

4-1　防災教育・啓発のマニュアルを作成し、学校教育及び日常生活の中に取り入れる。

5-1　コミュニティ災害予防管理手法に関する各種域内セミナー及び研修に参加する。

5-2　同セミナーで得られた経験・手法をエルサルバドル国内において普及する

日本側投入：（1）長期専門家：コミュニティ防災１名×３年

（2）短期専門家

（3）第三国専門家の派遣

（4）機材供与：通信機器、計測機器等

（5）現地活動費：モデル地区の基礎調査実施等に必要となるローカルコンサルタ

ント雇用費、又は、当地大学・研究機関等への委託費

※本技術協力プロジェクト以外に、パナマ及び他中米諸国にて要望のある技術協

力プロジェクトとの連携を行い、各国に配置される専門家及び各国の関係者間

を共有して、実施することとする。

BOX ３－４続き
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案件の目標：グアテマラにおいて、火山活動に係る早期警報システムを通じた、国－地方自治

体－コミュニティ間の自然災害に対する予防手法が確立し、コミュニティにおける災害への

対応力が向上される。

成果：１．火山活動に係る早期警報システムが導入される。

２．モデル市町村、コミュニティにおいて国レベルの防災機関－市町村－コミュニティ

との間で自然災害に対する予防手法が確立・普及される。

３．コミュニティレベルで災害予防に関する知識が普及される。

４．国レベルで自然災害に関する知識が蓄積されるシステムが構築される。

５．防災に関する教育・啓発活動が国家レベル及び地方自治体レベルで共有される。

６．グアテマラにおける上記１．から４．までの成果が中米諸国に対して報告されると

ともに、他国の成果をグアテマラ国内に普及する。

活動：1-1　モデル市町村、コミュニティの選定を行う。（３～５か所程度）

1-2　早期通報システムをデザイン、整備する。

1-3　モニタリング方法と組織の確立

2-1　地域別研修「中米防災対策」の帰国研修員が中心となって、モデル地区においてコ

ミュニティ災害管理活動計画を策定する。

2-2　同活動計画を基に、既存の地図を利用した各コミュニティの防災マップの作成、及

び、実際の自然災害を想定した想定訓練を行う。

2-3　コミュニティレベルで、2-2 の手法を確立する。

3-1　国レベルでのワークショップを実施し、各市町村で行った成果の発表を行い、経験

を共有する。

3-2　各モデル地区代表者参加の下、国レベルでの予防手法マニュアルを整備する。

3-3　グアテマラ国内において、同マニュアルの普及を行い、国レベルでの防災手法を確

立する。

4-1　グアテマラ国内の防災関連資料や書籍を整備する。

4-2　防災関連データベースを整備し、国内及び中米諸国に対して発信する。

5-1　防災教育・啓発のマニュアルを作成し、学校教育及び日常生活のなかに取り入れる。

6-1　コミュニティ災害予防管理手法に関する各種域内セミナー及び研修に参加する。

6-2　同セミナーで得られた経験・手法をグアテマラ国内において普及する

日本側投入：（1）短期専門家（日本人／火山）

（2）機材供与：通信機器、計測機器等

（3）現地活動費：モデル地区の基礎調査実施等に必要となるローカルコンサル

タント雇用費、又は、当地大学・研究機関等への委託費、研修経費、教材作成費

BOX ３－５続き
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案件名：国民防災能力強化プロジェクト

相手国機関名：災害対策常設委員会

背景：ホンジュラスは、中米諸国のなかでは、地震や火山による災害はなく、毎年北部地域を

中心に発生する洪水を除いて、比較的自然災害の少ない国であるといえる。しかしながら、

1998年に当国未曾有といわれるハリケーン・ミッチの襲来によって壊滅的な被害を被った。

　　その被害は、死者6,600人、負傷者１万1,998人、行方不明者8,200人、被災者39万3,669人、

避難者 54 万 1,892 人、インフラ被害額 10 億ドルという激甚災害であった。特にこれまでは

ほとんど大きな自然災害の発生していなかった首都圏で大きな被害が発生し、首都圏におけ

る人口集中とともに無計画な都市開発による不適切な地域への居住やインフラ整備によっ

て、これまでは考えられなかった、新たな災害（人災ともいえる）が発生するようになって

きている。

　　ハリケーン・ミッチ直後からは、多くの国際社会からの支援を受けて、また、中米防災セ

ンター（CEPREDENAC）等の協力により COPECO（災害対策常設委員会）を中心とした防

災体制の整備が徐々に進められてきて、中央政府レベルではある程度の防災体制の整備がな

されたといえる。

　　ただし、コミュニティレベルでは、防災に対する組織実施体制がまだほとんど整備されて

おらず、実際のアクターである地域住民への啓発や訓練を通じてコミュニティレベルでの防

災組織実施体制を整備し、自衛能力を高め、災害を軽減していく努力が重要である。

上位目標：自然災害が軽減される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

案件の目標：コミュニティレベルでの防災管理体制が整備される。

成果：１．コミュニティレベルで災害予防管理手法が強化／確立される。

２．住民レベルの災害予防知識が向上する。

３．CEPREDENAC の災害予防関連情報発信基地としての役割が増大する。

４．CEPREDENACメンバー国同士のコミュニティ災害予防に対する実施協働体制が強

化される。

活動：1-1　防災機関、科学技術機関及び地方自治体防災担当職員などによる広域プロジェクト実

　　　　施チームを設置する。

1-2　コミュニティ災害予防管理手法に関する域内の経験を共有し、体系化する。

1-3　域内諸条件に適したコミュニティ災害予防管理手法を確立し、マニュアルを整備す

る。

2-1　各地方自治体における災害予防管理の現状を評価する。

2-2　モデル地区（各国３～５地方自治体）を選定し、各モデル地区におけるコミュニ

ティ災害管理活動計画を策定する。

2-3　各モデル地区におけるコミュニティ災害予防管理活動を実施する。

3-1　関連資料や書籍を整備する。

3-2　関連データベースを整備し域内各国にて活用する。

4-1　コミュニティ災害予防管理手法に関する域内技術交流（セミナーや研修）を実施す

る。

BOX３－６　ホンジュラス共和国
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日本側投入：（1）本邦長期専門家の派遣：１名／年（チーフアドバイザー兼業務調整）、計３

　　　　　　名／年

（2）短期専門家の派遣：３名／年（コミュニティ防災、観測体制整備、防災情報

管理等）、計９名／回

（3）第三国専門家の派遣：３名／年（住民防災啓発、防災教育、コミュニティ水

文管理等）、計９名／回

（4）機材供与：通信機器、計測機器等

　　現地活動費：モデル地区の基礎調査実施などに係る現地コンサルタント雇用

費用、現地大学・研究機関等への調査委託費、コミュニティ防災活動実施に係

る NGO 活動費用、域内交通費等

（5）域内研修：２回／年（加盟国防災担当者等を対象とした技術交流セミナーの

開催）

BOX ３－６続き

案件名：コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト

相手国機関名：内務省防災局

背景：パナマは近年に入り集中豪雨による洪水被害が増加傾向にあり、犠牲者の発生のみなら

ず社会経済活動を阻む要因として社会問題化されつつある。集中豪雨による洪水被害は住宅

及び商業地域の乱開発が主原因であるとされるほか、固形廃棄物の不法投棄や早期避難警報

の未整備、不法移民や貧困民の不法地域への居住等、様々な社会的要因が複雑に影響しあっ

た結果であるといわれている。かかる問題に対処するためパナマにおいては 2005 年に新た

な防災法が制定され、地方自治体や住民を巻き込んだ国レベルでの防災力強化が開始された

ところである。パナマにおける防災担当機関は内務省防災局（SINAPROC）である。

　　パナマにおいては広域防災協力の一環として、コミュニティ単位の防災力強化を目的にパ

イロット的に取り組んでいるところである。その結果、パナマ市においては災害予防課が創

設される（コスタリカ、サンホセ市に続き中米で２番目）など成果をあげつつある。今後は

新たな防災法の下、これまでのコミュニティ防災協力活動をベースに、体制が整いつつある

SINAPROC主導の下各地方自治体と連携した国レベルでの洪水対策に取り組みが望まれる。

また、同様の課題を抱える中米諸国が連携し、実効的な広域防災対策がとられるためには、

地域防災機関であるCEPREDENACのほか、各国の防災関係機関との協働体制が強化される

必要がある。

上位目標：パナマにおいて洪水災害による人的被害が軽減される。（パナマ）

　　中米においてコミュニティ防災手法が広く普及し、成功モデルが共有される。（中米地域）

案件の目標：パナマにおいて、国－地方自治体－コミュニティ間の自然災害に対する予防手法

が確立し、コミュニティにおける災害への対応力が向上される。

成果：１．モデル市町村、コミュニティにおいて国レベルの防災機関－市町村－コミュニティ

　　　との間で自然災害に対する予防手法が確立・普及される。

BOX３－７　パナマ共和国
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２．コミュニティレベルで災害予防に関する知識が普及される。

３．国レベルで自然災害に関する知識が蓄積されるシステムが構築される。

４．防災に関する教育・啓発活動が国家レベル及び地方自治体レベルで共有される。

５．パナマにおける上記１．から４．までの成果が中米諸国に対して報告されるととも

に、他国の成果をパナマ国内に普及する

活動：1-1　モデル市町村、コミュニティの選定を行う。（３～５か所程度）

1-2　地域別研修「中米防災対策」の帰国研修員が中心となって、モデル地区においてコ

ミュニティ災害管理活動計画を策定する。

1-3　同活動計画を基に、既存の地図を利用した各コミュニティの防災マップの作成、及

び、実際の自然災害を想定した想定訓練を行う。

1-4　コミュニティレベルで、1-3 の手法を確立する。

2-1　国レベルでのワークショップを実施し、各市町村で行った成果の発表を行い、経験

を共有する。

2-2　各モデル地区代表者参加の下、国レベルでの予防手法マニュアルを整備する。

2-3　パナマ国内において、同マニュアルの普及を行い、国レベルでの防災手法を確立す

る。

3-1　パナマ国内の防災関連資料や書籍を整備する。

3-2　防災関連データベースを整備し、国内及び中米諸国に対して発信する。

4-1　防災教育・啓発のマニュアルを作成し、学校教育及び日常生活のなかに取り入れる。

5-1　コミュニティ災害予防管理手法に関する各種域内セミナー及び研修に参加する。

5-2　同セミナーで得られた経験・手法をパナマ国内において普及する

日本側投入：（1）長期専門家：１名×３年間（コミュニティ防災実施体制強化）

（2）短期専門家：２名×２か月×３年間（コミュニティ災害予防 管理、防災教育

等）

（3）第三国専門家の派遣：年間２名程度

（4）機材供与：通信機器、計測機器等

（5）現地活動費：モデル地区の基礎調査実施等に必要となるローカルコンサルタ

ント雇用費、又は、当地大学・研究機関等への委託費

※本技術協力プロジェクト以外に、中米諸国にて要望のある技術協力プロジェク

トとの連携を行い、各国に配置される専門家及び各国の関係者間を共有して、

実施することとする。

BOX ３－７続き
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案件名：中米総合防災力強化プロジェクト

相手国機関名：CEPREDENAC 事務局

背景：中米地域は、ハリケーン、洪水、地震、火山、旱魃など共通した自然現象に対して非常

に脆弱であり、あらゆるセクターにおける自然災害対策の強化は地域共通の課題となってい

る。近年においては 1998 年のハリケーン・ミッチ（計２万人の死者・行方不明者）や 2001

年のエルサルバドル大震災（計 1,000 人の死者・行方不明者）が発生、壊滅的なダメージを

もたらした。また雨期の洪水被害は中米各地で頻繁に発生、その発生回数及び被害総額は増

加傾向にある。

　　中米は小国の集まりであり、また 1990 年代中ごろまで続いた内戦・内乱の影響から社会

経済基盤が十分整っておらず、各国が独力で災害に対処することが難しい。このため域内諸

国は中米統合機構 SICA (Sistema de Integracion Centroamericana)指導の下、1991 年に自然

災害に関する地域調整機関として中米防災センター CEPREDENAC（Centro de coordinación

para la prevención y mitigación de Desastres Naturales）を設立した（メンバー６か国：グアテ

マラ、エルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグア、コスタリカ、パナマ）。CEPREDENAC

は 2000年にハリケーン・ミッチ激甚被害の教訓を踏まえた「中米防災５か年計画」を策定、

これまで同計画に基づいた様々な対策を実施・調整している。またかかる計画のイニシア

ティブを支援する目的にて長期個別専門家「中米広域防災実施体制強化」が派遣され、広域

協力活動を実施中である。

　　同計画を基に、中米地域ではこれまでに我が国を含む多くの援助・協力活動が実施され、

またその成果として各国中央の防災体制は整備されつつある状況にある。またかかる状況よ

り今後の取り組みのフォーカスとして、構築された中央体制を地方へ活用し、地方自治体や

地方居住者（特に貧困地域住民）を裨益者とした住民への防災予防力強化へとつなげていく

必要性が高いことがこれまでの広域協力活動を通じて分析されている。他方、

CEPREDENAC及び中米各国には同課題解決に向けた技術力・ノウハウが不足しており、住

民を中心にとらえた防災活動、あるいは防災力の弱い住民へ裨益する活動実施が困難な状況

にある。

　　かかる問題意識の下、現時点における広域協力として、パイロット事業「中米コミュニ

ティ防災マネジメント」「中米防災ATLAS整備事業」などを実施中である。またこれらの小

規模事業実施を通じ、①我が国の有する住民参加型防災啓発活動を用いれば同課題に対し効

果的にアプローチできること、②なお多様な社会・経済条件及び自然現象要因を抱える中米

諸国においては、各国単位での同活動は質・量ともに制限されるため、目的達成に向けては

地域全体で問題を共有し協働する枠組みが必要となる、③広域協力により移転技術が広く普

及され、また域内技術者の技術交流により持続的発展が期待できるなど、中米地域において

はCEPREDENACを中心とした広域協力を通じ、同課題解決に取り組む実施体制に効果性を

認めることができる。

上位目標：CEPREDENAC メンバー国における、自然災害による被害が軽減される。

案件の目標：CEPREDENACを中心に、メンバー各国におけるコミュニティ災害予防管理能力

が向上する。

BOX３－８　CEPREDENAC事務局
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成果：CEPREDENACを中心に域内におけるコミュニティ災害予防管理手法が強化／確立され

る。

　　メンバー各国における住民レベルの災害予防知識が向上する。

　　CEPREDENAC の災害予防関連情報発信基地としての役割が増大する。

　　CEPREDENACメンバー国同士のコミュニティ災害予防に対する実施協働体制が強化され

る。

活動：1-1　各国防災機関、科学技術機関及び地方自治体防災担当職員などによる広域プロジェ

　　　クト実施チームを設置する。

1-2　コミュニティ災害予防管理手法に関する域内の経験を共有し、体系化する。

1-3　域内諸条件に適したコミュニティ災害予防管理手法を確立し、マニュアルを整備す

る。

2-1　域内の各地方自治体における災害予防管理の現状を評価する。

2-2　域内におけるモデル地区（各国３～５地方自治体）を選定し、各モデル地区におけ

るコミュニティ災害管理活動計画を策定する。

2-3 　各モデル地区におけるコミュニティ災害予防管理活動を実施する。

3-1 　関連資料や書籍を整備する。

3-2 　関連データベースを整備し域内各国にて活用する。

4-1 　コミュニティ災害予防管理手法に関する域内技術交流（セミナーや研修）を実施

する。

日本側投入：（1）本邦長期専門家の派遣：１名／年（チーフアドバイザー兼業務調整）、計３

　　　　　　名／年

（2）短期専門家の派遣：３名／年（コミュニティー防災、観測体制整備、防災情

報管理等）、計９名

（3）第三国専門家の派遣：３名／年（住民防災啓発、防災教育、コミュニティ水

文管理等）、計９名／回

（4）機材供与：通信機器、計測機器等

（5）現地活動費：モデル地区の基礎調査実施などに係る現地コンサルタント雇用

費用、現地大学・研究機関等への調査委託費、コミュニティ防災活動実施に係

る NGO 活動費用、域内交通費等

（6）域内研修：２回／年（加盟国防災担当者等を対象とした技術交流セミナーの

開催）

BOX３－８続き
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　４つのコンポーネントは相互に関連する。そのうち、「プログラムデザイン」上、関係が深い

もののみ矢印で示した。

　矢印に示すように、各コンポーネントはそれぞれが有機的に連携し、１つの体系的なプログラ

ムを形成することになるが、そのねらい、目的や期待すべき成果について以下簡潔にまとめてみ

たい。

　第一に、プログラムの必要性・背景として中米では各国の規模が小さく、各国ごとに防災体制

を構築する、あるいは各国ごとに防災技術者を育成することは難しいことがあげられる。中米各

国で防災を発展させ、自然災害による犠牲を減少させるためには、中米地域レベルでの「防災体

制」を構築する必要がある。これよりプログラムの目的は、中米地域レベルでの「防災体制」の

構築支援となる。

　第二に、中米地域レベルでの「防災体制」を構築するうえでは、中米６か国間の「人の連携」

「知見・ノウハウの共有」が重要となる。「人の連携」には各国間技術者のネットワーク構築、い

わば横の連携が、「知見・ノウハウの共有」は、例えば日本で研修を受講した者からそうでない

者に対する知の共有と普及、いわば縦の連携が重要となる。プログラムでは「人の連携」「知見・

ノウハウの共有」を実現するために様々な研修事業を縦・横それぞれの方向で複合的に組み合わ

せている。具体的には現地研修、本邦研修、第三国集団研修及び現地ワークショップなどを通じ、

地域６か国の防災技術者・関係者が集う機会が複数回設けられており、これらを通じた「人の連

携」「知見・ノウハウの共有」が有機的に実現し地域レベルの「防災体制」が構築されるように

計画されている。

　第三は構築された「防災体制」により、コミュニティや住民の防災力が高まることを目的とし

た実践の場として技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロ

ジェクト」が想定されていることにある。更にこの技術協力プロジェクトによる各国での実施経

験が「知見・ノウハウの共有」として域内で共有され再活用される構想である。

　以上を踏まえ、プログラムの各コンポーネントが設計されている。なお、それぞれのコンポー

ネントの具体的内容（分担事項）は以下のとおりである。①の専門家が中米における防災活動支

援の全体を統括し、その下で②コミュニティを活動の中心とする技術協力プロジェクトや③④各

国の人材を育成する研修を実施し、①～④を有機的に結びつけながら活動していくこととなる。

①　CEPREDENAC専門家：本プログラムの総合的な管理をCEPREDENACに配属予定の個別

専門家の業務とし、PRRD に即した形で、域内の災害に関する援助調整支援、情報共有（域

内連携）支援、体制強化及びプログラム運営支援などを帰国研修員の人材ネットワーク、及

びこれまでのプロジェクト（中米 ATLAS 整備事業など）の成果も活用しつつ、行うことと

する。

②　技術協力プロジェクト：従来の専門家の業務であった、パイロットプロジェクト（研修員

フォローアップ事業「CBDM」）の運営を切り離し、技術協力プロジェクト「コミュニティの

経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト」として実施することとする。この技術協力

プロジェクトの内容は、中米各国におけるコミュニティ防災活動（予警報活動、避難活動、

ハザードマップ作成、水防活動などソフト中心）の支援であるが、これまでのパイロットプ

ロジェクトを踏まえつつ規模を拡大し、各国の要望を踏まえそれぞれに異なるテーマを設定

し（例えば、グアテマラは火山、エルサルバドルは洪水や地震、パナマは洪水など）、その地

域の社会面、経済面などをも含む特殊性にも配慮したプロジェクトが実施される予定であ
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る。また協力手法として短期専門家を複数名派遣するなど、各国ごとにきめの細かい技術指

導ができるようにし、また上述の個別専門家とも連携しつつ、各地域での活動の経験を域内

で共有できるようにする。

③、④　研修：プログラムでは２つの研修事業が予定されている。１つは本邦研修（中米防災

対策フェーズⅡ：実施中）であり、もう１つはメキシコで新規に実施する第三国集団研修「市

民防災と災害対策（一般防災・防災総論）」である。本邦研修では我が国（あるいは研修実施

先である兵庫県）にて近年取り組みが活発となり普及とノウハウの蓄積が進むコミュニティ

防災（あるいは被害軽減抑止手法）を、また第三国集団研修では、防災に関する一般的かつ

総論的な知識を身につけ、中米の状況に適したリスクマネジメント（被害軽減抑止）手法を

考える研修を行う予定である。あわせて２つの研修事業がプログラム内で実施整合性を保て

るよう、両研修の実施機関間（人と防災未来センター、メキシコ国立防災センター：

CENAPRED）の人材交流を実施する予定である。

　プログラムでは上述の２つの研修事業に加え、現地事前研修〔本邦研修「中米防災対策」に係

る事前研修：研修目的や内容の再確認、カントリーレポート予行練習、プロジェクト・サイクル・

マネジメント（PCM）ワークショップ導入研修など〕や現地事後ワークショップ〔第三国研修、

本邦研修の「復習」と「実務への応用」手法の学習（研修受講後の「事後研修」と位置づける）〕

を組み合わせることで、有機的に結び付けられたサイクルによって運営されることを想定してい

る。また現地事前研修や事後ワークショップでは、前年度の研修参加者（先輩帰国研修員）の支

援を得て実施する。

　なお、「情報の一元管理と有効活用」については、これまで個別専門家の現地業務費や在外基

礎調査費を活用して「中米防災ATLAS整備事業」を実施中であったが、既にエルサルバドルSNET

のスタッフが中心となって自立発展的に活用が促進されている。そのため新規広域協力プログラ

ムのなかで独立したコンポーネントとしては取り扱わず、SNET、CEPREDENAC事務局と協働に

てプログラムのなかで効果的に活用していくことを計画している。
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第４章　想定される中米広域プログラムデザイン分析

４－１　プログラムデザインと世界の潮流、地域防災計画との整合性

４－１－１　防災世界会議を踏まえた世界防災の潮流（次の 10 年に取り組まれるべき課題）

　2005年１月に兵庫県神戸市で開催された防災世界会議により採択された「兵庫宣言」では、

「地域社会レベルでの適切な防災措置がコミュニティと人々の災害に対する脆弱性を著しく軽

減することを考慮し、地域社会において、災害リスクを軽減するコミュニティレベルの能力を

高めることが極めて重要である」と謳っており、また「兵庫行動枠組み」では、「災害に強い

国・コミュニティの構成」（副題）をめざし、とりわけ「生命や財産に対する国家の責任」や

「コミュニティの防災対応能力の向上」といった一般的配慮事項を定めたうえで、表４－１の

ように５つの優先分野とそれぞれの具体的な行動を設定している。

分　野

１．地域・国家における防災

の位置づけの確立と実施

のための制度･基盤の整備

２．災害リスクの把握と警

報体制の確立

３．防災文化の構築と知識・

技術の普及と活用

４．リスクの軽減

５．緊急時対応のための事

前準備

具体的な行動

・関係機関間の行動を調整するためのプラットフォームの形成

・人材・資金などの資源の確保

・コミュニティの防災への参加促進

・リスク調査とマッピング（地域、国、地方）

・防災能力向上

・早期警報

・情報交換（住民に対する分かりやすい災害情報の提供と行政機

関、研究機関その他防災関係機関の間でのネットワークの構築）

・リスクやコストに係る評価や研究

・防災の教育、研修への組み入れ

・コミュニティ防災の強化

・意識啓発（メディアと協働した防災への取り組み促進）

・環境資源（特に水）の管理（ハード・ソフト両面の対策の実施）

・開発計画への防災の視点の導入

・公共施設（学校、病院等）の耐震性向上

・サンゴ礁、マングローブ林などの環境の保護と防災の融合

・保険、マイクロファイナンス

・人材育成

・緊急時計画の作成と防災訓練

・コミュニティの積極的関与

・災害ファンドの設置

・地域協力

・緊急対応、計画・政策立案、開発等関係部門間の継続的対話

表４－１　防災世界会議「兵庫枠組み」の概要
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　JICAのこれまでの活動と今後の方向性（新規の広域協力プログラムとして提案されている技

術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト」や研修

（本邦研修、第三国研修）は、これら上記の宣言や枠組みと軌を一にするものであり、今後、

世界の潮流に従い他の地域、国と情報・経験を交流しながら、プログラムが進展していくこと

が期待される（広域プログラムと関係が深いと考えられるものを下線で示した）。

４－１－２　次期「中米防災 10 か年計画」との整合性

　次期「中米防災 10 か年計画（PRRD2006-2015）」は、2005 年１月に作成された「新 PRRD

ガイドライン」に基づき、「地域基本計画」、「地域セクター別計画」、「国別計画」のそれぞれ

について次のように骨子が定まり具体的な内容を検討中であるが、本編は、2006年７月までに

案を作成し、その後、各国の意見を調整して、2006 年 12 月までに完成させる予定である。

　今回検討している中米防災広域プログラムの各コンポーネントは、いずれも 10 か年計画の

多くの計画内容に関係し、同計画を直接、間接的に支援している（関係の深いものを下線で示

した）。

　特に、技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェク

ト」は、「地域基本計画」及び「国別計画」の「地域防災強化」を支援するもので、既にこれ

までの協力で実績もあり、機関・人的ネットワークも形成されている。技術協力プロジェクト

実施によりこの分野が大きく進展することが期待される。

　本邦研修「中米防災対策（第２フェーズ）」は、「地域基本計画」の「開発プログラムでの防

災考慮」、「防災文化の確立」、「人材育成及び地域防災強化」、「国別計画」の「開発プログラム

での防災考慮」、「国内防災システム強化」、「啓発、教育、人材育成」、「地域防災強化」を支援

するものである。

　第三国研修「市民防災と災害対策」は、特に「地域基本計画」の「調査研究と科学技術」、

国別計画の「調査研究、情報の整備と普及」を支援するものである。
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地
域
セ
ク
タ
ー
別
計
画

計画 目　　　的

開発・投資計画の横断的テーマとして防災が考慮されるようにな

る。

各国における防災関連法の策定と更新

域内各国民の生活の質の向上には防災（災害予防）が必要だとい

う文化や考え方の確立と普及

災害時及び緊急時の人的援助及び水平協力に必要なフレームワー

ク・調整システムの確立。現存の域内プロトコルを活用する。

防災分野のハイレベル人材の育成を目的とした域内調整プラット

フォームの確立

防災に係る分野横断的な調査研究の推進。調査研究結果の社会へ

のフィードバック。ニーズに見合った技術力向上のための全体メ

カニズムの構築。

コミュニティレベルでの防災力強化及び地方の開発における防災

考慮強化。的確な土地利用を目的としたマニュアルや手法の整備

自然災害減少に向けた各セクター間の連携と相乗効果を目的とし

た域内セクター間調整メカニズムの形成

地域防災力向上を目的とした各セクター強化

各セクター計画の災害リスクを抽出・確認。また関連の手法の確

立及びマニュアルの整備を行い各セクター間が協働する。

効果的な開発・投資の実現を目的とした災害リスクの減少。災害

インパクト減少を目的とした官民それぞれの強化

セクターごとの災害時計画の策定と明確な目的（何をどのように

対応すべきか）の設定

開発計画、プロジェクトや開発イニシアティブのなかにセキュリ

ティ意識やリスク回避の発想を含ませる。

国家開発プログラムのなかで防災を考慮することを目的とした政

策での意識の醸成や法律・規則の制定

ハイレベル意思決定者が災害リスクについて十分認識し防災につ

いて意識を高めることができるような対話プロセスの確立と推進

国内防災（災害時の緊急対応）システムを強化する。緊急時に必

要な意思決定を支援できるような技術、行政、調整レベルの強化

防災分野の啓発や人材育成の促進を目的としたプログラム形成

科学技術分野の強化。科学技術の成果を開発や意思決定に反映さ

せることを目的とした情報やツールの作成。情報を共有、統合し

公式化させ普及させるための調整メカニズムの形成

防災が考慮された地域（地方）開発計画や土地利用計画に必要な

地域（地方）防災力の強化に係る社会的、科学的手法の確立

表４－２　中米防災 10か年計画の骨子

プログラム分野

１．開発プログラムでの

防災考慮

２．防災関連法整備

３．防災文化の確立

４．災害時の域内水平協

力

５．人材育成

６．調査研究と科学技術

７．地域防災強化

１．地域レベルでの多次

元（セクター）調整推進

２．各セクター（のなかで

の防災考慮）強化

３．セクター計画の災害

リスクの抽出と確認

４．セクター別及びセク

ター横断的リスク減少

５．セクター別災害時計

画策定

１．開発プログラムでの

防災考慮

２．防災関連法整備

３．政治政策レベルでの

コンセンサス

４．国内防災システム強

化

５．啓発、教育、人材育成

６．調査研究、情報の整

備と普及

７．地域防災強化

地
域
基
本
計
画

国
別
計
画



－ 46 －

４－１－３　「プエブラ・パナマ計画（PPP）防災イニシアティブ」との整合性

（1）プエブラ・パナマ計画（PPP）

　PPPとはメキシコ主導による中米との共同開発イニシアティブであり、2002年にフォッ

クス・メキシコ大統領により提唱された。加盟国は中米６か国とメキシコ、ベリーズの８

か国である。なお現在オブザーバーであるコロンビアが PPP への正式加盟を申請してお

り、近い将来加盟が認められる見込みである。

　PPP には分野ごとに８つのイニシアティブがあり、その１つが防災である。IMPMDN

（Iniciativa Mesoamericana de Prevención y mitigación de desastres naturals）１と呼ばれて

いるメソアメリカ自然災害予防・軽減イニシアティブを現在実施中であり、イニシアティ

ブの幹事国であるパナマ（外務省内）に事務局が存在する。

　この IMPMDN には２項目の優先課題が設定されている。１つは「メソアメリカ地域防

災地図（ATLAS）整備」であり、もう１つは「地方自治体・コミュニティレベルでの防災

力強化」である。前者に関しては、現在 JICAが実施中の「中米防災ATLAS整備事業」と

採択済みの技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロ

ジェクト」の一活動コンポーネントによる協力が関係している。また後者「地方自治体・

コミュニティレベルでの防災力強化」に対しては、広域協力プログラムのテーマである

「コミュニティ防災」と深くかかわること、また研修事業「中米防災対策フェーズⅡ」とも

深く関係していることから、我が方のプログラムは IMPMDN の優先課題とも整合してい

るといえる。

（2）PPP 防災担当事務局と SICA 傘下の CEPREDENAC の役割の相違点

　PPP 加盟国８か国は、各々イニシアティブの１つを割り当てられており、防災イニシア

ティブについてはパナマが幹事国となっている。また、８つのイニシアティブはそれぞれ

各国の関係省庁・専門機関により構成される技術委員会を有している。防災の場合は、技

術委員会として CEPREDENAC 及びメキシコ国立防災センター（CENAPRED）がそれぞ

れ中米諸国、メキシコの代表として担当地域のコーディネーションを行っている。

　PPPは防災部門の地域全体としての政策決定を行うが、政策決定にあたり技術委員会の

提言が大きな力をもっている。

４－２　中米広域防災プログラムとしての実施体制基盤の妥当性

４－２－１　中米広域防災プログラムに関係する各機関との連携

　中米広域防災プログラムを実施するためは、CEPREDENAC事務局と各国・関係各機関との

連携や調整が不可欠となる。以下は、この連携・調整について、先方の協力実施体制という視

点より、とりわけ CEPREDENAC と機能上の類似性が高い、アジア防災センター（ADRC）と

の比較を通じて考察するものである。

１ CEPREDENAC事務局はIMPMDNの中米側実施担当機関として参加しており、一方のメキシコ側担当機関としては、メキシコ国

立防災センター（CENAPRED）が担っている。なおPRRDと IMPMDNはコーディネーション担当機関（CEPREDENAC及び

CENAPRED）及び内容に重複が見られるため、新規中米防災広域プログラムの実施は両計画に対してそれぞれに貢献できるよう、

整合性を保ちながら実施されることが望まれる。
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（1）CEPREDENAC 事務局と域内メンバー機関との調整メカニズム・意思決定

　CEPREDENACは構成各国災害担当機関が理事会を構成しており、この点はADRCと同

様、メンバー国の意思が反映された事務局運営形式である。

（2）CEPREDENAC 事務局と域内メンバー機関以外の機関との連携

　CEPREDENAC事務局にはこれまでにも国際防災戦略（ISDR）やラテンアメリカ・カリ

ブ地域災害センター（CRID）など外部機関との協働実績がある。またSICAの他の専門機

関（環境総局等）との横連携もある。これらより、CEPREDENAC 事務局の域内メンバー

機関以外の機関との連携は存在するといえる。一方ADRCの場合も同様、外部機関、例え

ば国連機関（国連防災戦略：ISDR、 国連人道問題調整事務所：OCHA、国連教育科学文化

機関：UNESCO、 世界気象機関：WMO、世界保健機関： WHO、国連食糧農業機関：FAO、

国際赤十字連盟：IFRC、 国連訓練調査研究所：UNITAR等）、地域機関（アジア開発銀行：

ADB、アジア災害予防センター： ADPC、ASEAN 基金、国連アジア太平洋経済社会委員

会：ESCAP 等）、各国機関や NGO 等との間で情報交換のみならず具体的な共同プロジェ

クトを推進している。この点に関してはCEPREDENAC、ADRCともにほぼ同様の機能を

果たしているといえる。

（3）実施主体性、企画力

　ADRCでは各国で実施する事業については計画立案から実施（協働実施）までを担う。

日本やメンバー国で実施する研修やワークショップについても、ADRCとメンバー国とが

調整しながら企画立案や実施を行う。ADRCは各メンバー機関との協働実施機関であると

いえ、そのノウハウは各国だけでなく ADRC のスタッフに蓄積されていく。一方、

CEPREDENAC事務局においては、各種事業の企画立案機能はADRCと同様であるが、協

働実施という点に関しては、スタッフ数が限られていることもあり、十分に達成されてい

るとはいえず、結果的に各国で行われる事業から得られるノウハウなど、細かな経験の蓄

積が難しい状態にある。

　またかかる意味からは、我が国からCEPREDENACに対する協力は、各国における事業

経験から得られる細かなノウハウの蓄積ができる限り実現されるような活動が望ましい。

例えばCEPREDENAC事務局に配属される個別専門家は、CEPREDENAC事務局C/Pと共

に現場に足を運ぶことが重要となろう。またこれまで開発されてきたデータベースシステ

ム「中米防災ATLAS」をノウハウ共有のためのツールとして更に積極活用するなども有効

となろう。

（4）CEPREDENAC 事務局と地方自治体との連携

　技術協力プロジェクトの主目的は地域コミュニティの防災力強化であり、そのためには

地方自治体との協働は不可欠となる。その際、CEPREDENACは中央防災担当機関のみで

構成されていることから、CEPREDENAC事務局を通じた広域協力では、地方自治体との

十分な連携が実現されないのではないかという疑問が残る。

　かかる意味ではADRCも同様の構成であるが、地方自治体との連携を強化する目的で工

夫も施されている。例えば ADRC にはアジア防災・災害ネットワーク（ADRRN）が存在
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しており、アジア地域に存在する NGO 及び、各地方自治体とのネットワークの形成と運

営を支援している。地域コミュニティ対象の事業については各国中央政府のみならず

ADRRN を活用して企画・実施することで、今のところはコミュニティの防災力強化に資

する活動を提供できている。このADRRNという仕組みは、中米地域でも有効であると考

えられる。CEPREDENACにおいてもこのようなネットワークの形成が今後望まれよう。

４－２－２　最終裨益者（市民及びコミュニティ）の妥当性

　中米広域防災プログラムの目的は、「コミュニティ災害予防管理能力／体制の強化」であり、

CEPREDENAC事務局を中心とした関係諸機関連携による実施体制を活用することで住民レベ

ルやコミュニティレベルでの防災力が高まることが最終目標である。そのために、次の点が鍵

になると思われる。

（1）現場の経験の蓄積と共有

　これまでのコミュニティ防災プロジェクトの成功事例としては、例えば国際連合地域開

発センター（UNCRD）による、CBDM（地方自治体ガバナンス強化及びコミュニティの

能力強化を目的とした、アジア６か国を対象とした広域プロジェクト）があげられる。

UNCRDによるCBDMでは、コミュニティなど現場から得られた各経験や知見が十分にモ

ニタリングされ、広域プロジェクト全般に反映され、有効に生かされてきたため、好成果

を引き出すことができた。

　CEPREDENAC事務局は管理調整機関であり、実施は担わずに各国防災機関がそれを担

当しているが、U N C R D や A D R C と同様、できる限り各国防災機関と協働し、

CEPREDENAC事務局スタッフがコミュニティ防災に対する活動に参加することで、そこ

から得られる知見を踏まえた広域活動の管理調整が望まれよう。

（2）人的、機関的ネットワークの形成及び強化

　中米は災害の種類や頻度が多く被害が大きくなりやすい地域であるが、アジア諸国と比

較して我が国は、被害抑止にかかわる（ハード的な）支援をあまり行っておらず、今回も

（これまでの複数ドナーの事業による）ハザードマップの整備や住民啓発、警戒態勢の整

備、防災教育等を主とする協力が中心となっている。もちろん、構造物による抑止力強化

すなわち建築土木分野における我が国の防災対策が先進的であることは議論の余地がない

が、コミュニティ防災においては、我が国の先進的事例紹介にとどまらず、共に学び合う

という視点が必要となろう。なぜならばコミュニティ防災は世界レベルでみても推進途上

であり、中米に限らず我が国やアジア地域の取り組みを通じても、どの手法が住民の防災

力強化に最も適切かという結論は出ていない。そのなかで、我が国と中米地域、中米各国

中央政府、各国地方自治体、それぞれが自分の工夫を他者に伝え、他者の優れた取り組み

に学ぶことができる横方向のネットワーク強化こそ、市民や地域コミュニティの防災力強

化に大きく貢献するものと思われる。この、地域コミュニティを基本とした災害対策を忠

実に実施しているのは中米であることを、特に注視すべきである。

　今回検討されている広域プログラムは、各個別事業である「現地事前研修」「本邦研修」

「帰国研修員フォローアップ」などの有機的連携から成る。帰国研修員ネットワークにより
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組織の内側という縦割りネットワークだけでなく、組織を超えた横方向のネットワークが

機能し、個別組織では得られない様々な経験を共有することが可能となり、他事業を参考

にした地域コミュニティ強化策の立案推進につながる。さらに 2005 年度の研修員は来年

度の現地事前研修の実施を担うため、優良事例の蓄積だけでなく失敗の克服についても共

有され、着実に地域コミュニティの防災力強化が推進されるものであり、これを正方向ら

せん状の事業連携として評価するものである。

　事業提案の観点でみると、フォローアップ事業を通じた各国の経験や教訓を中米地域レ

ベルで共有することにより、次年度には前年度より更に優れたプロジェクトが提案・実施

されることとなる。これも正方向らせん状の事業推進であり、ADRCでも経験のない先進

的かつ継続的取り組みである。現在中米で取り組んでいる各種協力事業の有機的連携モデ

ルはアジア地域をはじめとする世界各地で活用可能であり、新たなコミュニティ防災力強

化手法として周知されるだろう。

　使い古された言い回しであるが「防災は人」であり、帰国研修員ネットワークは、研修

実施側及び協力実施側である日本と、裨益側である中米との人的つながりや、更には人的

つながりを通じたコミュニティ防災の技量を共に高め合うところにもつながるであろう。

（3）今後の課題

　新規広域プロジェクトの目的は、コミュニティの災害予防管理能力や体制の強化であ

る。コミュニティをベースとするプロジェクトは、比較的安価で高度な技術も要せず、持

続可能な活動となり得ること、市民及びコミュニティが直接の裨益者となり得ることから

有効な手法である。

　中米におけるコミュニティ防災のプロジェクトは、まだ始まったばかりであり、ハザー

ドマップの整備（これまでの複数ドナーの事業による）、住民啓発、警戒態勢の整備、防災

教育等にとどまっている。今後、更に住民啓発を進めるとともに、防災計画の作成や避難

体制の整備等を進める必要があるが、現状では mitigation（抑止）の観点が希薄であると

の印象を受けた。もちろん日本のように膨大な土木投資を行い、防災施設を整備すること

は困難であるが、より安価により実施し得るものもある。また、これも社会的な合意形成

が困難ではあり、法律をつくってもその enforcement（施行）は容易ではないが、開発規制

や森林伐採の制限など規制によるmitigation（抑止）もある。これらについても、プロジェ

クトに含めるか、あるいは本プロジェクトと組み合わせていくことが必要であろう。

４－２－３　中米地域機関（CEPREDENAC）への協力の妥当性

（1）組織（人員、年間予算、支出状況など）

1） 組織構成、人員等

　CEPREDENACは中米統合機構（SICA）に属する「専門機関」であり、担当する専門

分野は防災（自然災害対策）である。CEPREDENACという名称は総称であり、事務局

（在グアテマラ）と各国CEPREDENAC委員会（各国に所在）に分けられる。このうち

各国CEPREDENAC委員会は、各国防災担当庁などを中心に、自然災害対策に係る関係

省庁（気象庁、国土地理院、開発担当省、経済省、保健省 etc）より構成される。

　CEPREDENACの意思決定機関は「CEPREDENAC理事会」（Consejo Representativo）
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である。CEPREDENAC事務局は、この「CEPREDENAC理事会」に係る調整事務局で

あるといってもよい。理事会には各国から２名の代表者（防災担当大臣や科学技術担当

大臣など）及びCEPREDENAC事務局長が参加する。CEPREDENAC理事会の開催は不

定期ながら年３～４回開催される。

　CEPREDENACの各国理事（CEPREDENAC理事会参加メンバー）はその国の状況や

事情により適宜交代する場合がある。例えば、エルサルバドル代表は2002年から2004

年までは外務省社会開発局長であったが、2005年からはCOEN（国家緊急委員会）長官

が就任した。

　CEPREDENAC事務局長は理事会メンバーによる選挙で選出される。任期は３年であ

り１度のみ再選が認められる。最近では2005年８月に交代となり、これまでコスタリカ

国立大学や JICA 現地コンサルタントとしても活躍したDavid Smith 氏が新事務局長と

なった。Smith氏は事務局長選任選挙にて６か国中５か国の支持を得ており、政策的、技

術的、現場経験、人々の信望度、あらゆる面から中米地域における自然災害対策分野の

リーダーとして最もふさわしい人物といえよう。

　CEPREDENAC事務局の人員体制は約10名程度である。事務局長の下に企画部長がお

り、その傘下にサポートスタッフが数名いるが、国別、テーマ別で役割が分担されてお

らず、サポートスタッフの業務分掌は必ずしも明確ではない。

2） 予　算

　CEPREDENAC事務局の運営資金には２とおりの調達手法がある。それぞれ各国から

の拠出金（Regular Program）と、各援助機関からの支援金（Cooperation Program）で

ある。各国からの拠出金は2006年２月時点で年間３万米ドル（約360万円）である。つ

まりCEPREDENAC事務局の恒常的な運営費は６か国からの拠出金、年間計18万米ドル

（約2,200万円）である。拠出金は主にCEPREDENAC事務局の運営費（事務局長含むス

タッフの人件費や旅費、事務局運営費等）に活用される。拠出金が事業費として活用さ

れることはない。事業費は、各援助機関などによる支援金によってのみ調達されるとい

う考え方である。

　なおその「事業費」であるが、各援助機関からのCEPREDENAC事務局への協力事業

はつい最近（2003年から2005年中旬ごろ）まで冷め切った状態にあり、単発のセミナー

実施以外はほとんど存在しない状況にあった。ただしSmith事務局長体制となった2005

年８月以降は新事務局長への期待感からか、多くの協力打診がCEPREDENAC事務局に

持ち込まれるようになってきている。代表的なものは、EUによる支援〔SICA傘下の３

機関：環境総局（CCAD）、水資源委員会（CRRH）とCEPREDENACとの協働事業。協

力額は５年間で総額2,000万ユーロ：採択済み〕であろう。世界銀行やOCHAなどから

の打診もあるようである。このように各援助機関のSmith事務局長へのリーダーシップ

や戦略性に対する期待感は強い。併せ、現在（2006年）は防災世界会議直後であり世界

的に取り組みの方向性が定まりつつあること、中米防災計画（2006-2015）の発表直前で

あること、また2008年にはハリケーン・ミッチ10年後の同地域の自然災害対策進捗を

振り返る「Mitch+10」の開催が企画されていることなどから、今後CEPREDENACに対

する各援助機関からの支援の量は増加するものと予想される。
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　今回計画されている技術協力プロジェクトは採択を了しており、いずれかのタイミン

グで実施されることになる予定であるが、その前提としてプロジェクト終了後の地域自

らによる持続性の確保は必須となる。なお持続性の確保には成果の普及や定着を目的と

した「計画」と、それを実現するための「予算」の２点が必要といえよう。このうち、

「計画」に関してはCEPREDENAC事務局の主体性、Smith局長のリーダーシップを期待

したい。またそれは十分に実現でき得るものと予想される。「予算」に関しては

CEPREDENAC事務局は恒常的な事業費を持ち合わせていないため、外部から調達する

以外に手段はない。しかし上述のようにCEPREDENAC事務局を取り巻く各援助機関の

動向には明るい兆しがみられるので、例えば JICAプロジェクト実施中から積極的に関

係機関にアプローチを行い、プロジェクト終了後、開発銀行などから資金を調達し協力

成果の普及や定着を行うなどの方策は考えられる。また技術協力プロジェクトの実施は

あくまで各国防災担当庁を通じて実施されるため、各国レベルでの普及や定着は、各国

防災担当庁自らの予算が活用され実現されれば理想的である。かかるCEPREDENAC事

務局による各国への働きかけが期待されるところである。

　

（2）機能（調整・実施機能の現状と将来像）

　まず自然災害対策事業には大別して災害発生前の活動（Pr e v e n t i o n ＝予防活動、

Mitigation ＝抑止活動）と災害発生後の活動（Response ＝緊急、Recovery ＝復興）の２種

類が存在する。ハリケーン・ミッチ以前の中米地域における防災活動はこのうち、災害発

生後の活動にほぼ限定されていた。現在域内の防災を担当する機関として、例えばコスタ

リカ CNE（Comisión Nacional de Emergencias ＝国家緊急委員会）や、エルサルバドル

COEN（Comité  Emergencia Nacional ＝国家緊急委員会）、パナマ SINAPROC（Sitema

Nacional de Protección Civil ＝国防省）など、緊急対応を専門とする中央省庁が担当して

いるのはその名残でもある。

　このような状況のなか、CEPREDENACは域内において従来弱点であった、災害発生前

の予防的活動を重点的に行う目的にて、中米統合機構（SICA）傘下の機関として 1986 年

にパナマにて事務局が設立された（その後、グアテマラへの移転、パナマへの再移転及び

2004 年のグアテマラへの再々移転と移転が繰り返されている）。

　なおCEPREDENACの目的や機能に係る基本方針は、以下のとおり設立当時の協定憲章

（各国外務大臣により承認）の第３章にて確認することができる。

　“El CEPREDENAC promoverá y coordinará la cooperación internacional, el intercambio

de información, experiencia…y tecnología en material de prevención a efectos de refucir

los desastres naturales”

　「CEPREDENACは（地域間）技術経験普及のファシリテーターとして、また災害軽減

のための予防整備を国際的に推進するための機関である」

　実際にはCEPREDENAC事務局が担っている機能は主に４種類存在し、それぞれ「中米

防災 10 か年計画などの上位計画策定・普及・促進」「防災諸事業に必要な情報、データ、

ノウハウ、経験値の統合・集約促進」「各国間の連携と交流の促進」「（地域一丸となって

防災諸事業が進展されるために必要な）調整」などである。半面、各国における防災諸事

業の実施は担わない。CEPREDENACにはそのような行政権はなく当然ながら司法や立法
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にもかかわらない。

　CEPREDENACの活動上、最も重要なのは、中米防災計画のなかの地域基本計画策定で

ある。中米防災計画は現在更新中であり、次期計画（2006-2015）は 2006 年末に発表され

る予定である。新たな計画のうち、CEPREDENAC事務局が担当する地域基本計画は７項

目より構成される構想である（BOX２－３を参照。７項目とは「開発プログラムにおける

防災考慮」「防災関連法整備」「防災文化の確立」「災害時の域内水平協力」「人材育成」「調

査研究と科学技術」「地方防災力強化」）。今後はこれら活動の柱を中心に中米地域におけ

る自然災害対策に引き続き貢献していくことになる。

　CEPREDENAC事務局が今後抱えると予想される課題のひとつに「調整力」があげられ

る。これは主に３つの理由をあげることができる。第一は、次期中米防災計画（2006-

2015）の対象範囲は、前回の中米防災５か年計画（2000-2004）より明らかに広く、「開発

プログラムにおける防災考慮」や「防災文化の確立」まで含まれる点にある。そのため各

国との調整を行ううえでは、従来のように各国防災担当省庁との調整のみならず、更に広

範に開発企画庁や教育省などとの調整も必要となってくるものと考えられる。もちろんこ

れら、開発企画庁や教育省との調整は一義的には各国CEPREDENAC委員会を通じた調整

となるが、いずれにせよ調整対象機関が多くなれば調整事項も多くなり、CEPREDENAC

事務局にはそれらをこなすだけの能力が求められるようになる。

　第二は、上述のように、各援助機関はCEPREDENAC事務局の新体制に期待感を示して

おり、実際に協力オファーを数多く持ち込んでいる状況にあることである。今後は協力事

業やプロジェクトの数は増加してくると予想され、CEPREDENAC事務局にはそれらを滞

りなくマネジメントする能力が求められる。

　第三は、例えば EUからの協力オファーのように、実施機関をCEPREDENAC１機関の

みとしない、複数の機関（EU協力の場合はSICA環境総局と水資源委員会の計３機関）協

働によるプロジェクト実施も増えてくるものと考えられる点にある。自然災害対策とは開

発における１つの視点にほかならない。現に地域基本計画のなかに「開発プログラムにお

ける防災考慮」が重点項目の１つとされており、これを達成するためにはCEPREDENAC

事務局の独力では限界がある。そのため教育、社会、経済、地方分権、農村開発など他の

セクターと協働し地域防災力を高めていくという方針はむしろ自然な流れであろう。今後

実施機関をCEPREDENACのみとしない複数機関協働によるプロジェクトが増加すると予

想すれば CEPREDENAC事務局は他の実施機関（例えば SICA 傘下の他の専門機関）との

水平的な調整力も必要とされる。以上がCEPREDENAC事務局が更なる調整力を必要とさ

れると考えられる理由である。

　なお、我が国には自然災害対策分野において、上述のような複雑な調整を実現し防災力

強化を実現してきた経験が豊富にある。例えば、アジア防災センターではアジア地域22か

国間の連携等に係る調整を、わずか20名足らずのスタッフで行っている。またその内容も

政策から実施まで、また分野も科学技術から情報管理、教育まで多岐にわたる。そのよう

ななか、今後CEPREDENAC 事務局の課題となると考えられる「調整力」について、我が

国の経験を踏まえながら、CEPREDENAC強化につなげることができれば、意義高い技術

協力となるといえよう。
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（3）各国の対 CEPREDENAC 評価

　中米各国のCEPREDENACに対する評価として客観的な資料やデータは存在しない。し

かしながらいくつかの事実を基に考察することは可能である。

　第一に、現CEPREDENAC事務局長は2005年８月15日に行われたCEPREDENAC理事

会において、賛成多数で選出された強固な支持基盤があるということである。これより、

現CEPREDENAC事務局長を中心とした中米防災体制は上位レベルを見れば安定した状態

にある。

　なお最近（2005 年末から 2006 年初旬）中米地域では２つの国（コスタリカとホンジュ

ラス）にて大統領選出選挙（国政選挙）が行われ、それぞれに政権が交代し、防災担当長

官（CEPREDENAC理事会代表）が交代している。しかし両国とも既に現 CEPREDENAC

事務局体制への支持を表明しているため、中米防災体制の上位レベルは引き続き安定状態

にあるといえる。

　第二に、現在のCEPREDENAC体制への唯一反対勢力であるといえるニカラグア（前事

務局長選出国）は、2006 年 11 月に国政選挙があるため、ニカラグア国中央の防災体制に

係る人材そのものが代わる可能性は高い。これより、中米防災体制基盤は今後更に強固と

なる可能性がある。

　第三に、CEPREDENAC 事務局長の個人的な人脈をあげることができる。Smith 氏はこ

れまでに学術セクター（コスタリカ国立大学での教鞭経験）、民間セクター（JICA のロー

カルコンサルタントなどでも活躍）、国際機関（UNDP）など多岐にわたり活躍してきた経

緯がある。また1998年から2002年までCEPREDENAC事務局のプログラム部長としても

活躍した。これらよりSmith氏の人脈や信頼関係は広く深い。一例をあげれば、グアテマ

ラ CONRED長官（Hugo Hernandez 氏）はかつて Smith 氏と同じコンサルタントチームで

あり（2004 年 JICA 協力により実施された調査プロジェクト「被災者の声」の実施メン

バー）、コスタリカ CNE 総裁（Diego Morales 氏）はかつてコスタリカ国立大学で行われ

た調査研究チームメンバーであった。パナマはSmith氏の出身国であり、SINAPROC長官

（Roberto Verasquez 氏）とは２世代にわたる交流があるとのことである。いずれにせよ、

Smith 氏のこれまでの活動経験を通じた人脈は、CEPREDENAC 事務局長としての信頼を

強固にするため大いに役立つことだろう。

　第四は、各援助機関のCEPREDENAC事務局に対する動向にある。前述したとおり、今

後各援助機関によるCEPREDENAC事務局を通じた協力事業は増加すると考えられる。一

方、各国がCEPREDENAC事務局に望む大義のひとつはいうまでもなく、その国への「援

助の呼び込み」にある。ちなみに、前CEPREDENAC事務局長は援助機関からの援助の呼

び込みがうまくいかず、再選に至らなかった経緯もある。援助量が増えれば、一般的な傾

向としては各国からの CEPREDENAC への支持は増すものといえる。

　以上より総合的に判断すれば、中米各国の対CEPREDENAC評価は比較的良いものであ

るといえよう。

（4）日本の対 CEPREDENAC 協力方針〔対中米地域機関（CEPREDENAC）協力の妥当性〕

1） 協力の必要性

中米の防災を推進するためには、４－５－１に述べるように、広域的アプローチがいろ
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いろな意味で効果的であり、またある意味では不可欠である。したがって、広域的アプ

ローチ（広域的な調整機能、各国・プロジェクト間の交流等）に中枢的役割を担ってい

るCEPREDENAC/CEPREDENAC事務局を支援する必要がある。

2） 協力内容

　協力の内容は、上記「組織」「機能」の分析結果を踏まえ、①「組織強化支援」及び②

「プロジェクト実施支援」の両面から考える必要がある。

①　「組織強化支援」では長期専門家を派遣する。専門家は、単に日本の援助の窓口と

いうのではなく、他のドナーとの調整を含む C E P R E D E N A C 事務局･各国

CEPREDENAC委員会の業務全体を支援するものとする。そのためには各種業務に

広く関与するとともに、政策提言も行えるようBOARD会議などにも参加する必要

がある。また、他のドナーの援助も「組織強化」をコンポーネントとして含んでい

ることが多いので、これらと協調する必要がある。

②　「プロジェクト実施支援」では前述の「広域プログラム」を実施することとする。

４－３　プログラムデザイン（新規広域協力を含む）と事業との連携性

４－３－１　本邦研修とメキシコ第三国集団研修との有機的連携

（1）背景とねらい

　本邦研修「中米防災対策」の目的は、地方自治体レベルでの防災体制強化並びにコミュ

ニティの防災力を向上させることにある。研修の最後には PCMワークショップを通じた

研修員自らによるアクションプラン〔各国におけるコミュミティ防災啓発等をテーマとし

た活動。現地では CBDM（Community Based Disaster Management）と呼んでいる〕を作

成する。研修の対象は原則として、中央、地方政府の行政職員とする。

　一方、メキシコ政府より要請されている第三国研修は、メキシコ国立防災センター

（Centro Nacional de Prevención de Desastres：CENAPRED）が実施機関として想定されて

いる。これよりCENAPREDによる研修は同機関の強みでもある科学技術分野（又は防災

全般、あるいは市民防災への科学技術成果の有効活用）をテーマとした研修実施内容が想

定されている。研修の対象は、中央・地方政府の技官を含む行政職員等を対象とする。

　以上より、プログラムのコンポーネントとして想定されている本邦研修と第三国集団研

修は互いに補完性があるものと考えられる。また、両研修の補完性を高めることを目的

に、CEPREDENACがイニシアティブをとり、計画的に両研修参加者の選定を行うこと、

及び両研修共通の事前研修や、フォローアップ研修を行うことが適当である。フォロー

アップ研修については、本邦研修受講者と第三国研修受講者の交流、ワークショップ実施

など効果的な実施のための工夫が望まれる。

（2）本邦研修と第三国集団研修との有機的連携の妥当性

　CENAPRED は、防災研修については、地震にとどまらない幅広い研修を行っている実

績があること、mitigation（抑止）などについては、日本の対策そのものを研修するより、

いったんメキシコで咀嚼し現地に適合させた対策を研修する方が効果的な面もあることか

ら、本邦研修を補完する研修実施機関として適当である。今後、CENAPRED 等との調整
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については、JICA中米・カリブ地域支援事務所の支援により実施していく必要があり、ま

た、新規技術協力プロジェクト事前調査時における確認が必要となろう。

　また、CEPREDENACがイニシアティブをとることにより、他の事業との有機的な連携

も図りやすくなる。

（3）研修事業と他事業（技術協力プロジェクトや FU 事業）との連携の有効性

　現在行われているように、研修受講生が研修のなかでCBDMのプロジェクト案（活動内

容案）を作成し、自国に戻ってから実際にプロジェクトを動かすという仕組みは、プログ

ラムを遂行するうえで効果的である。この仕組みは技術協力プロジェクト開始後も採用さ

れることが望ましい。

　また、CBDMにおいては、日本の経験は、社会的、文化的条件が異なるため直接の応用

は困難であり咀嚼する必要があるが、社会的、文化的に類似した中米地域における事例は

直接の応用が容易である。したがって、中米各国で行うプロジェクトについて、

CEPREDENAC を中心に情報共有を行うことは、効果的かつ効率的である。

４－３－２　各地方自治体等が取り組む社会開発活動の成果と新規広域プロジェクトとの連動

可能性

　コミュニティ防災力強化を目的とした新規広域プロジェクトは主要な活動対象が地方自治体

及びコミュニティとされる予定である。しかし実際には中米地域での地方自治体は防災以外に

も数多くの課題を抱えており、一方では自治体職員の数が限られているなどの制約がある。そ

のため地方自治体によっては、コミュニティ防災に関する活動が重要であると理解しても、な

かなか実施に結びつかない実態もある。

　新規広域プロジェクトでは、このような中米地域での地方自治体の現状を踏まえたうえで、

かつ将来の持続的発展が可能となるような実施手法がデザインされる必要があろう。その解決

策のひとつが、各地方自治体として既に取り組んでいる各種社会開発活動への防災視点の組み

込み・連携である。以下は、これまで２か年間実施されたCBDMを通じ、社会開発活動への防

災啓発活動の組み込みが成功している事例であり、新規プロジェクトにおいても参考となるも

のといえるだろう。

・　パナマ市では 2004 年９月発生した洪水被害（19 名死亡）の原因の１つとして「固形廃

棄物の不法投棄」（河川に投棄→橋梁にひっかかり河川を封鎖→水があふれ出す）があった

と分析されている。その教訓を踏まえ、パナマ市の呼びかけにより、市内投棄ゴミ清掃ボ

ランティア活動（週末に小学生とボランティアを動員した清掃）が実施されている。

CBDMではこのボランティア活動と連動（コミュニティ防災組織がボランティア活動に参

加）させ、市の環境保全課と防災課の取り組みを連携させて１つのプログラムのなかで試

行的に実施している。なおこのような取り組みによる成果として、①人的資源の少ないパ

ナマ市防災課の活動を環境保全課が補うことができる、②投棄ゴミ清掃ボランティア活動

員に対し、環境保全課では提供できない自然災害に関する啓発活動（CBDMワークショッ

プ）を提供できるなどの相互補完が見られる。

・　エルサルバドルのサンタテクラ市では、市の開発計画に「市民参加戦略」（P l a n
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Estrategico Participativo：PEP）という概念を取り入れている。PEPは開始後既に５年が経

過しており、PEP 推進を目的とした（コミュニティ社会開発を目的とした）組織が様々形

成されている。そのため、防災を目的とした市民組織を新たに立ち上げる必要はなく、既

存の住民社会開発組織に対し「防災」を視点とした啓発活動をCBDMを通じて提供できる

状態にある。つまり「開発」を視点としたグループに防災コンポーネントを導入するとい

うアプローチが行われている。

・　コスタリカのサンホセ市は独自の防災インフラ開発予算をもっており、小規模ではある

が河川堤防などの建設に取り組んでいる。それら独自のインフラ整備事業とCBDMを連携

させることで、抑止事業（市自らの河川堤防事業）と被害軽減活動（CBDMのようなソフ

トコンポーネント）の連携によるCBDMそのものの付加価値が実現されている。この成功

要因は、市の計画課が市独自のハード行政と外助（JICA 協力による CBDM）と連携させ

たプログラムを実現したいという熱意によるところも大きい。

・　ホンジュラスのコマヤグア市では、各援助機関による協力を連携させることで１つの防

災プログラムが実現されている。まず災害リスクの分析（調査）は IDBが実施、次にリス

クを考慮したインフラ開発（道路等）を世界銀行融資で、また市民への防災啓発はJICAが

担当している。ホンジュラスの地方自治体には自ら防災に取り組む財政資金はほとんど存

在しないといえる。しかし、前述のように援助は豊富にあり、これらを１つの地方自治体

開発プログラムのなかで計画的に活用すれば、持続的な防災力強化に資する取り組みは十

分可能となることが分かる。

　財源の限られた各地方自治体において「防災」を主体とした活動を自立発展的に取り組むこ

とは容易ではない。むしろ各地方自治体が優先とする「環境」「教育」「参加型開発」「インフ

ラ整備」「治安維持」などの諸活動に防災という視点を挿入し、防災力を強化するアプローチ

こそ持続性に貢献できるものであり、新規広域プロジェクトを実施するうえでの参考とされた

い。

４－４　プログラムデザイン（新規広域協力を含む）と人間安全保障の視点との整合性

４－４－１　住民やコミュニティの主体的参加可能性、及び人間の安全保障７視点との整合性

　自然災害は死をももたらしめるものであり、また無差別に、突発的に発生する「脅威」であ

り、「人間の安全保障」を考えるうえで防災は重要な要因のひとつである。一方、一般的には

「人間の安全保障」を考察する際「脅威」として、主に人権、人道上の問題、テロ、環境破壊、

感染症などは代表例としてあげられるものの、自然災害は係る視点との整合性において共通認

識として確立されていないことも事実である。

　ここでは「人間の安全保障」を視点として広域防災協力を行う際、どのような意義が認めら

れるか、その意義を最大限生かすにはプログラムデザインとして何に留意すべきか、以下考察

する。

　まず「人間の安全保障」の定義・とらえ方であるが、JICA企画・調整部資料（2004 年５月）

によれば、①背景として市場経済、グローバリゼーションを基調とした国際社会の相互依存に

よる、テロ、環境破壊、感染症等国家の枠組みを超えた脅威の存在、②「様々な脅威」から人々

を守ること（Protection）と人々の能力を強化すること（Empowerment）の２つの視点により人
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間の生命、生活及び尊厳を守ること、③将来的な脅威「状況が悪化する危険性」への対処及び

「人間開発」における補完性、などと定義できる。

　この定義を踏まえた「人間の安全保障」を視点とした国際協力事業のアプローチは「７つの

視点」としてまとめられており、①「人々を中心にとらえ、人々に確実に届く援助」、②「人々

を将来の開発の担い手ととらえ人々の能力強化を重視する」、③「社会的に弱い立場、脅威に

さらされている人々への裨益を重視する協力」④「欠乏からの自由」「恐怖からの自由」双方

を視野に入れた協力、⑤「人々の抱える問題を中心にとらえ」「問題の構造を分析した」うえ

での取り組み、⑥「政府（中央・地方）」「地域社会・人々」双方アプローチ、⑦「他ドナー、

NGO などとの連携」などとなる。

　ここでは、これら「７つの視点」に対し、中米広域防災協力プログラムがどのように貢献す

ると考えられるか、以下考察してみたい。

（1）「人々を中心にとらえ、人々に確実に届く援助」

　プログラムの１コンポーネントである技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用

した自然災害被害予防プロジェクト」は正に住民参加型による防災啓発活動である。ワーク

ショップによる防災啓発や教育、ハザードマップ作成、防災計画作成等、これらは住民主体

で作成され、また作成過程を通じて防災知覚力が養われるようデザインされている。

（2）「人々を将来の開発の担い手ととらえ人々の能力強化を重視する」

　技術協力プロジェクトでは、コミュニティのリーダーから住民全体へ、また１つのコミュ

ニティから他のコミュニティへ取り組みが伝播し広まるような仕組みが採用されている。

CBDM 活動に参加した者は、次の CBDM の実施者となる構想である。

（3）「社会的に弱い立場、脅威にさらされている人々への裨益を重視する協力」

　自然災害の脅威にさらされている住民（災害脆弱度の高い地域の居住者）は一般的に中・

上流階級よりも貧困層である場合が多い。洪水危険度の高い河川流域、地滑り危険度の高い

急斜面、居住禁止区への立ち入り等の多くは貧困層住民（社会的弱者）である。そのため協

力プログラムでは貧困層が主たる受益者と想定されている。

（4）「欠乏からの自由」「恐怖からの自由」双方を視野に入れた協力

　自然災害が多発する地域（貧困地域である場合が多い）にとって、自然災害は天まかせ、

手だてのないもの、だれも助けてくれないものとして対策をあきらめてしまっている場合が

多い。またいつ発生するか分からない自然災害よりは、今日、明日の生活の方が重要であり

防災について自ら考える余裕などない場合も多い。さらに政府からの支援・対策は十分では

なく、災害発生後にようやく何らかの対策が講じられる、という状況にある。協力プログラ

ムではこのような、防災対策という意味では欠乏状態にある貧困地域住民に対し、自らの生

命と財産を守る手助けを行い、恐怖を軽減することが目的とされている。
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（5）「人々の抱える問題を中心にとらえ」「問題の構造を分析した」（マルチセクター・アプ

ローチ）

　洪水問題の原因は不法に投棄される固形廃棄物が原因である場合が多い。前述のようにパ

ナマでは、コミュニティワークショップのテーマを防災のみと限定せず、環境問題も統合す

る形で取り組んでいる。協力実施側にとっては CBDM のベースとなる住民組織・コミュニ

ティ組織は一義的には防災力を強化するための組織であるが、一方住民側にすれば、自ら抱

える問題は防災のみならず、環境、衛生、治安、その他すべての社会経済問題が山積されて

いる状態である。４－３－２とも連動するが、特に技術協力プロジェクト「コミュニティの

経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト」では防災を切り口とするものの、基本的に

は地域社会開発支援の側面も強い。

（6）「政府（中央・地方）」「地域社会・人々」双方アプローチ

　技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト」

では実施フレームそのものが中央政府（中央防災機関）と地方自治体との協働作業である。

また技術協力プロジェクト実施をより効果的に行う科学的根拠（自然災害ハザード分析）は

中央政府と科学技術機関との協働作業（第三国集団研修と本邦研修、双方の研修参加者によ

る協働事業）が必要である。このように協力プログラムは住民への直接的なアプローチであ

ると同時に中央政府、地方自治体、科学技術機関、及び中米地域機関が有機連携し実現され

る多階層アプローチでもある。

（7）「他ドナー、NGO などとの連携」

　技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト」

では、GTZ、国際赤十字、ISDR などいくつかのドナーとの連携が考慮されている。

　以上はあくまで定性的な分析であり、今後本当にこのとおりの結果が得られるか、引き続き

モニタリングを行う必要はある。いずれにせよ結論的には、中米でこれから行われようとして

いる中米防災体制強化協力プログラムは、人間の安全保障の視点を踏まえた取り組みとしては

意義が認められるといえよう。

４－５　広域的な協力実施である必要性

４－５－１　広域協力として実施される意義

（1）防災は、自然災害という国境を越える現象に対する事業である。成果をあげるために

は、国境を越えたエリアを設定し、関係国が協力し、あるいは地域全体として取り組む必

要があり、援助も広域協力というアプローチが不可欠である。

（2）中米は６つの小さな国が集まる地域である。各国平均して面積は約８万 km2、人口はせ

いぜい約 500 万人である。それぞれに対し個別に対応することは、予算、人的リソース、

事務手続き等いろいろな面で非効率的である。JICAの限られたリソースを考慮し、極力地

域的なアプローチにより効率的な実施をめざす必要がある。また、相互の知見、技術、資

産（教材など）の相互利用により、より効率的にかつ効果的に諸問題に対処できるように
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なる。

（3）カウンターパート（CEPREDENAC）はSICA傘下の広域機関である。SICAの目的は「中

米の社会、経済、文化の統合」であり、現状はそのための「交流」「共有」を推進する過程

にある。東京宣言（2005年８月に我が国首相及び中米各国大統領レベルにより採択された

宣言文書）にもあるように、日本政府としてはこの中米統合支援がひとつの協力目的であ

る（Political な意義）。

（4）「多様性」が中米の特徴のひとつである。必ずしも各国が多様な様相をしているのでは

なく、各国の異なった特徴２が集まって地域としての多様性を構成している。「災害に強い

中米社会つくり」に貢献するためには、このような地域としての多様性を踏まえ、国とい

う範囲を超え、中米地域という枠組みのなかで検討する必要がある。

（5）なお、国別アプローチの方が広域的アプローチよりも援助効率上望ましいという意見も

あるが、それぞれの国に着目すると、中米の場合は上に述べたように、広域的アプローチ

の方がメリットが大きい。

２ 例えば、コスタリカ首都近郊の広域開発に起因する洪水被害、ホンジュラスにおける貧困に起因する水害、エルサルバドル近郊

の急激な宅地開発に起因する地滑りなど。
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第５章　調査結果及び結論

　本調査の調査結果である調査結果一覧（付属資料２．）、CEPREDENAC事務局と JICAとの間

で締結されたミニッツ（付属資料３．）、及び第４章における分析のとおり、中米広域技術協力プ

ロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト（仮称）」及びメキ

シコ第三国集団研修「市民防災と災害対策」について、各協力内容の妥当性が確認されるととも

に「中米防災体制強化協力プログラム」のコンポーネントとしての妥当性が確認され、今後は「中

米防災体制強化協力プログラム」推進に向けた具体的な事業実施が期待されている。

　今後の協力方針概要については、以下のとおりである。

５－１　調査結果

５－１－１　中米広域防災体制強化プログラム調査結果（付属資料２－１）

５－１－２　中米広域技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防

　　　　　　プロジェクト」調査結果（付属資料２－２）

５－１－３　メキシコ第三国研修「市民防災と災害対策」調査結果（付属資料２－３）

５－２　結　論

　以上の調査結果、CEPREDENAC事務局とJICAとの間で締結されたミニッツ（付属資料３．）、

及び第４章における分析のとおり、中米広域技術協力プロジェクト「コミュニティの経験を活用

した自然災害被害予防プロジェクト（仮称）」及びメキシコ第三国集団研修「市民防災と災害対

策」について、各協力内容の妥当性が確認されるとともに「中米防災体制強化協力プログラム」

のコンポーネントとしての妥当性が確認された。

今後の協力方針については、以下のとおり提案する。

５－２－１　中米防災体制強化協力プログラム

　今般のCEPREDENAC事務局等との協議及び中米各国で実施した現地調査の結果より、対処方

針にて提示した案に沿って本プログラムを実施する。

　プログラム実施のロジスティックな拠点としてはパナマが適当である。プログラム全体を統括

し、かつ中米各国で実施される防災プロジェクトをCEPREDENACが管理することを支援する専

門家（プログラムコーディネーター）を早急に（上半期の早い時期）派遣する。

５－２－２　コミュニティの経験を活用した自然災害被害予防プロジェクト

　今般のCEPREDENAC事務局等との協議及び中米各国で実施した現地調査の結果から判断し、

パナマを中心に中米６か国で実施する。

　パナマから提出された要請については既に採択されているが、それ以外の要請（ニカラグア除

く）に関しても各々プロジェクトとして採択する。なお、中米各国で採択するプロジェクトの内

容は、これまでの活動結果等を踏まえ、かつ中米広域プロジェクトとして統一した内容とすべき

であるが、その詳細については 2007 年度に実施する事前調査により調整する（事前調査団は夏
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までに、プロジェクトは年内に開始することをめざす）。

５－２－３　メキシコ在外研修

　メキシコより要望のあった在外研修についても、本邦研修や新規広域プロジェクト（あるいは

CEPREDENAC）が実施するワークショップなどとの有機的な連携を図りつつ実施する。

　メキシコ側の投入等研修内容の詳細の調整は、中米・カリブ地域支援事務所の支援により今後

実施していくが、必要に応じてプログラムコーディネーターによる支援や上記広域プロジェクト

事前調査時にも調整を行う。

５－２－４　留意事項：各ドナーとの連携

　中米におけるコミュニティ防災は、既に他機関（GTZ、国際赤十字等）の活動も盛んなことか

ら、CEPREDENAC 事務局、各国政府による調整の下、ノウハウ・経験を共有し、可能な限り連

携し、トータルとして各国のコミュニティ防災の効果的実施をめざす。

また、本プロジェクト形成調査における団長所感は、以下のとおり。

（1）中米における防災の進展

　中米の防災は、ハリケーン・ミッチ（1998）を契機に新しい展開を始めた。「変革の継続と

災害に強い社会の形成」をめざす中米大統領の「グアテマラ宣言」（1999）、PRRD（2000-2004）

の作成と実施、Mitch +5 レビュー（2003）等を経て、国により差があるが、防災活動が着実

に進展しつつあるように思われる。2005年はハリケーン・スターンの襲来も経験し、防災意

識も高いまま維持されている。

　この間、日本もハリケーン・ミッチ復興援助のほか、種々の技術協力を実施してきた。そ

れら支援の実施に対する評価とともに、日本の防災技術そのものに対する評価も高い。現

在、CEPREDENAC 及び各国は、「中米防災 10 か年計画（PRRD 2006-2015）」を作成中であ

る。

　このような状況のなかで、JICA が今後の中米防災の方向について関係者と意見交換を行

い、その方向に沿って新たな技術協力プログラムを開始することの意義は大きい。

（2）PRRD10 年計画（2006-2015）

　PRRD の重点７項目（４－１－２参照）が決定されており、中米地域計画、セクター計画

及び国別計画はこれをベースとして作成中である。作成の中間段階でワークショップを開き

（７月）、2006年内の完成をめざす。CEPREDENAC事務局では担当者を中心に鋭意作業中で

あるが、各国の取り組みはまだこれからである。

　「具体的で実行性のある計画」を作成することが、今後中米で防災を着実に進めるための第

一歩である。先方関係者もそのような理解の下に10年計画作成作業を進めるはずであるが、

CEPREDENAC事務局や各国の現状をみると、実際には決して容易なことではない。専門家

派遣等による支援が望まれる。

（3）コミュニティ防災の取り組みと PRRD における位置づけ

　コミュニティ防災は、各国において近年重点的に実施されるようになった。国によって差
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があり、既に「パイロット」の段階を終え「拡大」の段階にある国もある。日本のほかUSAID、

EU、世界銀行、ISDR、GTZ、国際赤十字連盟、CARE などが各国に協力している。

　日本の協力は、JICAの「研修員フォローアップ事業」により実施しているが、比較的短い

期間に相当の成果をあげている。コミュニティ防災は日本では比較的新しい分野であり、ま

た日本の事情は中米と異なるところが多いので試行錯誤の繰り返しであったと思うが、それ

にもかかわらずこのような成果をあげることができたのは、研修「中米防災対策」を担当し

た「人と防災未来センター」、堀専門家及び研修員自身の熱意と努力の賜物である。ニュー

オーリンズの災害やハリケーン・スターンによる被害もあり、災害に対する関心の高まりが

後押しをした面もあろう。さらに今後は、メキシコにおける在外研修の実施が予定されてお

り、本邦「中米防災対策」研修と有機的に連携することで、更に広範囲にわたる研修員の参

加、研修内容の充実が可能となるものと思われる。いずれにしても他の複数機関と連携する

ことにより、より効果的な協力が可能であろう。

　コミュニティ防災は、このような各国の取り組み状況に加え、上記PRRD重点項目にも含

まれていること、さらに訪問した国際機関・地域機関もその重要性を指摘していることなど

から、現在作成中のPRRDのなかで具体的な実施計画が示され、今後一層拡大的に実施され

ることが期待される。

（4）地域協力の拠点をパナマとすることについて

　もともとパナマには、UNDP、OCHA、国際赤十字連盟などの地域事務所、PPP の防災部

門など代表的な防災機関が集まっていたが、これはCEPREDENAC事務局がパナマにあった

からであるともいわれる。2004年８月には ISDRのラテンアメリカ・カリブ地域事務所もコ

スタリカからパナマに移ってきた。防災世界会議は、防災機関間の協調を促進するため各国

における「ナショナルプラットフォーム」の必要性を強調したが、中米では「リージョナル

プラットフォーム」も必要であるとして、これら関係機関間の連携が緊密化しつつある。

2005 年２月初めの PPP 技術会議には、初めてこれらの機関のすべてが参加する。

　なお中米での関係機関間の連携緊密化はSICA及び傘下CEPREDENACの成果であるとい

える。JICAの広域協力はこのような中米統合プロセスの促進に対する意義も認められる。

　今回調査団が訪問した各機関も、一様に JICA の防災プロジェクトがパナマを活動の拠点

とすることを歓迎しており、CEPREDENAC事務局も同様な見解である。現在堀専門家の任

地はパナマで同事務局と場所が異なるが、特に業務に支障はない。2004年のCEPREDENAC

事務局のグアテマラへの移動には、複雑な事情があったようであるが、結果的に種々の不都

合が生じており、再度パナマへ帰る可能性がほのめかされている。

　JICAの広域協力は、このようなことからパナマに拠点を置いて実施することが望ましい。

CEPREDENACへ派遣される長期専門家は、パナマでこれら防災機関と緊密に連携し、全体

の動向を踏まえながら、更にできればリージョナルプラットフォームのなかでリーダーシッ

プを発揮しながら、広い視野に立ってCEPREDENACを支援し、一方コミュニティ防災プロ

ジェクトについては、対象国で他の関連プロジェクトと協調・協力するとともに、本部はパ

ナマに置いて上記専門家とのコンビネーションでプロジェクト全体を統括することが望まし

い。
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（5）他のドナーとの連携・協力

　JICAのコミュニティ防災分野の協力は、「研修員フォローアップ事業」として帰国研修員

が中心となって実施しており、試行錯誤を繰り返しながらも各国で成果をあげつつある。一

方、この分野ではいくつかのドナーが長年熱心に取り組んでいる。

　各国、コミュニティにより社会条件その他異なった事情があるが、ドナーが互いに連携・

協力することにより情報・経験を共有することのメリットは大きい。また、ドナーにより実

施体制（現地及び本部）なども異なっているが、違った条件の下でどのように成果をあげて

きたかという方法論を比較し学びとることは、JICAの今後の協力のあり方を検討するうえで

参考になろう。何よりも、コミュニティ防災活動が中米各国に存在する災害に脆弱なすべて

のコミュニティになるべく早く展開されるよう、ドナーも連携・協力して、互いのノウハウ

を生かし、効果的に対応することが望ましい。各国に対しては関係機関間の協調を促してい

るが、ドナー自らが実践する必要もある。

　GTZ（エルサルバドル）との会議で、連携協力の可能性について質問があった。前向きの

返事は差し控えたが、GTZはエルサルバドルの各地で防災をメインに活動しながらも、その

地域の状況に応じて様々なプロジェクトを実施し、情報・経験を豊富にもつことから、パー

トナーとして適していることは間違いない。また、GTZは中米全体に活動を展開し、経験や

情報がいくつかのペーパーにまとめられており、それらも参考になろう。エルサルバドル

は、コミュニティ防災活動を 2009 年までに全国に展開する方針であるが、そのうち 20程度

のコミュニティについては、JICA の支援を受けて活動を実施したい意向である。

（6）サステナビリティ

　プロジェクトが生んだコミュニティ防災が、プロジェクト終了後も長期的に活動を継続

し、更に他の地域へも拡大することが期待されているが、一般的に途上国に対する協力案件

が終了後も自力で拡大していくなどの成功事例は少なく、このプロジェクトにおいても今後

の活動が定着していくかなど、まだまだ大きなチャレンジを残していることに変わりはな

い。

　プロジェクトの実施と併行して、サステナビリティを確保するための方策について、援助

側被援助側も真剣に考える必要がある。サステナビリティを確保するために不可欠な要素と

して、組織、計画、予算、意欲等が考えられる。これまでの JICA 協力によりパナマ市社会

部の中に防災課が新設されたことは、サステナビリティにとって大きな進展である。

（7）ハザードマップ、早期警報システム、コミュニティ防災

　PRRD10 年計画を「具体的で実行性のある計画」〔上記（2）〕とするには、防災世界会議の

結果を踏まえ、ハザードマップ、早期警報システム、コミュニティ防災について具体的に

PRRD10 年計画に明記する必要がある。

　例えばコミュニティ防災については、各国で災害の危険性のあるコミュニティをすべてリ

ストアップし、そのうち 2015 年までに対策を講ずるべきコミュニティを選び、年次計画を

作成して計画的にコミュニティ防災活動を実施することが考えられる。コミュニティのリス

トアップには何らかの調査が必要であるが、このような調査は国際機関により実施すること

が適当であり、ドナー協調の一環として世界銀行、IDB、Economic Commission for Latin



－ 64 －

America and the Caribbean（ECLAC）等に要請することが望ましい。

　なお、ハザードマップ作成、早期警報システムの構築についても同様であり、ニーズを把

握し、対象を特定し、PRRD に反映する必要がある。ただし、例えばハザードマップを例に

とれば、過去に実施された中米 ATLAS 整備計画や他ドナーの活動を踏まえ、既存のデータ

をいかに効率的に活用しやすい形に再構築し、コミュニティの防災に役立てていくかを、考

慮する必要がある。現在エルサルバドルでこのデータベースを構築しているが、この成果の

使い方を更に検討し、地域全体の防災力の強化につなげていく必要があるだろう。
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だ
と
考
え
ら
れ
、
か
つ
他

援
助
機
関
に
よ
る
援
助
の
重
複
が
な
い
か
、

ま
た
は
我
々
と
の
調
整
が
可
能
と
な
る
も
の

等
を
確
認
す
る
必
要
あ
り
。

２
－
１
　
中
米
広
域
防
災
体
制
強
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
　
調
査
結
果

２．調査結果



－ 75 －

対
処
方
針

　
プ
ロ
グ
ラ
ム
デ
ザ
イ
ン
と
「
兵
庫
行
動
枠

組
み
」〔
防
災
世
界
会
議
（
W
C
D
R
）
に
て
採

択
〕、
「
IS
D
R
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」「
PP
P
防
災

イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」「
JI
C
A
防
災
協
力
方
針
」

「
J
I
C
A
中
南
米
地
域
事
業
実
施
方
針
」

「
JM
PP
」「
東
京
宣
言
」
等
と
の
整
合
性
に
つ

い
て
確
認
す
る
。

　
か
か
る
想
定
は
既
に
先
方
機
関

（
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
）
と
ほ
ぼ
共
有
さ

れ
て
い
る
。
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
的
及
び
名
称

に
つ
い
て
再
度
協
議
し
確
定
す
る
。

　
５
年
を
基
本
方
針
と
し
て

C
E
P
R
E
D
E
N
A
C
事
務
局
及
び
各
国

C
EP
R
ED
EN
A
C
と
の
協
議
で
確
認
す
る
。

　 　
プ
ロ
グ
ラ
ム
対
象
地
域
（
C
EP
R
ED
EN
A
C

メ
ン
バ
ー
６
か
国
）
に
つ
い
て
は
既
に
専
門

家
に
よ
り
非
公
式
に
合
意
済
み
の
と
こ
ろ
、

調
査
団
に
よ
る
最
終
確
認
を
行
う
。

調
査
結
果

　
現
在
策
定
中
の
中
米
防
災
10
か
年
計
画

は
、
W
C
D
R
で
の
兵
庫
宣
言
行
動
枠
組
み
、

IS
D
R
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
、
PP
P
防
災
イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ブ
な
ど
と
整
合
性
を
保
ち
つ
つ
、
構

成
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
で
き
た
。
ま
た

JI
C
A
中
南
米
地
域
事
業
実
施
方
針
、
JM
PP
、

東
京
宣
言
等
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を

確
認
し
た
。

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
と
の
協
議
に
よ

り
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
名
称
は
、「
中
米
防
災
体
制

強
化
協
力
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
で
合
意
し
た
。

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
と
20
06
年
か
ら

基
本
的
に
５
年
間
と
す
る
旨
合
意
を
得
た
。

　
６
か
国
を
対
象
と
す
る
旨
確
認
し
た
。

調
査
項
目

（
3）
プ
ロ
グ
ラ
ム
デ
ザ
イ
ン

の
妥
当
性
２

　
　（
世
界
防
災
の
潮
流
、
地

域
防
災
方
針
、
及
び
我
が

国
の
防
災
協
力
方
針
と
の

整
合
性
）

（
4）
名
　
称

（
5）
プ
ロ
グ
ラ
ム
期
間

（
6）
プ
ロ
グ
ラ
ム
対
象
地
域

現
状
・
検
討
事
項

　
プ
ロ
グ
ラ
ム
デ
ザ
イ
ン
が
、
世
界
防
災
の

潮
流
、そ
の
他
の
地
域
防
災
方
針
、及
び
我
が

国
の
防
災
協
力
方
針
と
整
合
し
て
い
る
か
に

つ
い
て
分
析
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

　「
中
米
広
域
防
災
体
制
強
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

を
想
定
し
て
い
る
。
現
況
必
要
と
さ
れ
る
中

米
防
災
の
取
り
組
み
は
、
多
元
的
（
科
学
研

究
、
社
会
開
発
、
経
済
開
発
等
）
か
つ
多
階
層

的
（
地
域
、
国
、
地
方
、
住
民
組
織
）
な
も
の

で
あ
る
。
組
織
化
や
協
働
体
制
の
確
立
が
重

要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て

取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

　
既
存
の
投
入
〔
本
邦
研
修
「
中
米
防
災
対

策
」（
20
05
～
20
09
）
や
個
別
専
門
家
「
中
米

防
災
実
施
体
制
強
化
」（
20
02
～
20
05
）〕
も

含
め
、
20
05
年
か
ら
20
09
年
ま
で
の
５
か
年

（
中
米
防
災
10
か
年
計
画
の
中
間
地
点
ま
で
）

と
想
定
す
る
。

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
メ
ン
バ
ー
６
か
国
を
対

象
と
す
る
。
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C
E
PR
E
D
E
N
A
C
中
米
防
災
10
か
年
計
画

の
目
標
・
成
果
・
指
標
に
つ
い
て
確
認
の
う

え
、
10
か
年
計
画
と
整
合
性
を
有
す
る
、
プ

ロ
グ
ラ
ム
目
標
、成
果
、指
標
に
つ
い
て
具
体

的
に
検
討
す
る
。

　
各
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
内
容
、実
施
時
期
、コ

ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
間
の
連
携
体
制
等
、

C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
と
協
議
を
行
い
先

方
と
合
意
す
る
（
ミ
ニ
ッ
ツ
署
名
予
定
） 。

対
処
方
針
案
（
調
査
事
項
、
申
し
入
れ
事
項
）

　
人
員
、
年
間
予
算
、
支
出
状
況
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了
後
の
持
続
性
確
保
の
た
め
の
予
算

確
保
の
見
通
し
等
に
つ
い
て
調
査
を
行
い
、

各
国
の
評
価
も
参
考
と
し
、
調
整
機
能
に
つ

い
て
評
価
を
行
い
、対
C
EP
R
ED
EN
A
C
協
力

方
針
に
つ
い
て
協
議
を
行
う
。

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
と
の
協
議
に
よ

り
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
標
は
、「
中
米
防
災
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
強
化
」
と
す
る
旨
合
意
し

た
。

　
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
形
成
す
る
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン

ト
（
投
入
要
素
）
と
し
て
は
、
①
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
強
化
（
広
域
協
力
技
プ
ロ
）
②
中
央
・
地

方
機
関
強
化（
本
邦
研
修
）③
防
災
を
考
慮
し

た
開
発
計
画
者
の
能
力
強
化（
在
外
研
修
）④

二
国
間
協
力
推
進
・
調
整
・
普
及
及
び
プ
ロ
グ

ラ
ム
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー （
広
域
専
門
家
）が

適
当
と
の
合
意
に
達
し
た
。

調
査
結
果

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
の
人
員
は
十
数

名
、
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
の
予
算
は
、
各

国
か
ら
の
拠
出
金
３
万
ド
ル
×
６
か
国
で
年

間
18
万
ド
ル
と
の
説
明
を
受
け
た
。

（
7）
プ
ロ
グ
ラ
ム
目
標
及
び

　
成
果

（
8）
プ
ロ
グ
ラ
ム
コ
ン
ポ
ー

　
ネ
ン
ト

２
．
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
体
制

調
査
項
目

（
1）
体
制
・
予
算

　「
自
然
災
害
に
強
い
社
会
づ
く
り
」
を
上
位

理
念
と
し
、「
総
合
的
地
域
防
災
体
制
の
強

化
」
を
目
的
と
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

１
．
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト「
（
仮
）コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
の
経
験
を
活
用
し
た
自
然
災
害
被

害
予
防
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
（
2
0
0
6
～

20
09
）
：
要
請
中

２
．
本
邦
研
修
「
中
米
防
災
対
策
フ
ェ
ー
ズ

Ⅱ
」（
20
05
～
20
09
）
：
実
施
中

３
．
第
三
国
集
団
研
修
「（
仮
）
市
民
防
災
と

災
害
対
策
」（
20
06
～
20
09
）
：
要
請
中

４
．
個
別
専
門
家
「
中
米
防
災
体
制
強
化
」

（
20
02
～
）
：
20
06
後
任
（「
プ
ロ
グ
ラ
ム

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」）
派
遣
予
定

現
状
・
検
討
事
項

　
中
米
地
域
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
広
域
技
プ

ロ
の
調
整
機
関
と
し
て
、 C
EP
R
ED
EN
A
C
事

務
局
が
総
括
・
総
合
調
整
を
担
い
、 各
国
間
と

の
調
整
、交
流
、
統
合
を
促
進
す
る
役
割
を
担

う
こ
と
か
ら
、
同
任
務
遂
行
に
十
分
な
体
制

が
整
っ
て
い
る
か
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。
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対
処
方
針
案
（
調
査
事
項
、
申
し
入
れ
事
項
）

　
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
、及
び
関
連
諸
機

関（
エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル
、コ
ス
タ
リ
カ
等
協
力

C
/P
機
関
）
と
協
議
を
行
い
、
本
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
通
じ
て
域
内
普
及
（
あ
る
い
は
第
三
国
専

門
家
と
し
て
活
用
）
が
可
能
か
ど
う
か
確
認

す
る
。

　
PP
P
事
務
局
、
EU
、
IS
D
R
、
国
際
赤
十
字

な
ど
を
対
象
に
、
①
JI
C
A
協
力
と
の
重
複
が

な
い
か
、
②
JI
C
A
協
力
と
の
連
携
の
可
能
性

が
あ
る
か
確
認
す
る
。
ま
た
、世
界
銀
行
等
他

ド
ナ
ー
の
過
去
の
類
似
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関

す
る
情
報
収
集
を
行
い
、
同
ノ
ウ
ハ
ウ
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
有
効
活
用
に
つ
い
て
確

認
・
検
討
す
る
。

調
査
結
果

　
実
施
中
の
協
力
の
成
果
を
本
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
な
か
で
活
用
し
た
い
と
の
要
望
が

C
EP
R
ED
EN
A
C
等
よ
り
表
明
さ
れ
た
。

　
E
U
か
ら
の
協
力
に
つ
い
て
、

C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
及
び
SI
C
A
事
務
局

よ
り
説
明
を
受
け
た
。
詳
細
内
容
に
つ
い
て

は
、未
定
の
模
様
で
あ
る
が
、双
方
よ
り
JI
C
A

協
力
と
連
携
す
る
よ
う
調
整
し
た
い
旨
表
明

さ
れ
た
。
ま
た
エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル
に
お
い
て

は
、
G
T
Z
が
行
っ
て
い
る
コ
ミ
ニ
ュ
テ
ィ
防

災
活
動
を
視
察
し
、
彼
ら
の
こ
れ
ま
で
の
活

動
の
経
験
や
情
報
の
提
供
を
依
頼
す
る
と
と

も
に
、
JI
C
A
か
ら
も
必
要
に
応
じ
情
報
等
を

提
供
す
る
方
向
で
協
力
を
進
め
て
い
く
こ
と

と
し
た
。
さ
ら
に
パ
ナ
マ
に
お
い
て
は
、 国
際

赤
十
字
を
訪
問
し
、
彼
ら
の
活
動
の
現
状
や

方
針
の
説
明
を
受
け
、
今
後
連
携
し
て
い
く

こ
と
が
望
ま
し
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

３
．
そ
の
他 調
査
項
目

（
1）
他
事
業
と
の
連
携

（
2）
他
ド
ナ
ー
協
力
等
と
の

　
調
整

現
状
・
検
討
事
項

　
実
施
中
の
各
国
二
国
間
協
力〔
例
；
エ
ル
サ

ル
バ
ド
ル
「
耐
震
強
度
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

（
技
プ
ロ
）、
ニ
カ
ラ
グ
ア「
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ

整
備
」（
開
発
調
査
）
等
〕
に
よ
る
成
果
を
、
本

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ
て
い
か
に
活
用
可
能
か

確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
を
通
じ
て
今
後
中
米
地

域
で
実
施
予
定
の
協
力
に
つ
い
て
内
容
を
確

認
す
る
と
と
も
に
、
連
携
の
可
能
性
検
討
や

調
整
等
を
行
う
必
要
が
な
い
か
確
認
す
る
必

要
が
あ
る
。
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C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
に
対
し
JI
C
A
の

「
人
間
の
安
全
保
障
」
及
び
「
C
D
」
の
考
え
方

に
つ
い
て
理
解
を
求
め
、
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
と

の
整
合
性
に
つ
い
て
確
認
す
る
。

　
日
本
・
中
米
サ
ミ
ッ
ト
「
東
京
宣
言
｣及
び

「
行
動
計
画
」
等
の
政
策
的
観
点
及
び
国
境
を

越
え
て
生
じ
る
災
害
対
策
と
い
う
技
術
的
な

観
点
か
ら
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
広
域
協
力
の
必

要
性
に
つ
い
て
、C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
に

確
認
す
る
。

　「
人
間
の
安
全
保
障
」
に
関
し
て
は
、
中
米

各
国
政
府
も
基
本
方
針
に
取
り
入
れ
て
お
り
、

本
プ
ロ
グ
ラ
ム
も
同
コ
ン
セ
プ
ト
に
基
づ
い

て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
認
識
し
て
い
る
旨
、

C
E
P
R
E
D
E
N
A
C
事
務
局
長
よ
り
回
答
が

あ
っ
た
。
ま
た
、
C
D
に
つ
い
て
も
先
方
よ
り

理
解
を
得
た
。

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
、
PP
P
事
務
局
、

SI
C
A
事
務
局
等
か
ら
は
、
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
実

施
が
「
東
京
宣
言
」「
行
動
計
画
」
等
の
政
策

的
観
点
や
各
国
の
技
術
を
相
互
に
活
用
し
、

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
す
る
こ
と
で
、
域
内
で
の

技
術
力
を
強
化
で
き
る
と
い
う
観
点
か
ら
も
、

広
域
に
よ
る
実
施
を
希
望
す
る
旨
発
言
が

あ
っ
た
。

（
3）
「
人
間
の
安
全
保
障
」
及

び
「
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
ー

デ
ィ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト

（
C
D
)」
の
視
点
と
の
整
合

性

（
4）
広
域
協
力
の
必
要
性

　
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
デ
ザ
イ
ン
と
「
人
間
の
安

全
保
障
」
及
び
「
C
D
」
の
考
え
方
と
の
整
合

性
に
つ
い
て
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
広
域
で
実
施
す
る
意
義

に
つ
い
て
、政
策
面
・
技
術
面
の
両
面
か
ら
調

査
を
行
い
、C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
と
確
認

す
る
必
要
が
あ
る
。
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対
処
方
針

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
的
や
取
り
組
み
の
主
題

（
中
央
か
ら
地
方
へ
の
技
術
移
転
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
レ
ベ
ル
で
の
防
災
啓
発
・
防
災
力
強
化
、

防
災
を
考
慮
し
た
地
域
地
方
開
発
の
強
化
）

を
踏
ま
え
、
パ
ナ
マ
案
件
名
へ
の
統
一
の
可

能
性
に
つ
い
て
先
方
機
関
と
協
議
す
る
。

　
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
に
、 地
域
的
防
災

分
野
の
優
先
課
題
の
考
え
方
に
変
更
が
な
い

か
、
ま
た
中
米
防
災
10
か
年
計
画
の
構
想
及

び
今
後
の
活
動
計
画
全
般
に
つ
い
て
確
認
す

る
。
各
国
防
災
機
関
か
ら
は
各
国
開
発
計
画

で
の
位
置
づ
け
に
係
る
情
報
を
収
集
す
る
。

調
査
結
果

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
と
の
協
議
に
よ

り
、
各
国
か
ら
要
請
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の

案
件
名
を
、基
本
的
に
、パ
ナ
マ
の
案
件
名
に

統
一
す
べ
き
と
の
結
論
に
達
し
た
。

　
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
等
よ
り
地
方
、 コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
分
野
の
重
要
性
が
説
明
さ
れ
た
。

現
在
策
定
中
の
中
米
防
災
10
か
年
計
画
は
、

３
つ
の
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト （
地
域
基
本
、分
野

別
、
国
別
）
に
分
か
れ
て
い
る
が
、
現
在
作
成

中
で
あ
り
、７
月
ま
で
の
案
作
成
、そ
の
後
調

整
等
を
経
て
20
06
年
12
月
末
に
完
成
予
定
と

の
説
明
を
受
け
た
。
各
国
の
防
災
計
画
も
同

様
に
作
成
中
で
あ
る
と
の
説
明
を
受
け
た
。

他
方
、各
国
防
災
機
関
と
の
協
議
に
よ
り
、 コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
分
野
で
の
協
力
を
希
望
す

る
旨
確
認
し
た
。

調
査
項
目

（
1）
名
　
称

（
2）
先
方
協
力
ニ
ー
ズ
と
の

　
整
合
性

現
状
・
検
討
事
項

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名
称
は
要
請
国
に
よ
っ
て

異
な
り
、
１
つ
の
広
域
案
件
と
し
て
名
称
が

統
一
さ
れ
て
い
な
い
。〔
パ
ナ
マ
要
請
書
例
：

（
和
）
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
経
験
を
活
用
し
た
自

然
災
害
被
害
予
防
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、（
英
）

In
te
gr
al
 P
la
n 
fo
r 
R
is
k 
M
an
ag
em
en
t 
to

D
is
as
te
rs
、（
西
）
Pl
an
 I
nt
eg
ra
l d
e 
G
es
tio
n

de
 R
ie
sg
os
 a
 D
es
as
tre
s N
at
ur
al
es
 e
n 
Pa
na
m
a

と
な
っ
て
い
る
。〕

　
20
05
年
１
月
に
開
催
さ
れ
た
防
災
世
界
会

議
で
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
レ
ベ
ル
で
の
防
災

力
強
化
が
今
後
の
世
界
レ
ベ
ル
で
の
防
災
活

動
の
優
先
課
題
の
ひ
と
つ
で
あ
る
と
さ
れ
た
。

現
在
策
定
中
「
中
米
防
災
10
か
年
計
画
」
で

は
、地
方
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
レ
ベ
ル
で
の
防
災

力
強
化
は
優
先
課
題
と
さ
れ
る
予
定
。
ま
た
、

各
国
開
発
計
画
に
お
け
る
位
置
づ
け
に
つ
い

て
も
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

２
－
２
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
経
験
を
活
用
し
た
自
然
災
害
被
害
予
防
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
仮
称
）（
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）
調
査
結
果

１
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
基
本
計
画
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３
年
を
基
本
方
針
と
し
、
本
技
プ
ロ
活
動

内
容
や
そ
の
他
条
件
（
中
米
防
災
10
か
年
計

画
の
活
動
計
画
、
他
ド
ナ
ー
実
施
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
計
画
）
を
確
認
の
う
え
、

C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
と
の
協
議
に
よ
り

確
定
す
る
。

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
等
と
３
年
を
基

本
方
針
と
す
る
旨
確
認
し
た
。

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
等
と
の
協
議
の

結
果
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
要
請
し
て
い
る
５

か
国
各
国
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
採
択
し
、
そ

れ
ぞ
れ
R
/D
を
結
び
、本
件
広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
を
実
施
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
の
結
論

に
至
っ
た
。
な
お
こ
れ
ま
で
要
請
が
提
出
さ

れ
て
い
な
い
ニ
カ
ラ
グ
ア
に
つ
い
て
は
、
今

後
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
を
通
じ
ニ
ー
ズ

確
認
等
を
行
う
予
定
。
ま
た
、

C
E
P
R
E
D
E
N
A
C
プ
ロ
グ
ラ
ム
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
の
派
遣
及
び
広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
実
施
拠
点
は
、
こ
れ
ま
で
の
日
本
の
協
力

の
実
績
、
国
際
及
び
地
域
防
災
関
連
機
関
事

務
所
の
設
置
状
況
、
中
米
に
お
け
る
中
米
各

国
の
位
置
づ
け
を
検
討
し
た
結
果
、
パ
ナ
マ

に
拠
点
を
構
え
る
こ
と
が
、
広
域
で
活
動
を

実
施
す
る
う
え
で
最
も
適
当
で
あ
る
と
の
結

論
に
達
し
た
。

（
3）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間

（
4）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
国

　
目
的
を
か
ん
が
み
た
う
え
で
、
ま
た
先
方

の
ニ
ー
ズ
も
踏
ま
え
適
切
な
期
間
の
設
定
を

行
う
。
現
段
階
で
は
先
方
か
ら
の
要
請
を
踏

ま
え
３
年
間
（
20
06
年
度
中
期
～
20
09
年
度

中
期
）
の
協
力
を
想
定
中
。

　
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、グ
ア
テ
マ
ラ
、エ
ル

サ
ル
バ
ド
ル
、
ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス
、
コ
ス
タ
リ

カ
、
パ
ナ
マ
の
５
か
国
の
要
請
を
取
り
ま
と

め
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
に
よ
り
提
出
さ

れ
て
い
る
の
で
、
こ
れ
ら
５
か
国
を
対
象
に

案
件
が
採
択
・
実
施
さ
れ
る
の
が
理
想
。
な
お

諸
条
件
を
か
ん
が
み
こ
れ
が
難
し
い
場
合
、

パ
イ
ロ
ッ
ト
（
数
か
国
）
の
選
択
作
業
が
必

要
。
ま
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
拠
点
（
総

括
・
調
整
に
係
る
物
理
的
拠
点
：
専
門
家
後
任

派
遣
先
国
）
を
ど
こ
に
す
る
か
、

C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
の
あ
る
グ
ア
テ
マ

ラ
or
こ
れ
ま
で
の
広
域
協
力
拠
点
で
あ
る
パ

ナ
マ
か
検
討
が
必
要
。

案
１
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
５
か
国
の
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
を
採
択
し
、
そ
れ
ぞ
れ
R
/D
を
結

び
、
本
件
広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す

る
。
た
だ
し
、
R
/D
を
締
結
す
る
各
国
に
お

い
て
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
PP
）
等

の
具
体
的
事
業
を
必
ず
し
も
実
施
す
る
も
の

で
は
な
い
た
め
、
ミ
ニ
ッ
ツ
若
し
く
は
R
/D

の
な
か
で
そ
の
旨
言
及
し
、
事
前
に
日
本
側

の
リ
ス
ク
を
回
避
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。

案
２
：
本
プ
ロ
形
の
な
か
で
PP
実
施
の
必
要
性

と
妥
当
性
を
確
認
し
、
そ
の
内
容
、
実
施

国
、
関
連
国
へ
の
普
及
方
法
な
ど
を
検
討
し

た
う
え
で
、
PP
実
施
対
象
国
の
み
採
択
と

R
/D
の
締
結
を
行
う
。

　
な
お
、
両
案
と
も
に
、
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務

局
及
び
関
係
各
機
関
と
十
分
か
つ
慎
重
に
協

議
・
検
討
す
る
。

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
拠
点
（
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
専
門
家
派
遣
先
）
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま

で
の
実
績
、
パ
ナ
マ
の
防
災
地
域
拠
点
の
位
置

づ
け
（
東
京
宣
言
）、
他
防
災
関
係
機
関
事
務
所

の
存
在
等
に
よ
り
グ
ア
テ
マ
ラ
よ
り
パ
ナ
マ
が

有
力
視
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
関
係
者
と
の
協

議
の
う
え
、
同
妥
当
性
に
つ
い
て
確
認
す
る
。
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対
処
方
針

　
共
通
の
枠
組
み
（
自
然
災
害
全
般
を
対
象
、

防
災
教
育
も
含
む
各
種
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災

事
業
を
対
象
と
す
る
）に
つ
い
て
確
認
し
、自

然
災
害
の
種
類
や
活
動
範
囲
に
つ
い
て
は
各

国
に
よ
り
設
定
可
能
で
あ
る
旨
、

C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
及
び
各
国
関
係
機

関
へ
説
明
・
協
議
の
う
え
、
合
意
す
る
。

　
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
と
協
議
を
行
い
、

内
容
に
つ
い
て
合
意
す
る
。

調
査
結
果

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
と
の
協
議
に
よ

り
広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
の
目
標
は
、「
中

米
の
人
間
の
安
全
保
障
に
資
す
る
た
め
の
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
レ
ベ
ル
災
害
予
防
能
力
向
上
」

と
し
、各
国
レ
ベ
ル
に
お
い
て
は
、こ
れ
ま
で

の
取
り
組
み
（
例
：
グ
ア
テ
マ
ラ
火
山
等
）
を

中
心
に
行
っ
て
い
く
こ
と
が
適
当
と
合
意
し

た
。

　
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
と
の
協
議
に
よ

り
、
当
方
案
を
以
下
の
と
お
り
若
干
修
正
し

た
。

１
．
中
米
域
内
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
能

力
が
強
化
さ
れ
る
。

２
．
域
内
各
国
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
住
民
レ
ベ

ル
で
の
災
害
予
防
知
識
が
増
加
す
る
。

３
．
中
米
域
内
に
お
い
て
C
EP
R
ED
EN
A
C
が

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
技
術
関
連
情
報
の
収

集
・
発
信
基
地
と
し
て
機
能
す
る
。

４
．
域
内
各
国
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
に

関
す
る
人
･技
術
・
情
報
の
交
流
や
協
働
体

制
が
強
化
さ
れ
る
。

　
た
だ
し
、
詳
細
に
つ
い
て
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
開
始
前
の
事
前
調
査
で
再
度
確
認
す
る
こ

と
と
し
た
。

調
査
項
目

（
5）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

（
6）
成
果
（
地
域
共
通
）

現
状
・
検
討
事
項

　「
各
国
で
の
国
－
地
方
自
治
体
－
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
間
の
有
機
連
携
を
通
じ
た
自
然
災
害
に

対
す
る
予
防
手
法
が
確
立
し
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
レ
ベ
ル
で
の
災
害
対
応
力
が
向
上
す
る
」

と
要
請
さ
れ
て
い
る（
な
お
、グ
ア
テ
マ
ラ
で

は
火
山
に
よ
る
災
害
を
重
視
、
コ
ス
タ
リ
カ

で
は
防
災
教
育
を
重
視
し
た
協
力
が
要
請
さ

れ
て
い
る
）。

「
１
．
中
米
域
内
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
手

法
が
強
化
さ
れ
る
。

２
．
域
内
各
国
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
住
民
レ
ベ

ル
で
の
災
害
予
防
知
識
が
向
上
す
る
。

３
．
中
米
域
内
に
お
け
る
C
EP
R
ED
EN
A
C
の

関
連
情
報
発
信
基
地
と
し
て
の
役
割
が
増

大
す
る
。

４
．
域
内
各
国
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
に

対
す
る
交
流
や
協
働
体
制
が
強
化
さ
れ

る
」と
要
請
さ
れ
て
い
る
。
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対
処
方
針
案
（
調
査
事
項
、
申
し
入
れ
事
項
）

　
広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
の
運
営
実
施

体
制
の
確
認
、
及
び
各
国
協
働
実
施
体
制
の

具
体
的
構
想
（
関
係
機
関
の
整
理
及
び
各
役

割
）に
つ
い
て
確
認
し
、妥
当
性
に
つ
い
て
協

議
・
確
認
す
る
。

対
処
方
針
案
（
調
査
事
項
、
申
し
入
れ
事
項
）

　
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
及
び
各
国
防
災

機
関
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
確
認
す
る
。

調
査
結
果

　
C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
が
総
括
・
総
合
調

整
を
担
う
こ
と
を
確
認
し
た
。
各
国
の
関
係

機
関
の
整
理
・
役
割
に
つ
い
て
は
、事
前
調
査

時
に
詳
細
を
調
整
す
る
こ
と
と
す
る
が
、
必

要
に
応
じ
引
き
続
き
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務

局
及
び
各
JI
C
A
事
務
所
よ
り
必
要
な
情
報
収

集
を
行
う
。

調
査
結
果

　
広
域
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
担
当
す
る
個
別
専
門

家
の
早
期
派
遣
、
広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関

し
て
は
、
20
05
年
度
中
に
採
択
の
是
非
を
通

知
し
、
そ
の
後
事
前
調
査
団
を
派
遣
し
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
詳
細
内
容
に
つ
い
て
調
整
す
る

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
望
ま
し
い
こ
と
を
確
認
し

た
。

調
査
項
目

（
1）
体
　
制

３
．
そ
の
他 調
査
項
目

（
1）
今
後
の
実
施
ス
ケ

　
ジ
ュ
ー
ル
の
確
認

現
状
・
検
討
事
項

　
中
米
地
域
レ
ベ
ル
で
の
実
施
体
制
と
し
て
、

C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
が
総
括
・
総
合
調
整

を
担
い
、
各
国
間
の
調
整
、
交
流
、
統
合
を
促

進
す
る
。
各
国
ご
と
に
多
機
関
連
携
に
よ
る

協
働
実
施
体
制
が
必
要
と
さ
れ
る
。
各
国
の

関
係
機
関
は
①
中
央
防
災
機
関
、
②
そ
の
他

中
央
機
関
（
気
象
庁
、
住
宅
省
、
環
境
省
、
各

国
地
質
研
究
所
な
ど
）、
③
地
方
自
治
体
で
あ

り
、
各
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
責
任
範
囲
に
つ

い
て
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

現
状
・
検
討
事
項

　
20
06
年
度
上
半
期
事
前
評
価
団
派
遣
予
定
、

20
06
年
度
下
半
期
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
予
定
。

な
お
、採
択
済
み
の
専
門
家
後
任 （
プ
ロ
グ
ラ

ム
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
）
は
20
06
年
度
早
期

派
遣
予
定
。

２
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
体
制
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対
処
方
針

　
先
方
に
本
第
三
国
集
団
研
修
の
目
的
を
含

め
た
各
プ
ロ
グ
ラ
ム
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
の
投

入
目
的
を
再
確
認
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
本

案
件
形
成
に
か
か
わ
っ
て
き
た
大
場
企
画
調

査
員
を
含
め
、C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
と
協

議
す
る
。

　
R
/D
署
名
及
び
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に

つ
い
て
は
、C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
と
確
認

を
行
う
。

調
査
結
果

　
今
回
の
調
査
結
果
に
基
づ
き
、
２
月
中
旬

に
実
施
予
定
で
あ
る
セ
ミ
ナ
ー
等
で

C
EN
A
PR
ED
の
合
意
を
得
る
必
要
が
あ
る
旨

C
EP
R
ED
EN
A
C
事
務
局
と
確
認
し
た
。

調
査
項
目

（
1）
プ
ロ
グ
ラ
ム
コ
ン
ポ
ー

　
ネ
ン
ト
と
し
て
の
妥
当
性

２
．
そ
の
他

（
1）
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

　
の
確
認

現
状
・
検
討
事
項

　
プ
ロ
グ
ラ
ム
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
と
し
て
、

本
邦
研
修
と
第
三
国
研
修
が
想
定
さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
両
研
修
の
役
割
分
担
（
デ
マ

ケ
ー
シ
ョ
ン
）に
つ
い
て
確
認
す
る
。
な
お
現

在
の
構
想
で
は
、
本
邦
研
修
は
中
央
防
災
機

関
と
地
方
自
治
体
と
の
２
階
層
間
連
携
強
化

を
、
一
方
の
第
三
国
集
団
研
修
は
科
学
技
術
・

研
究
機
関
と
行
政
機
関
、
市
民
団
体
等
と
の

多
次
元
間
連
携
強
化
を
目
的
と
し
て
い
る
。

　
本
調
査
結
果
に
基
づ
き
案
件
実
施
妥
当
性

が
確
認
さ
れ
、
案
件
採
択
と
な
る
場
合
に
は
、

メ
キ
シ
コ
事
務
所
と
研
修
実
施
機
関

（
C
EN
A
PR
ED
）、
及
び
C
EP
R
ED
EN
A
C
事

務
局
と
で
R
/D
を
締
結
す
る
こ
と
が
望
ま
れ

る
。
追
加
確
認
事
項
等
が
出
て
き
た
場
合
は
、

C
EP
R
ED
EN
A
C
、
メ
キ
シ
コ
政
府
、
日
本
の

３
者
間
で
継
続
検
討
可
能
な
よ
う
に
、

C
E
PR
E
D
E
N
A
C
事
務
局
と
確
認
す
る
必
要

あ
り（
日
本
側
と
の
調
整
に
つ
い
て
は
、 大
場

企
画
調
査
員
及
び
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
個
別
専

門
家
を
通
じ
て
行
う
）。

２
－
３
　
市
民
防
災
と
災
害
対
策
（
メ
キ
シ
コ
第
三
国
研
修
）
調
査
結
果

１
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
基
本
計
画

　
本
邦
研
修
で
は
、
中
央
・
地
方
の
行
政
担
当

者
を
対
象
に
、
主
に
コ
ミ
ュ
ニ
ィ
テ
ィ
防
災
手

法
を
学
ぶ
研
修
を
実
施
し
、
メ
キ
シ
コ
に
お
け

る
在
外
研
修
は
、
中
央
・
地
方
の
技
官
を
は
じ

め
と
す
る
行
政
担
当
者
を
対
象
と
し
て
、
ミ
チ

ゲ
ー
シ
ョ
ン
手
法
を
含
む
総
合
的
防
災
対
策
を

学
ぶ
研
修
と
す
る
。
研
修
員
間
の
有
機
的
連
携
・

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
が
重
要
で
あ
る
た
め
、

本
邦
・
在
外
研
修
の
前
後
に
C
E
PR
E
D
E
N
A
C
の

イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
下
に
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を

行
う
こ
と
が
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
目
標
達
成
に
対
し

有
効
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
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４．調査団各種協議議事録

日時等

日時：2006 年１月 23 日（月）10:00 ～ 11:00

場所：JICA グアテマラ事務所

出席者

JICA 事務所：三澤主席駐在員、坪井職員、服部企画調査員

調査団：大井団長、大野、荒木田、堀、中根、藤原、八木

討議内容

　調査団より今回の対処方針について説明を行い、以下のとおり質疑応答があった。

（1）中米広域防災プログラムコーディネーター赴任国について

　CEPREDENACはトップの交代により組織の意見が変わるなど、信頼性が低いものの、

CE P R E D E NA C から正式に要請を受けているのであれば、常駐場所としては現在

CEPREDENACの事務局のあるグアテマラが好ましいのではないか。パナマに専門家の拠

点を置くのであれば、PPP防災イニシアティブ事務局などの多くの防災機関がパナマにあ

り中米防災全体の調整がしやすいなどの判断根拠、位置づけを整理すべきであると思う。

（三澤）

　専門家の位置づけ（協力の対象）は何か？　広域協力に関する専門家は既にメキシコ、

エルサルバドルに企画調査員が赴任している。事務所として広域防災専門家を活用するた

めには、他の広域専門家派遣時の反省を生かし、広域防災専門家の位置づけや役割を明確

にし、周辺国にそれを周知する必要がある。従来プロ形調査はミニッツを結ばなかった

が、調査のフォローを確実に行うためにもミニッツを作成し議事を残すことが望ましい。

（坪井）

（2）グアテマラの防災ニーズについて

　グアテマラは極めて貧困の度合いが高く、インフラ整備を行う際に防災の観点を取り込

む余裕は全くない。スタンによる被害がその例である。よって、災害を予防的に回避する

ことなく構造物を造ってしまい、結果、構造物が被災してしまうことがある。そのような

ことから、河川洪水対策、地震対策、地滑り対策などを国土整備計画に反映させる専門家

派遣やプロジェクトはニーズがあるのではないかと思っている。（三澤）

（3）投入について

　なぜ広域という形態をとり、堀専門家の広域コーディネーターとプロジェクトに分け活

動する予定なのか。広域でなく二国間協力の方が確実に成果を出すことができて、望まし

いのではないか。（三澤）

　（中米）広域協力を実施することのメリット・デメリットを整理する必要があるのではな

いか（月末にコスタリカで駐米大使会議が開催され、そのなかで広域プロジェクトの整理
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がなされるという予定を受け）。技術協力の立場から広域協力をすることで技術的効果的メ

リットが存在することを明確に示してほしい。特に、専門家１人が動くことで投入的に効

率的だといわれるが、事務所のロジ支援を含めればそのようなことはなく、成果のうえで

メリットがあることを明確にすることが望まれる。（坪井）

（4）その他

　グアテマラではGTZが過去にコミュニティ防災に関する協力を数多く実施していたと思

うが、この現場を視察できないか。特に終わった案件について活動が持続的に継続してい

るかどうか知りたい。成功であっても失敗であっても、この知見を今後に生かしていけれ

ばよいと思っている。（大井）

　来年度は災害無償の枠が250億円分用意される予定であり、対象国も草の根無償対象国

まで広げられるということである。もし、この枠を使うにふさわしい協力案件についても

なるべく多くの情報を収集して持ち帰りたいので、検討してほしい。スタンの災害復旧な

ども適当であろう。（大井）
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日時等

日時：2006 年１月 23 日（月）11:30 ～ 12:30

場所：グアテマラ日本大使館

出席者

日本大使館：四之宮大使、山内二等書記官

JICA：大井団長、三澤主席、大野、荒木田、堀、中根、藤原、八木

討議内容

　調査団より調査の目的など説明等のあと、大使より以下の発言があった。

（1）グアテマラの防災について

・　グアテマラの防災の対象は、火山、地震、ハリケーンがまずあげられる。ハリケーン

については、南に進路をとるものは少ないが、近年襲来数は増えており、その対策の重

要性が増している。

・　グアテマラにおける防災対策は２次的要素が強い。それはグアテマラが非常に貧困で

あるため、防災対策に対する財政負担は最小限にならざるを得ないからである。グアテ

マラにはまだ防災対策を実施するための体がしっかりとできていないと思っている。

・　ハリケーン・スタンが来襲した際、グアテマラ防災機関の初動体制（支援の受入準備

やボランティアの整理など）は非常によかったと世界から評価されたと聞いているが、

不十分な点も多い。過去グアテマラで災害が発生した際には、日本の取り組みが盛んに

報道されることもあり、日本が防災対策の手本になっていることは間違いなく、関心が

あるのは確かだと思うが、グアテマラで防災体制を構築していくことには困難が伴うと

思う。

・　以前ペルーで大きな地震があった際、第一報は日本からのものであった。地震観測体

制の構築や情報の伝達・活用技術などは日本などの先進国に一日の長があり、こういっ

た技術構築を途上国に求めるのは難しく、その国の科学技術の発展に合わせた支援が必

要不可欠である。

（2）広域プロジェクトについて

・　特定の国（バイ）でやろうとするプロジェクトを３～４か国に広げて（広域プロジェ

クトとして）実施しようと考えたとき、予算総額を変えなければ１国当たりの投入量は

大幅に減ることになり、支援内容の消化不良を起こすのではないかと思う。しっかりと

プロジェクトの成果が出るように、支援規模を調整すべきであろう。広く薄くではな

く、予算を拡大し、投入を増やしてしっかりと対応すべきではないか。また、日本側の

事情だけではなく、援助を受ける側にとっても援助を受けた感覚をもてないのではない

か。

・　｢広域協力｣という言葉は美しいが、各国には違った事情があること及び相手国の立場

からは広域で協力することによりバイで協力するより日本のインプットが減少すると考

えられることから、自分としては必ずしも｢広域協力｣に全面的賛成ではない。
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・　防災は各国の発展に応じた対策が考えられる。グアテマラは過去地震を被災し首都移

転をすることで対応することとなったが、非常事態省（Ministry of Civil Defense）の強

化（防災計画の策定）、予警報体制の構築、避難活動、インフラ整備など、取り組むべき

対象は多い。このなかで、その国の事情に応じて、最低限その国で押さえておかなけれ

ばならない対策は何で、日本が支援すべき課題は何かというポイントを押さえておく必

要があるのではないかと考えている。

　以上を受け大井団長より次の回答を行った。

（3）日本の支援について

・　日本はどの分野であっても支援をすることはできるが、どの分野でやるべきという立

場にはない。途上国のことは途上国自身最もよく理解しており、それを尊重することが

重要である。

・　しかし日本がまず何をすべきかといわれれば、リスクのアセスメント、ハザードマッ

プの作成、予警報システムの構築やコミュニティなどが防災世界会議でも優先分野であ

ると認識されており、これらをベースに支援内容を検討したい。

・　具体的な活動については、中米地域防災計画（2006 － 2015）の中身を確認し、議論

したいと考えている。

（4）CEPREDENAC の役割について

　中米で実施している各種プロジェクトの経験や内容を把握し、域内で共有・活用するこ

とで、各国が効果的な防災対策を打てるような支援活動を実施できる機関となるべきであ

る。



－ 92 －

日時等

日時：2006 年１月 23（月）14:00 ～ 17:00

場所：CEPREDENAC 事務局

出席者

CEPREDENAC：Mr. David A. Smith Wiltshire (Secretario Ejecutivo)、Mr. Rafael Bonilla

(Coordinador Proyecto PRRD)、Ms. Leticia Álvarez Echeverría (Directora de Cooperacion

Internacional y Proyectos)

日本側：調査団、服部企画調査員、アントニオ（ローカルスタッフ）

討議内容

　先方 Rafael 氏により PRRD（中米地域防災計画 2006 － 2015）について説明があった。その

要旨は以下のとおり。

（1）スケジュール

　2006年１月よりPRRD案の細部を詰め、７月に中米防災関係者を集めワークショップを

開催する予定。このワークショップの結果を踏まえ、12月に理事会で承認を得られるよう

最終的な調整を行う。

（2）成果品について

　2006 年 12 月に完成するべき成果品は、① PRRD、② CEPREDENAC Institutional Plan

(2006-2008)である。

　②は①を基につくられるものであるので、①の議論の流れに②の策定も影響を受ける。

それゆえ、途中見直しがあり得ると考えている。なお、CEPREDENAC は年度計画（Plan

for Annual Operation）も有しているが、①と②の影響を受けるため、同様に年度途中での

見直しが考えられる。さらに、PRRD国家計画の作成は国により進捗状況が異なり、2006

年 12 月までにすべての国で完成するとは限らない。

（3）PRRD (2006-2015)の策定手順について

　第２次 PRRD (2006-2015)は、第１次 PRRD (2000-2004)を基に「Mitch+5 レビュー」の

結果等を参考に作成されている。第１次の実施状況を評価し、リスク管理、各国及び地域

の情報、その情報収集メカニズム、財政メカニズムといったキーワードが含まれるよう２

次計画を策定中である。
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日時等

日時：2006 年１月 24 日（火）16:00 ～ 17:15

場所：CONRED（Coordinadora Nacional para la Reducción de Desastres）

出席者

CONRED：Mr. Hugo Rene Hernandez (Secretario Ejecutivo)、Mr. Miguel E. Cotero Q. (Subsecretario

Ejecutivo)、Mr. Eber O. Garcia (Gerente de Educacion)、Mr. (Ing.) Otto Rene Galicia (Gerente de

Riesgo)、Mr. Ovidio Garcia (Gerente de Operaciones)

JICA：大井団長、三澤主席、大野、荒木田、堀、中根、藤原、服部、八木

討議内容

　双方あいさつののち、以下のとおり意見交換を行った。

（1）外助の必要性について

　グアテマラには、多文化、他民族、多言語が存在し、多様な問題を抱えている。そのよ

うななか、ハリケーン・ミッチから、スタン、フエゴ火山まで多様な災害も抱えており、

政府当局はこれらの解決のために努力はしているものの、JICAの協力を引き続き仰ぎたい

と思っている。特に、日本の防災意識の高さには非常に関心をもっており、どのようにし

て意識を高めることに成功したのかという事例を引き続き学んでいきたく、防災研修への

参加など、引き続き実施してほしい。また、フエゴ火山を対象としたプロジェクトも検討

していただいていると聞いており、非常に感謝している。

（2）CONRED の経験について

　火山に関する取り組みはグアテマラ特有のものであると認識している。そういう意味

で、国家計画に火山防災対策の内容を取り込み、検討し、その対策を実施して得られた知

見を、中米域内に普及させていくということができればよいと考えている。

（3）日本の支援方法について

　他ドナーは既に固まっているプランを被援助国側に押し付けてくることが多いが、今回

の日本の支援はコミュニティベースでニーズ（予警報・避難活動など）を発掘し、プロジェ

クト化し提案してきているもので、我々のニーズと一致しており、非常に実施が望ましい

プロジェクトであると考えている。

（4）JICA に協力してほしいプロジェクトについて

　総合的な火山対策技術の育成・普及をしてほしい。特に観測体制の強化、早期警戒態勢

の構築、人材の育成、危機管理プラン作成など、科学的な立場から技術の確立のためのシ

ナリオを作りたい。

（5）その他

・　長年観測することにより、火山噴火の癖を見抜き、噴火予測ができるようになるが、
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そのような観測体制や火山を観測している人物はいるか？（荒木田）⇒観測は気象庁が

実施しており、そこには火山噴火と火山ガスの専門家がいて、ハザードマップやリスク

マップの作成を実施しているが、十分ではないと認識している。

・　ハザード地域における平時の開発規制や警戒時の立ち入り規制はあるか？⇒具体的な

土地利用規制はない。これは民間の土地が多いことと規制が浸透しないことにある。ま

た、立ち入り規制のプロトコールはあるが、防災意識の低さから守られないのが現状で

ある。

・　火山に関する研修希望はあるか？⇒防災研修のなかに火山のテーマを加えてほしい。

技術的な情報を得たらそれを住民にどう知らせ、どう利用していくかという観点からの

研修が望ましい。
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日時等

日時：2006 年１月 25 日（水）9:00 ～ 15:00

場所：CONRED 会議室

出席者

CEPREDENAC、グアテマラ、コスタリカ、ホンジュラス各国防災担当者

JICA：大井団長、大野、荒木田、堀、大場、中根、藤原、服部、アントニオ、八木

討議内容

　コスタリカ、ホンジュラスより、各国のニーズの説明及び要請内容の説明があった。以下そ

の概要。

（1）コスタリカ要請内容について

　まず、これまでの研修が非常に役立っていることについて感謝及び協力の継続要請につ

いて表明があった。

①　都市部（既に成果があがっている）：サンホセ市

・教育（啓発、研修）：教育指針の作成（生徒、先生）、リスク教育⇒種の成長：人材

⇒普及

・調整：機関間の連携

・インフラ整備（ミチゲーション）：消火栓の設置、地滑り防護壁

②　地方部（今後の課題）：7市町村

・①の成果の普及

・研修（人材育成事業）：研修員のフォローアップを含む

・民間、NGO、各種委員会をコーディネートし、参加を促進⇒普及

・資金の確保

・コミュニティの組織化、意見集約、事業化

・自助への変革

③　人材キャパシティー強化

・人材育成：行政、都市･地方住民など（フォーマル、インフォーマル）

④　関係機関の強化

・地方自治体能力、コミュニティ能力の強化（当事者意識醸成）

・組織体制強化（責任意識）

・災害管理－災害発生時対処体制

⑤　知識技術の移転（グッドプラクティスの共有）

・各国、各機関、各自治体のノウハウを共有し、効率的な知識普及及び防災体制の構

築

・情報受入先の能力強化（地域の事情に合致するよう、各地域が自ら情報を活用し、

事業化）
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（2）ホンジュラス要請内容について

①　国内状況説明

　国内のリスク管理環境に変化があり、過去対象は自然災害に対する事後対応のみで

あったが、防災の観点が加わった。IDBのコミュニティ防災融資（50万ドル）やスペイ

ン（９万 5,000 ドル）の市民防災機器の設置協力などがその変化を表している。

②　要請内容

・専門家の養成（気象･地滑り分野：大学･大学院レベル）

・民間を含めた危機管理人材の育成

（3）質疑応答

・研修の重要性

研修に行って、見て⇒考え方に変化が生じ⇒やり方が変わった。

問題意識をもち、行政に生かすようになった（モチベーションの上昇）。

他地域、他分野の研修員とのつながりが生まれ、そこから新たな知識を得られるように

なった。

スペイン語での研修はうれしいが、開催時期はできれば３～４月がよい。

参加者調整をCEPREDENACの業務としてほしい。

民間人の参加も認めてほしい。

第三国（域内：自国の状況に近い）の現場視察をしたい。

研修の流れについて

　選抜（選抜基準の明確化、目的目標の明確化）

　事前研修

　本邦研修

　フォローアップ

・ボランティアの活用

政府→ボランティア→住民　といったように効率的な緊急時対応が可能になりつつある。

・教材の普及

住民の理解支援になる。生徒への危機情報の提供、教師教育

子どもから親への伝達効果

教材作成ノウハウの共有

・CEPREDENAC 機能強化

CEPREDENACの機能として情報の蓄積、活用、配分、共有、指導を強化、情報ファシ

リテート機能強化

※東北支部実施 EPQI 研修（コスタリカ広域研修）を参考にするとよい。（大場）

（4）その他

　中米には各国の多様性がある

ミッチ：ニカラグア、グアテマラ、ホンジュラス

地震：ニカラグア、コスタリカ、エルサルバドル

洪水：各国
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荒廃地土石流：各国（不適切土地利用）

　中米 ATLAS を活用するためのワークショップ必要

何のためのだれのための地図なのか、使い方の知識技術が浸透していない。

情報を作成した機関で情報が止まり、末端まで伝わっていない。
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日時等

日時：2006 年１月 26 日（木）10:00 ～ 12:00

場所：エルサルバドル総務省

出席者

Mr. René Figueroa（大臣）、Mr. Astor Escalante（市民安全担当副大臣）、Ms. Silvia Aguilar（総務

担当副大臣）、Mr. Yuri Romano（Director de Planificación）、Mr. Mauricio Ferrer（市民防災局

長）、Mr. Antonio Arenas（SNET 所長）

JICA：大井団長、高橋主席、荒木田、堀、中根、細川、藤原、八木、サンドラ

討議内容

　双方あいさつののち、団長より本調査の目的及び日程等について説明し、エルサルバドル国

総務大臣及び関係者より以下の意見が述べられた。

（1）防災全般について（大臣）

・　防災に関しては、中央からだけではなく、コミュニティレベルとともに取り組んでい

くべきである。

・　ハリケーン・スタンなど災害は１か国だけではなく、複数国家にまたがり影響を及ぼ

すものである。こういったことに対処するためには、隣国と協力して広域的に取り組む

ことが望ましい。中米統合、社会統合だけではなく、防災対策も同様である。

・　PRRD10 か年計画に基づく国家計画づくりについては、現在進行中であり、近日中に

PRRD案に対する意見書をCEPREDENACに提出する予定である。なお、地域計画であ

る PRRD への反映作業のあとに国家計画を策定することとなる。

・　上記計画策定に際しては、総務省は最大限の努力をしていく。

（2）市民防災について（市民防災局長）

・　1997年から市レベルでの活動を行っている。実際に活動を展開していくことは難しい

が、その必要性は常に感じている。

・　JICAに申請中のプロジェクトは、５人の帰国研修員が中心になってまとめたものであ

る。

・　JICAで受講した研修により、防災プロジェクトの必要性を感じ、現在270の市町村で

防災計画を策定し、防災研修を実施する予定でいる。他ドナーの協力も仰ぐ予定でいる

が、JICA にもこのコミュニティへの普及面で協力してほしいと思っている（20 市程

度）。

・　予防・減災活動のために地政学的要因の配慮も考え、ハザードアトラスの作成を行っ

た。地域の受入態勢が整うことで、防災力が強化されることになる。

・　プロジェクトサイトの選定に際しては、県知事とも連絡をとりつつ、地域内でリスク

の高いところを優先して検討したい。
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（3）SNET 業務について（SNET 所長）

・　2001 年に IDB のジャパンファンドで調査され、その後設立された。

・　市民防災を実施するうえで科学的な裏づけが必要であると認識している。特に、2001

年に発生した地震に関係するワークショップを開催した際に、研究の必要性が求めら

れ、2004 年にラボ（安全でローコストの住宅の研究と普及）ができていることからも明

らかである。

・　中米大学とともに実施しているマイクロゾーニングプロジェクトの成果については、

どう活用するかの手法の検討をしているところである。

・　アトラスプロジェクトの成果であるハザードマップの作成とデータベース化及び活用

については、技術的なひとり立ちを急ぎたいと思っている。

・　域内で防災力強化に資するべく、必要に応じて第三国研修などの実施を行うなどの協

力もしたい。

（4）行政－コミュニティについて（副大臣）

・　コミュニティに近いところで行政活動が行われることが望ましい。

・　災害時の被害を減らすために市町村に警報を鳴らし、避難活動を実際に行うために

は、コミュニティの体制強化が必要であり、そのためには研修などの実施が必要であ

る。

・　研修に際しては、我が国には耐震プロジェクトや SNETの施設もあり、様々な施設の

活用も考えられるし、ハザードマップの活用も検討できる。

　大臣、副大臣退出

（5）プロジェクトについて（市民防災局長）

・　2001 年のエルサルバドル地震以降、市町村とのコネクションが強くなった。

・　そのようななか、４県（ラ・パス、サン・ビセンテ、クスカトラン、ラ・リベルタ）

は特に地勢学的、社会経済的にも脆弱で、地震の被害も大きく、IDBのファンドにより

市民の防災訓練、及び市レベルでの防災計画を作成するため、30市町村を選択し、まず

市民防災プロジェクトを実施した。今年も15市町村選択し、プロジェクトを継続してい

る。

・　同様のプロジェクトを、USAID（30）、EU（12：アウアチャパン県）、CARE（４：

ラ・パス県）、サウスコマンドー（14：ウスルタン県）、PPP（５：申請中）等が実施し

ており、2009 年までに 262 に及ぶ全市町村で実施する予定である。この計画のなかで

JICAにも 20 市町村を実施してもらいたいと思っている。特に対象となる都市は、ラ・

ウニオン県（フォンセカ湾）、サンタ・アナ県、ウスルタン県、ソンソナテ県であり、こ

のなかでの市町村の選択については、SNETのハザード情報を基に知事と市町村長と後

日調整して決定することとなる。

（6）スタン台風の教訓（市民防災局長）

・　上記のとおり、市町村で防災計画を策定しているところであるが、市町村で準備が
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整っているところは対応が早かった。進捗状況に差があり、対応に差が生じたことは否

めない。そのためにまず、計画策定を急ぎたい。また、最も効果があり必要なのは、土

地の利用規制だと考えている。防災の観点からいうと、土地利用規制がうまくいけば、

防災活動はうまくいく。

（7）早期警戒システム（SNET）

・　鉄砲水については、都市部、村落ともに非常に脆弱である。

・　ハリケーンの動きはとても早く、警報を出すのが難しい。普段の観測により、気候変

動の予測や、レーダーや雨量強度観測による日常の予報も重要である。

・　将来的には大規模な予測システムを導入したいが、まずサンサルバドル市を対象とし

た小さいレーダー観測システムを導入し、システムの運用方法を学習したい。また、雨

量観測は重要であるが、機材の故障や絶対的な機材の不足から、これについても支援し

てほしい。

・　学習したことを維持することは難しいことから、定期的な研修も行ってほしい。

・　緊急時のオぺレーションとコントロールが重要である。市町村の災害時に対策本部を

設置するなどのオペレーション方法はあるが改善（リスクマップの作成、無線、PCの設

置など）を検討している。

・　衛星システム、土壌水分観測、雨量レーダー観測などが可能になれば、地滑りに対す

る予測もできるようになるので、安全性が向上することとなる。

・　洪水：５流域（レンパ、パス、ヒボア、サンミゲル、ゴアスコラン）に早期警報シス

テムがある。水位観測所は 30 か所あるが、70％程度の観測所で問題がある。

・　地滑り：前期降雨を考慮したシステムがある。

・　洪水も地滑りも、時間・雨量の経過に伴い、危険区域が刻々と表示される。

（8）域内協力について（COEN）

・　広域で物事を見て、適切なアドバイスやコンサルテーションをすることは非常に重要

である。

・　どこにニーズがあるのかを的確に判断し、ニーズに合った投入を行うことも必要であ

る。例えば、ラ・パス県に空港を建設する場合、どのように防災の視点を考慮に入れる

かということである。

（9）災害種類について（COEN）

・　エルサルバドルでの優先して対策をすべき災害の種類は、何よりも洪水対策であり、

これに関連して地滑り対策である。対策を講ずるためには、関連機関が協調して対応し

ていく。
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日時等

日時：2006 年１月 27 日（金）9:00 ～ 10:00

場所：PPP（Plan Puebla-Panamá）事務局

出席者

PPP：Ms. de Rendón、Ms. Angie、杉村専門家（元 JBIC 専門調査員）

JICA：大井団長、高橋主席、荒木田、堀、大場、中根、細川、藤原、八木、サンドラ

討議内容

　双方あいさつののち、次のとおり意見交換を行った。

（1）CEPREDENAC と PPP の関係について（de Rendón、Angie）

・　PPP は８つの分野を担当していて、エルサルバドルにある PPP 事務局では２人（２分

野）の担当者を配置している。そのうちの１つが防災を含む人間開発担当であり、Ms.

Angie が担当している。

・　CEPREDENACは中米防災の主要機関であり、各国のアクションプラン作成に積極的

にかかわっている。しかし、P P P の防災幹事国はパナマであり、それもあり

CEPREDENACは事務局をグアテマラからパナマに戻したい意向があると聞いている。

・　CEPREDENAC は技術的な観点から仕事をしているが、PPP はあくまでもファシリ

テーターである。PPP は、各国の防災機関（CEPREDENAC は技術面から貢献）から成

る技術集団（地域技術委員会）がニーズを確認し、次にどのような作業が必要かを考え

ている。PPP事務局は技術委員会の提言を基に、各国の防災機関がどのような技術を有

していて、どのような事業を展開できるかを判断し、事業を誘導するといった業務を

行っている。

・　2003年１月にPPP理事会で合意されたことは、CEPREDENAC事務局が域内の合意形

成のイニシアティブをとっていくということであり、PPP はこれを支援する。

・　この２月上旬に地域技術委員会が開催され、将来何を重点支援項目とするかを話し合

うが、現段階では ATLAS の作成が重要であると考えており、また地域防災のコンセプ

トづくりにも関心をもっている。CEPREDENAC、各国機関、ドナーなど関係機関の委

員会への参加も期待しており、有用な意見を求めている。

・　CEPREDENACは各国の防災に係るレベルが異なったため、機関間の調整に時間がか

かり、またその進捗にだれが責任をとるのかが明確ではなかった。とはいえ、

CEPREDENACの役割は各国の計画実施をプッシュすることであり、またメンバー国と

ドナーを含むコミュニティを調整することである。

・　CEPREDENACと PPPの距離については、マドリード会合を経てPPPがメキシコ主導

になってから、近づいてきている。（大場）

・　PPP事務局は、これまでの中米における防災分野の協力を評価し、今後のコミュニティ

防災面での JICA の協力の方向性を支持したい。
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（2）他ドナーとの連携（de Rendón）

・　世界銀行とは昨年から付き合いが深くなった。特にエネルギー関連が大きい。

・　ドナーなどの機関間検討委員会があり、そこでは IDB、SICA、IKO、CEPA などの機

関との連携方法を検討している。

（3）第１次 PRRD の評価について（de Rendón）

・　2001 ～ 2004の評価を作成し、大統領レベルの政策対話フレーム開催の機会をとらまえ

て、各大統領に報告を行っている。中期計画及び年間計画の目標について到達度を評価

している。
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日時等

日時：2006 年１月 27 日（金）10:00 ～ 12:00

場所：SNET

出席者

エルサルバドル：SNET 所長、水理予測センター局長

JICA：大井団長、荒木田、堀、大場、中根、細川、藤原、八木、サンドラ

討議内容

　SNET視察。SNET内部の案内があり、その際の質疑応答は以下のとおり。なお、SNETは国

土地理院の機能及び気象庁の機能を有する機関で、政策の基礎データを作成している。

（http://www.snet.gob.sv/）

（1）国土地理情報（水理予測センター局長）

・　観測している対象は10の河川流域であり、流域情報の整備を実施し、リスク管理部門

が分析を行っている。

・　水理などのモニタリングを実施し、早期警戒システムに利用している。特に早期警戒

システムは５つの河川 10 水系（東から、グワスコラ、サンミゲル、セボワ、バス、レン

パ）に導入しており、レンパ川では、水力発電ダムの水量管理（発電量予測）にも利用

している。

・　水位や雨量から洪水の予測を実施しているが、危険レベルに応じて、COEN（政府レ

ベル）、COEM（市レベル）、市町村、地元オブザーバー（ボランティア）にその情報を

電話、ファックス、e-mail、無線などを通じて供給しており、関係機関のコンタクトパー

ソンを日ごとに設定した連絡帳に基づき確実に連絡を行っている。また同時に、ラジ

オ、テレビ新聞などを通じてパブリックアナウンスメントも実施しており、可能な限り

多くの市民に情報が周知されるよう努力している。

・　地下水の賦存量調査を中米水資源委員会の支援を受け実施している。

・　河川の水質調査や IAEA の委員会の委託調査についても実施している。

（2）気象情報（気象局長）

・　衛星データ（NOA など）を活用しデータを収集している。

・　エルニーニョや海水温度の変化を調査するため、長期観測を実施している。また、将

来予測も実施している。

・　国内の観測ポイントとしては、水位観測所が32か所、雨量データが71か所であるが、

そのうち 70％に及ぶ観測地点については、観測ができていない状況にある。

（3）ATLAS について（所長、コンサルタント）

・　地図情報に地形情報や衛星情報を付加することで、地図の利便性を高めることができ

る。

・　また、地滑りや洪水情報（域内のすべての箇所のデータが整えられているわけではな
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い）を重ねることでハザード情報の付与も可能であるなど、ユーザーのデマンドに合わ

せて情報を供給することができる。

・　本システムのベースはミネソタ大のシステムに情報を載せている。

・　システムの管理・設置場所については、当初エルサルバドルとコスタリカからオ

ファーがあったが、それぞれの技術評価をプロポーザルにより実施したところエルサル

バドルに決定した。
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日時等

日時：2006 年１月 27 日（金）12:30 ～ 14:00

場所：だるま

出席者

エルサルバドル：GTZ リージョナル事務所長、GTZ 本部企画部職員（防災担当）、市民防災プ

ロジェクト責任者

JICA：大井団長、荒木田、堀、大場、中根、細川、藤原、八木、サンドラ

討議内容

（1）GTZ の活動について

　GTZ は各国の副大統領を C/P にし、レンパ川（上流）が流れるエルサルバドル、グアテマ

ラ、ホンジュラスの３か国にまたがる地域を対象に、コミュニティ防災を１つのコンポーネ

ントとする「トリフィニオ」プロジェクトを実施している。土地利用調査やC/P 機関の調整

などを実施してきているが、次の観点で重要性が高いと判断している。

・自然災害管理

・経済活動、多様性

・ガバナンス強化（地方部）

・コミュニティ防災

　グアテマラ及びエルサルバドルでは2004年から2005年の２か年にわたり第１次の協力を

実施してきており、現在は 2008 年までのフェーズⅡに当たる協力を実施している。この第

２次協力においては、第１次の結果から、コミュニティ参加型防災、及び地方コミュニティ

防災能力強化といった観点から、リスク分析、コミュニティレベル組織強化などの協力を実

施している。

　GTZはファイナンス協力はしていない。資金投入が必要な場合は、それを獲得するための

アドバイスを実施している。協力の方法はこれまでの経験から得たものであり、プロジェク

トごとに適正化して適用している。なお、｢地方防災」を観点とした場合、文化経済、土地整

理、啓発（教育）といったことが重要であり、特に住民の組織化、研修という住民の意識の

変革を促すことが成功の鍵である。

（2）JICA-GTZ 連携について

・　これまでに両者が連携してプロジェクトを実施したことはなかったと認識している。

・　今後互いの成果を持ち寄って連携していくことは考えられる。

・　しかしながら、両者のプロジェクト実施手順が大きく異なるので、完全な協調プロジェ

クトは難しいだろう。援助手法や情報の交換といったことが活動の中心となるのではない

かと思う。

（3）その他

　GTZ のプロジェクトサイトを見学しないかという誘いに対し、JICA は翌日に予定してい

るサンタテクラ市のサイト訪問後に、現場視察に向かうことにした。
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日時等

日時：2006 年１月 27 日（金）15:00 ～ 16:00

場所：SICA

出席者

エルサルバドル：Mr. Rubén Omarn Orozco（SICA 国際協力部長）、CCAD 長官

JICA：大井団長、荒木田、堀、大場、中根、細川、藤原、八木、サンドラ

討議内容

　双方あいさつののち、SICAの現況及び防災関連機関との関係等について質疑応答を行った。

以下その詳細。

（1）現状認識

・　中米は自然災害に非常に脆弱であり、被害を受けやすい。

・　技術、資金ともに不足している。

・　ミッチのあとグアテマラでは様々な努力と活動が行われてきたが、その脆弱性の克服

は政府の対応だけでは困難が伴う。この状況で日本の支援は大きな意味をもつ。

・　現在中米各国の戦略的アジェンダを作成中であるが、SICAは中米防災はプライオリティ

が高いと認識している。

・　「東京宣言」の「行動計画」は、防災分野の重要性を謳っており、兵庫宣言行動枠組み

を踏まえたものであり、防災計画策定の大きな柱である。

・　SICA と CCAD は防災プロジェクトに惜しみない協力を行う。

・　リスクを回避し、脆弱性を克服する措置をとることが必要である。このため、CCAD

は OCHA、CRRH、CEPREDENAC などと協力して事業を実施していく。

・　中米環境計画で指摘されているとおり環境面での脆弱性も問題であり、これはPARCA

（環境汚染の管理、脆弱性軽減）によって解決に向かうことが期待されている。また、気

候変動に対する枠組みなどに対する支援も必要である。

（2）ドナー支援

・　他ドナーの主な支援としては、世界銀行（200 2 年から）やアメリカ航空宇宙局

（NASA）＋ USAID、アメリカ地質調査所（USGS）の協力などがある。NASA はセル

ビーニョに関する視聴覚教育システム構築（発熱源・赤潮モニタリング）などを実施し

ており、USGS は、衛星利用方法に係る研修を実施している。

・　メソアメリカには森の回廊が残っており、保全すべき生物多様性も多く残存してい

る。これらの土地を保護保全するために政策に取り込む際の支援なども実施されてい

る。

・　EU が 2,000 万ユーロ、SICA が 420 万ユーロの支援を表明しており、EU とは既に文

書の交換を済ませているが、現在 SICA は法務担当部局で承認手続き中である。SICA

は、水（CRRH）、環境（CCAD）、防災（CEPREDENAC）の専門機関を有しており、こ

れら３機関と資金配分の調整を実施する予定である。なお、JICAとは、協力関係を補完
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し合えると考えている。特に能力強化のための研修に期待している。

（3）プロジェクト「プレグダ」

・　流域及び水資源管理がキーワードであり、特に洪水管理が重要である。

・　情報コミュニケーション強化⇒適材適所の人材育成と配置計画作成

・　各国の防災機関強化

・　各国（CEPREDENACも）の能力強化、具体的には、財務面の強化を 2003 年から実施

中であり、域内でのプロジェクト実施能力強化、各国での防災機関の強化が進められて

いる。
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日時等

日時：2006 年１月 27 日（金）16:30 ～ 17:30

場所：エルサルバドル日本国大使館

出席者

大使館：吉本参事官、清水書記官

JICA：大井団長、荒木田、堀、大場、中根、細川、藤原、八木、サンドラ

討議内容

　調査団の目的等について説明し、その後以下のとおり質疑応答があった。

（1）ナショナルプランについて

・　現在ナショナルプランを作成中であるのは、エルサルバドル、パナマ、コスタリカで

ある。

・　エルサルバドルは、耐震の分野では中米で中心になれる技術力を有している。特に地

震が多いところに不安定なアドベの住宅が多く集まる傾向にあり、安価で安全性の高い

住宅技術の構築が求められている。この技術が確立し普及することが望ましい。

（2）案件名について

・　他の広域案件のように、案件名に「防災」「改善」といった日本語を基にした言葉を入

れると、日本の協力をアピールできると思われる。

（3）資金協力について

・　ジャパンファンドの使用期限が５年延びることとなった。６割はソフト向け（NGOや

地方）の資金であるが、これを有効に活用できないものであろうか。（書記官）

・　特にジャパンファンドは財務省が直接仕切っており、知名度が低い。エルサルバドル

は今年度７件申請し既に２件が実施に移っている。非常に有用だが、応募倍率が低いの

で、有効活用したいと思っている。

・　なお、財務省の資金で、外務省にも JICA にも情報が伝達されることが少ないため、

この点の改善が必要かもしれない。

・　来年度より、防災無償が新設されると聞いており、先手必勝の部分もあり得ると思わ

れ、適切な案件があれば要請してほしい。なお、対象国は草の根対象国のGDI（ジェン

ダー開発指数）5,100 ドルまでとなるとのことである。

・　エルサルバドルは防災の拠点であり、防災センター建設、耐震普及センター設置、IT

プロジェクトと絡めた庁舎建設、SNET観測体制強化などが考えられるのではないかと

思われる。

・　（藤原としては、防災に関する本件の位置づけ、コンセプト、コンポーネントの最小

化、が少なくとも必要であり、これが詰められなければ採択されないと考える。また、

詳細は予備調査で固めることも可能。また、広域無償を実施する場合、実施促進の部分

で問題が生じる可能性が高く、無償部との早めの調整が求められるのではないかと思
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う。）

（4）研修について

・　研修生のつながりが非常に重要である。教材の共有など各国間の横の連携がとられて

いる。今後は、中央－地方－コミュニティの縦の連携をこの研修員が埋めていくことが

できると思っている。

（5）中米大使会議について

　30日より経済協力局関係者を交え会議が開催されるが、このなかで広域プロジェクトの

あり方について検討がなされるとの由。特に大使館ごとに案件のプライオリティづけが異

なるのはどうかということで、広域のタスクフォースが設置される可能性が高い。
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日時等

日時：2006 年１月 28 日（土）8:00 ～ 18:30

場所：サンタテクラ市、ラ・パルマ市（GTZ）

出席者

サンタテクラ市：ルイス（助役？）

JICA：大井団長、高橋主席、荒木田、堀、大場、中根、細川、藤原、八木、サンドラ他

討議内容

　サイト踏査を行い、現場での意見交換などの概要は以下のとおり。

●サンタテクラ市（113km2、うち都市部 13km2）：JICA プロジェクト

・スペインの技術協力により、市全域の地滑り危険地図が作成され、模型として表示され

ている。

・カントン・グラナディージャ

土地利用制限（昨年法制化）

利用規制地区、農地、住宅地に区分

・サンサルバドル火山〔別名：ハバリ（猪）火山、ケツァルテペケ火山〕

３カントンにまたがり、土地利用規制を作成中

・首都圏危機管理計画（サンサル市と共同）

2001 年の地震の際に町の 80％が被害に遭い、住民の参画を得て、2001 ～ 2010 年の 10

か年計画を作成した。

このなかでは、危機管理の考え方が盛り込まれており、自然災害を考慮した開発計画を

義務づけている。

・サンタテクラ市の災害

50mm/h 以上の雨量で洪水が発生

SNETが早期警戒システムをつくるときのクライテリアのつくり方などを助言

農村部での地滑り災害防止のため、農村のリーダー研修を実施

ミチゲーション工事のための助言も行っている。

警察の屋根に自動雨量観測機器を設置

短期専門家の携行機材で約80万円相当と記憶。設定雨量（90mm）を超えると、警報シ

ステムが作動する。

・グラナディージャ

小学生向けの防災教育講義を見学

20 人の青少年グループが小学生に教えている。

国内外の研修を受け、以前より防災知識に強くなった。現在地震戦争貧困などに対し

て問題を克服すべく努力している。

2001年の地震やスタンが来襲した際に社会がまだ脆弱であることに気がついた。特に

スタンでは２か月間にわたり車で移動することが困難であり、コミュニティの組織化

などの対策が不可欠と認識した。
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その間の避難所生活は厳しいものがあった。

しかしながら、警報システムは機能している。市長が市町村に連絡するのと、村独自

に保有している雨量計のモニタリング結果を用い洪水や地滑りを予測し、青年グルー

プが各戸に危険を周知して回った。

通常各コミュニティに雨量計が設置されているが、避難する雨量基準はまだ確立して

いないとのこと（一応ガイドラインは45mm/h）。近くの警察の屋上にある自動観測シ

ステムの雨量を利用してはどうかと提案した（大井）が、土壌、植生などの条件が異

なるので検討したい（SNET 代表）との発言があった。

●ラ・パルマ市（134.6km2：７カントン 58 カセリオ）：GTZ プロジェクト

（1）プロジェクトの基本的な流れ

・　活動の基本は、予防、軽減、準備である。

・　まず活動の第一番目に、コミュニティの組織化を行った。その際、プロジェクトの

アクターを特定した。主なアクターは、市役所、コミュニティ開発委員会、医療関係

となった。

・　コミュニティのリスク評価を実施し、現状の把握を行った。

・　問題に即し、研修を通じて住民の能力向上に努めた。特に山火事、地滑り洪水など

の分野が重要であり、その分野の研修を実施した。

・　その後、防災委員会を設置し、防災委員の任命を実施した。また、少年防災団を募

集し、青少年の積極的な参画を促した。若者たちの参加を促すために、キャンプ活動

などのイベントも実施している。

（2）プロジェクトの内容

・　プロジェクトは2003年11月から開始し、2005年までが第１フェーズ、2006年から

2008 年までが第２フェーズとなる。

・　パルマ地区は、エルサルバドル、ホンジュラス、グアテマラの参加国にまたがる「ト

リフィニオ」と呼ばれている地域で、８つの地区に分かれており、そのうちの１地区

でプロジェクトを実施している。

・　GTZの投入は、国内外での研修、山火事対策などの機材、専門家（コーディネーター）

２名、管理２名であり、専門家は必要に応じて短期の投入もあり得る。金額的にはエ

ルサルバドル全体５年間で 300 万ユーロ（約５億円）である。

・　コミュニティ活動で注目している点は、保健、教育、環境、生産、山火事の５分野

である。環境分野の研修において、固形廃棄物に関するものがあった。ここでは、埋

立地のゴミ処理方法について、市レベルの人たちの考え方や家庭の意識をどうコント

ロールするかということについてレクチャーした。

・　現在エルサルバドルにおける活動のノウハウはグアテマラ、ホンジュラスに普及さ

せる予定である。

・　また、グアテマラで実施した地図作りで用いた IT 技術やコンピューターの供与

（ハードやソフト）の経験では、コンピューターが市町村に導入されることにより、大

幅に誤答無効率がアップしたことなどもある。
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・　ここでの活動は次のリスク方程式（書き取れず）の数値を低くなるように実施して

いる。
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日時等

日時：2006 年１月 30 日（月）9:30 ～ 10:00

場所：JICA パナマ事務所

出席者

JICA 事務所：甲斐所長、高田次長、勝又企画調査員、Ezequiel 職員

調査団：大井団長、荒木田、堀、中根、藤原、八木

討議内容

　これまでの調査の進捗などについて説明後、以下のとおりミーティングを実施した。

（1）プログラムについて

・　４つのコンポーネントから成るが、ATLASなどの成果は個別案件の中に入れることに

なる。また、耐震プロジェクトの例でも見られるが、ミッチが来襲してから、５～６年

の間にかなり復興が進んでいる。地域として非常にポテンシャルが高いと感じており、

地域として自立する方向でプロジェクトなどを形成していきたい。（甲斐）

・　エルサルバドルであれば、SNET や耐震プロジェクト、パナマであれば、洪水や高等

教育などポテンシャルの高い分野は多い。これらの分野に資源を集中させ、域内への普

及を図ることも必要であろう。（大井）

・　国内外の資源（人、もの、資金）や取り組みをどう普及させるか、どう組み合わせる

かについては、CEPREDENAC のイニシアティブが必要であり、堀さん（後任）の支援

が必要であると思われる。

（2）堀専門家の後任などの任地について

・　中米広域防災援助調整の専門家（堀専門家後任）について、C/PとなるCEPREDENAC

の事務局がグアテマラに移転した理由に、前事務局長ヘロニモ氏の選出時にパナマが反

対したためグアテマラに出て行ったという個人的な理由があるにしても、もしパナマを

任地とするのであれば、他の国ではなくこの地に置く理由をしっかりと整理する必要が

ある。しかし、様々な国際機関が集まっており、仕事のやりやすさなどから任地を考え

るのであれば、パナマに置くことに優位性があることは明確である。

（3）協力形態について

・　エルサルバドルでGTZの協力を視察した際、コミュニティ防災活動を実施するうえで

学ぶべきものが多いと感じた。現場が比較的フリーハンドで事業を進められることと、

本部から技術的なバックアップを受けられる体制は、非常に参考になる。防災は様々な

分野の集合体であり、技術支援は多岐にわたる。そういう意味でGTZからも日本からの

技術支援を求められてもいる。（大井）

・　GTZは中米ではずっと住民参加のアプローチを使い協力を進めてきている。パナマで

もこの 10 年で多くの成果を残しており、GTZ と協力することには意義があろう。防災

は貧困とも切っては切れない関係にあり、また、PTA活動、衛生、教育などの問題との
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関係も深い。これらを活用しながら防災問題を解決していくことが重要である。GTZは

農村コミュニティ開発を防災に取り入れている。それは開発により余剰物を作り、所得

が向上し、守るべき財産ができて初めて災害から身を守る必要性が生じるからであり、

防災意識の目覚めには貧困からの脱却が必要であるという考え方によっている。（甲斐）

・　防災はコミュニティ全体の問題であり、しかも何十年に１度という割合でしか役に立

たないものである。毎日防災のことについて教育することはできないので、貧困問題な

どに含めて進めていくことは重要であると思う。（大井）

・ 　防災を進めるうえでのキーワードとして、２つある。１つは脅しであり、生死を考え

させることである。２つ目には得であり、財産の喪失を考えさせることにある。その考

え方からすると、GTZ のプロジェクトは有効性がある。（荒木田）

（4）研修事業について

・　帰国研修員の知識の水平・垂直方向への拡大は重要であり、知識を生かす演習をどこ

かのコミュニティで実践させることがあってもよいだろう。（甲斐）

・　それを技プロのコンポーネントとして取り入れるなどして実施してもよいかもしれな

い。

・　メキシコでの第三国研修にも期待したい。特にメキシコは無償対象国でないにもかか

わらず施設協力を実施したこともあり、その資産を有効に活用しない手はない。（甲斐）

（5）IDB との連携について

・　連携協力を実施したいという話は以前にもあったが、IDBは銀行であるということも

あり、経済的な損失を最小化するためには、どのような活動が必要で、それを行うこと

でどれだけ経済的な効果があがるのかという、まずハードありきで、定量的な経済損得

を第一に置くという考え方が強かった。そのため、JICAとしては、まず連携ありきで連

携を実施する必要はないと思う。（甲斐）

・　防災無償に加え、ジャパンファンドの活用も考えたいと思っている。これまで JPO

（ジュニア・プロフェッショナル・オフィサー）は財務省主導で進められてきたため、外

務省も JICA もその内容を知らなかったが、非常に有効なツールである。

・　IDBは本部の意向と現地のカントリーオフィスの間の温度差が大きい。双方で大きく

意見が異なることも多く、特に他機関との連携についても然りである。当地の事務所は

連携にはかなり消極的であるという印象を受けている。
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日時等

日時：2006 年１月 30 日（月）11:00 ～ 12:00

場所：パナマ日本大使館

出席者

大使館：近藤参事官、畠田二等書記官

JICA：大井団長、甲斐所長、荒木田、堀、中根、藤原、八木、勝又、Ezequiel

討議内容

　調査の内容、ここまでの調査の進捗について説明を行い、次のとおり意見の交換を行った。

（1）広域プログラム（５か年）

・本件の内容と今後の予定については、次のとおり念頭に置いている。

1） 堀専門家：本年の上半期の派遣を検討

2） 技プロ：本年６～８月に事前調査団を派遣し、10 ～ 12 月に開始を検討中

3） 研修：①本邦（兵庫）10 ～ 12 月に実施、②メキシコ第三国８～ 10月に実施

（2）プロジェクト対象地域

・　本件は広域案件であり、対象国は中米６か国となる。なお、専門家などの拠点をどこ

に設置するかについては、PPP防災担当事務局がパナマにあり、ISDR、IFRC（赤十字）、

UNOCHA（国連人道問題調整事務所）、UNDP等国際防災関連機関もパナマに集中して

いることから、JICA の協力についてもパナマを拠点とすることを考えている。また、

CEPREDENAC事務局長は拠点を（グアテマラではなく）パナマに置くことについて、

問題なしとの見解を示していた。

（3）今後のプロジェクトの方向性について

・　コミュニティ防災は防災世界会議でも今後の重点課題として位置づけられている。

・　プロジェクトの支援体制は、（従来あった国内支援委員会に近い形で）本部に世界各地

で実施しているコミュニティ防災プロジェクト全体を対象とする専門家グループを設置

し、そのなかでプロジェクトを支援することを考えてはどうか（GTZ を参考に）。

（4）その他

・　本部のバックアップ体制について、GTZは地域事務所への判断と資金の権限を委譲し

ており、これについても参考になる。

・　CEPREDENACが作成している中米防災 10 か年計画（PRRD）は、今年７月に素案発

表ワークショップ、12月までにまとめることとなっているが、各国ナショナルプラン作

成動向はまちまちであり、引き続きフォローが必要。また、JICAが実施してきた内容を

反映させたものとなるようフォローが必要。

・　カリブの CDERA（カリブ災害緊急対策機関）、中米の CEPREDENAC に加え、南米

（アンデス地域）の CAPRADE（The Andeaon Committee for Disaster Prevention and
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Assistance）が発足した。まだ、組織が新しいが、支援ニーズは大きい。CAPRADEへの

支援、さらに「３機関連携」も検討してはどうか。中南米全体の支援も今後視野に入っ

てくるのではないかと思う。

・　帰国研修員のネットワークや知識を共有することが、本件が広域案件として成功する

ことと等しい意味をもつと思う。
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日時等

日時：2006 年１月 30 日（月）14:00 ～ 17:00

場所：SINAPROC

出席者

SINAPROC：Dr. Roberto Velásquez（長官）他

JICA：大井団長、甲斐所長、荒木田、堀、中根、藤原、八木、勝又、Ezequiel

討議内容

　団長より日頃の SINAPROC の活動に対する評価を述べ、プロジェクトの内容について説明

を行ったあと、次のとおり意見交換を行った。

（1）パナマの防災ナショナルプランの進捗状況

　過去３年間国内委員会を招集しなかったが、ナショナルプラン作成のために、委員会を

昨年 12月に設置した。そこで、２月初旬（７日）にナショナルプラン（案）を提示する予

定。パナマは、中米で最初のナショナルプラン作成国になることをめざしているので、策

定にあたり引き続き JICA の支援を受けたい。なお、防災（ナショナルプラン）に関し、

各国の諸機関が同様の認識（目標設定）をもち参画することは難しい。

（2）要請技プロに関する確認

・　要請案件は、フォローアップの２年度目という位置づけである（洪水）。

・　１年目にコミュニティが学んだことが、ようやく実施されるようになった。

・　SINAPROCと市町村の連携が重要であり、政策を行政の現場に生かせる体制（システ

ム）が必要である。パナマ市は帰国研修員を軸に地域防災部を今年設置した。

・　これまでは、コミュニティに対して研修を行ってきたが、このコミュニティの反応を

全体の改善に生かしていくことが組織強化の源になると思っており、今後、結果のフォ

ローやフィードバックが重要だと認識している。

・　パナマ県（パナマには９の県：ブロンペシアがある）には 21 の地区（コレヒミエン

ト）があり、ここに国民の50％が集中している。また、自然災害はある一部の地域に集

中しており、（長官の残りの３年半の任期の間に）この集中している地域の防災力の強化

を行いたいと思っている。このようなことから、現在の JICA の協力（首都圏７地区）

をより地理的に広げ、ハイリスクエリアの強化につなげてほしい。

・　OFDA、OYO、サウス・コマンド、スペイン協力庁、ISDR、OCHA、IDB、UNDP等々

からも援助を受けているが、コミュニティレベルの協力は JICA が最大。OFDA は

UNICEF と連携して小学校で防災教育を行っている。サウス・コマンドは、緊急時の委

員会や組織化、人材育成などを行っていて、UNDPは法制度化への支援を行っている。

・　パナマは地域機関のなかで大きな役割を果たしており、SICA、PPP の議長国や

CEPREDENAC の副議長を担っており、その防災分野での役割は大きい。

・　パナマ国内でも、文部省、パナマ国立大学間で初等教育に必要な防災のマニュアルを

作成し、小学校のカリキュラムに防災教育を組み込んだり、アメリカ大学内に防災行政
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コースを開設した。パナマ政府内の省庁間の連携はよい。

・　パナマには、防災に取り組むための環境が整っているので、中米地域への防災力の展

開、普及はパナマの責任であると理解しており、自力でもコミュニティ防災を進めて行

きたい。（長官）

・　防災分野の協力は、概して海外の協力がなくなると、消えてしまうこともあるので、

長官ほか SINAPROC のイニシアティブで続けてもらいたい。（大井）

・　自分のあとの長官が方針転換しないでよいようにコミュニティ防災の種をまいていき

たい。それを基に教育を続けていくことが重要であると認識している。（長官）

長官退席

・　パナマ市には防災課ができた。防災課があるのは、サンホセ市とパナマ市だけであ

り、これは防災研修のひとつの成果である。

・　現在、測定システム（早期警報）は、　パコーラ川、カブラ、タタレ、トクメ、シッ

クスアローラ川、マモニ川に装備されており、ハザードマップのある村は、クルンド、

トクメン、リオアバホ、バルケル、エスペラサ（メバエスケランザ）、メサ、チャンギ

ノーラ、エルパルメ、チリキ、サンブーハケ、ペデレアリト、ラパルマ、タリエンサン

ブハケンなど主要 24 か村中 12 か村である。

・　ハザードマップやリスクマップの行政への利用（土地利用規制など）が重要であると

認識している。これらを作るトレーニングは、大阪センターの研修コースに、「社会基

盤・施設の災害に対する危機管理」がある。そのほか、個人的ではあるが、もともと水

理に関するマスターをもっている（マイアミの大学）。コミュニティハザードマップにつ

いては富士常葉大学の小村先生に教わった DIG（災害図上訓練）が役立った。

・　サンミゲリートには地滑りがあるが、お金がないため対策がまだとられていない。

・　一部のコミュニティでプロジェクトがうまく実施されていることもあるが、科学技術

的ノウハウは不十分であり、JICAの技術協力は依然として重要である。現在は、住民の

経験やそれに基づく知識ベースで事業を実施しているが、確たる技術をもたない。ただ

し、機器設置やその機材を用いた土石流などの観測においては、安い機器で観測し、対

応できるよう工夫している。

・　ハザードマップ作成にあたって、科学技術的視点が必要である。また、これまでコミュ

ニティの経験を踏まえて作成はしているが、国全体のハザードマップはない。国家レベ

ルのマップを作成すると、メッシュが粗くなり役立たなくなるため、現在の質では、コ

ミュニティレベルで役に立たなくなるためである。それゆえ、個別地域のハザードマッ

プを作る必要がある。国内のハザードマップにはまだまだ穴があり、これを改善してい

くことは必要だ。（日本では大きなメッシュでまず作成し、必要なところで別に詳細レベ

ルのマッピングをしている）。また、早期警報を出すシステムがあっても住民が防災教育

を受けていなければ対応できないだろう。このため、ハザード情報の周知など、まだま

だやることはたくさんある。

・　パナマは、2009年までに全コミュニティに対して、教育活動を含む早期警報システム

を確立するという計画はあり、2006年には 140コミュニティに対して啓発、技術協力を
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行い、警報システムを導入していく。コミュニティに対する防災教育は、地域のハザー

ドの説明、住民教育、住民参加型のハザードマップの作成、緊急対策案の検討が含ま

れ、現在実施しているプロジェクトはUNDPの協力を受けている。これまでの教訓とし

て、コミュニティリーダーへの研修が必要と感じている。

・　最初に地図や避難計画、防災計画の作り方をやる。これは１日８時間で２～３日必要

である。その後、コミュニティのなかの各種委員会に対する研修、避難所の解説と運

営、物資の供給等について、別途４時間程度行うのが望ましい。その他、応急処置に対

する研修も村の緊急委員会に対して行う（８時間コース）。現在はドナーの予算でこれら

を実施しているが、地方自治体とSINAPROCの予算でやらなければいけない。JICAが

終わったあとに持続的に実施するためには自力でできる体制が必要である。

地域防災課長：パナマにとってJICAのSINAPROCに対する協力は非常に重要である。将来

も是非継続してほしい。堀さんのようないつもフォローアップしてくれるような人の役割

は非常に大きい。SINAPROCにも地域防災課ができるわけなので、これを支援してくれる

人が本当に必要である。

地域防災課の職員数は？　→パナマ市は４～５人。SINAPROC は１人（堀専門家の情報）

Mitigation 課長：日本で受けた研修を受けてMitigation が必要な場所も特定できている。そ

ういう工事に対する援助は期待できるだろうか。　→測定機器であれば可能
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日時等

日時：2006 年１月 31 日（火）9:00 ～ 10:00

場所：パナマ外務省

出席者

PPP事務局：Mr. Neils CASTRO（PPP防災担当議長）、ハビエルボラーナ（同副議長）、Ms. Gloria

MADURO（同国内調整委員長、外務省機関間局長）

CEPREDENAC：Ms. Leticia

JICA：調査団、勝又、Ezequiel

討議内容

　PPP の方針について、以下のとおり聴取した。

（1）役　割

　PPPの防災担当部の役割は、各国の機関がどのような活動をしているのか理解し、ニー

ズを引き合わせることであり、各国が同じ方向性をもつよう調整することである。また、

PPP は域内の外務省として、地域ごとのプライオリティーの設定なども行い、さらに、

PRRD の作成に貢献する。

（2）指　針

　PPPは、PRRDなどのアクションプランの作成にあたり、２つの指針をもつことにした。

①　地域内のATLAS の作成（ニーズ把握）

②　地域政府、地域リーダーへの研修

　ハリケーン・ミッチ以降、グアテマラ宣言を受けて、各機関の取り組みが着実に定着し

つつある。ただ、PPPは独自予算をもたず、防災についても各国が独自で予算を確保し実

施する必要がある。

（3）PPP 地域技術委員会

・パナマの SINAPROC 長官を議長に、各国の防災担当機関長官を構成メンバーにもつ。

今回は、防災に関心をもつ地域機関の代表者にも招待状を出しており、IDB、IFRC、環

境・水関係機関、JICAもメインの招待者である。次回は２月に会議を開催する予定。各

国の防災担当機関から成る技術委員会の支援方法も検討しているところ。

・PPP と CEPREDENAC 事務局の役割の違いについて

PPPは、各国責任事項をもっており、主に政策的な決定を行っている。それゆえ、８か

国における各種活動は外務省（PPP）を通すことで、円滑に行われる。また、各国は各

テーマの技術委員会を支援している。各テーマの技術委員会は、各国の専門機関により

構成されており、防災の場合は、委員長を P P P が受け持ち、技術顧問として

CEPREDENAC事務局長が参加している。PPPは防災部門の政策決定を行うが、政策決

定にあたり技術委員会の提言が大きな力をもっている。なお、CEPREDENAC のメン

バーでないメキシコ・ベリーズ・コロンビアはPPPの構成メンバーであり、相互に重複
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や矛盾を避けるために、技術委員会のメンバーになっている。

（4）PPP のアクションプランの考え方

　重点分野の設定にあたっては、従来の災害復旧だけではなく、兵庫宣言や技術委員会の

各種提言などを踏まえ、予防的であることを重視している。そのためには、ATLASによる

情報システムの構築と、コミュニティ長への教育をはじめとする人々の教育、啓発が必要

であると考えている。

　なお、中米では既存の情報がたくさんあるが散在しているため（例えば11年前にパナマ

大学でハザードマップやマニュアルを作成したが、だれもがその存在を忘れていた）、気

象･地質・地理学的情報を含む各種情報や住民の知見、並びにこれまでの研修で得られた知

識・情報などをひとつにまとめ、活用することがまず必要であり、既存情報の整理と補強

とそれらの情報を活用するために住民などの研修を行うべきと考えている。さらに、学校

の先生や地域のリーダーに対する教育が、成果（情報）の散乱を防ぐことにつながること

が分かった。

（5）CEPREDENAC の拠点について

　CEPREDENACがパナマに戻ることについては、CEPREDENAC理事会の決裁が必要で

あるが、パナマ外務省としては防災関連地域機関がパナマに集中しているため、

CEPREDENAC 事務局がパナマに戻ってくるのは重要なことと認識している。

（6）USAID との協調について

　USAIDが住民教育を実施しているが、CEPREDENACや地域機関と協調して実施する体

制をとっていない。これまで USAID は独自路線だったが、２月の会議に、初めて出席す

るとの回答を得ている。今後は可能な限り同じコンセンサスの下に各機関が協力を実施す

ることを希望する。

（7）JICA の期待

　CEPREDENACを中心として、次期PRRDが、次回技術委員会のなかで十分に議論され、

今年中に計画がまとまることを期待する。
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日時等

日時：2006 年１月 31 日（火）10:00 ～

場所：パナマ市役所

出席者

パナマ市役所：Mr. Iván Arrocha（助役）、Mr. Hugo Morgado Valenzuela（社会部長）、Ms. グ

リラ Batista 防災課長、CEPREDENAC： Ms. Leticia、SINAPROC

JICA：調査団、パナマ事務所員

討議内容

（1）地域防災課の設置

　予防対策を以前は行っていなかったが、2005年に開催された兵庫会議に出席するために実

施された本邦研修を終了した係長をトップとして、社会部の中に地域防災課が設置された。

JICA の研修を受けて、予防防災の重要性を認識したとのコメントあり。

（2）プレゼンテーション

防災事業の目的：洪水対策による被害軽減と持続的開発への住民の参加

活動：ローカル組織の連携、コミュニティやその長による議論、コミュニティ住民のハザー

ドマッピングなどへの参加、防災緊急避難計画の策定

成果：ハザードマップ作成、地域開発計画への防災の視点、地域住民へのワークショップの

開催（ソーシャルワーカーの活用）、緊急時情報委員会の設置、環境防災委員会の設置など

（3）プロジェクトの展開

　本プロジェクトは市長判断で実施された。５年間で終わらせるものではなく、継続するた

めに地域防災課を設置した。市長の任期後も防災に対する取り組みを継続できると認識して

いる。市長は、パナマ国内の市長会の委員長を務めており、本事業の有用性を認識している

ため、法の制限はあるものの、SINAPROC とともに他の市にもプロジェクトを展開中であ

る。しかし市民には本事業のニーズがあまり理解されないのではないかと思うが、それは災

害に遭って初めて気がつくことが多いためであると思う。

（4）今後の防災活動

　日本の研修に参加した結果、日本の歴史や国民性とともに、災害への考え方というものを

理解できた。しかし、日本と違い、パナマはそのような厳しい状況になかったため、住民の

連帯感をもつには時間がかかると感じた。また、民間企業の防災活動の参加が必要であると

思う。パナマにおいては民間企業や工場が組み入れられていない。さらに、文部省や保健省

も防災にともに取り組むことが必要であると感じている。これらを巻き込んだセミナーの必

要性を感じている。

　災害予防の考え方に焦点を当て、社会開発にあたって防災のコンセプトを取り入れてい

く。この文化を定着させるには根気よく研修を続けていくことが必要である。
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（5）日本の活動紹介

　日本では防災活動の動機づけ（大臣表彰制度、防災まちづくりハンドブック制度など）に

力を入れている。

　セミナーやワークショップもいいが、日本で成功している地域防災計画を地域で作成すべ

きでは。組織と計画があれば、持続した活動が可能かと思われる。

地域防災課：危機感はもっているが計画はもっていない。５か年計画をつくろうとしてい

る。いまこそ JICA や SINAPROC の支援が必要と思っている。
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日時等

2006 年１月 31 日（火）12:00 ～

出席者

パナマコミュニティ：地域防災課職員、ファシリテーター、住民、調査団、JICA 事務所職員

討議内容

　セミナー終了後、ファシリテーターより聞き取り調査を行った。

（1）ファシリテーターのモチベーション

・　自分たちの活動以外のものを見ることで新たな発見があり、これが自分たちのやる気に

つながっている。

・　多くの人が興味を示してくれる。

（2）住民の代表

　業務内容を説明すると、住民のなかから立候補者がある。特に、主婦、専門職、教師など

様々ななかから、地域の代表者は立候補されている。

（3）言葉遣い

　社会層に合わせて、言葉遣いを合わせている。
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日時等

2006 年２月１日（水）9:00

出席者

ISDR：Haris Sanahuja ラテンアメリカ事務局長

討議内容

　ISDR事務局はコスタリカよりパナマに移転したばかり（昨年８月）。移転理由は、OCHAや

他の防災国際機関がパナマに集中しているため。

（1）「プラットフォーム」強化

　JICAがCEPREDENACの強化をめざすことに同意する。CEPREDENACの防災10か年

計画は重要と考える。「ナショナル・プラットフォーム」（環境省、保健省、財務省等が参

加した分野横断的な組織、SINAPROC が議長）の構築が最も優先順位が高いと思ってい

る。CEPREDENACの強化だけでなく、各国の強化も重要と思っている。JICAは最初に各

国の「ナショナル・プラットフォーム」の構築・完成から手をつけるべきではないか。こ

れを実施するためにはワークショップ開催程度なので、あまり大きな費用はかからないの

ではないか。JICAがコミュニティベースの活動をする場合、協力は惜しまない。JICAの

ATLAS 作成、CRID（ローカル活動、情報収集システム）、CIDA（カナダ国際開発庁）等

が重要なアクターとなろう。現時点まで必要な情報等は整っている、あとはこれまでの成

果をリパッケージするだけ。

（2）研　修

　メキシコで研修を行うことは、非常に良いことと思う。JICAが今後５年間の協力を行お

うとすることは、非常に時宣を得ていると思う。

（3）データベース活用

　ハザードマップは、あるものの有効に使用されていない現状（意思決定に使われていな

い）がある。データベース作成・活用のための会議（？）を行う予定である。

（4）ナショナルプラン

　パナマは、最初の兵庫の宣言履行国である。その次はコスタリカ。グアテマラが続いて

いる（スタン以降に作業は始まっている）。ニカラグア・ホンジュラスは努力が必要。エル

サルバドルは、法整備は済んでいるので潜在力がある。

（5）プラットフォーム

　２週間前に国際会議が開催された。現在の最大の懸案事項は、科学的な情報をいかにコ

ミュニュティに波及するかである。このために「ナショナル・プラットフォーム」は重要

である。多くの国ではこのような構想が机上の空論となっており、実現していない。

CEPREDENACには、「ナショナル・プラットフォーム」の実現を最優先課題にするよう提
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言している。ニカラグア等では何千という調査が行われたが、実行に移されていない。そ

れゆえ、JICAをはじめ、ドナーから「ナショナル・プラットフォーム」の重要性を訴える

ことが重要と思う。

　ISDRは、３つの大きなプロジェクトを行った。（CANDHI：Central American  Network

for  Disaster and  Health Information 50 万ドル程度）。ISDR の将来的な構想は、中南米全

域の情報を整備することである。資金的援助等により情報収集は終わっているが、問題は

意思決定にいかに活用するかであろう。

（6）その他

　JICAは、基本的にバイの協力機関であり、これを基本とした対応も可能となるようにす

べき。

　南米は、中米と性格を異にしている。地理的人間状況、政治的状況が違う（カプラディッ

ク）。中米はコミュニティに焦点を当てられる。
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